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対談

１　 「国は，原子力に対する決意を示せ」
　原子力をめぐる状況が混迷を極めている。澤氏は
「原子力に対し，国はどう取り組むのかというビジョ
ンと決意がまだ見えない。それを検討して具現化する

主体もプロセスも消失しようとして
いる」と訴える。これらの問題にど
う向き合えばいいのか。

 澤　昭裕
 澤田哲生

解説

22　 今後の原子力規制と国際関係について
　日本では，安全向上をめざす本質的な議論が不在の
ままに放置された。全関係者の責任は重く，こうした
姿勢やメンタリティと決別しなければならない。
  大島賢三

27　 東京電力（株）福島第一原子力発電所
１～４号機の廃止措置等に向けた 
取り組み
　東京電力は福島第一原子力発電所の事故収束をめざ
して，中長期ロードマップに基づき廃止措置等に向け
た取り組みを進めている。ここではその現状と今後の
見通しについて紹介する。 髙儀省吾

32　 福島原子力事故の人間面・組織面の 
教訓と原子力安全改革の取り組み 
－事故を防ぐことはできたのか？
　「巨大津波は本当に予測できなかったのか」，「事故
を防ぐために事前に何らかの対策を取ることは出来な
かったのか」，「より効果的な事故対応を取ることは出
来なかったのか」を改めて問い直す。 川野　晃

時論

８　 福島復興本社の取り組み 
－福島の発展的な復興に向けて
　福島復興本社は福島への責任を全うするため， 
賠償，除染，復興推進などに取り組んでいる。
 石崎芳行

10　 カナダからのエール
　「ムラ」は本当に悪いことなのか。 長﨑晋也

12　 これからのリスクコミュニケーション
　相手の価値観や考え方を共有した上で，どう信頼
関係を作り上げていくか。  西澤真理子

14　 災害対応ロボットと運用システムの
あり方の提言
　事故直後にロボットの配備が遅れた原因は，実用化
や運用の仕組みがなかったことに拠る部分が大きい。
 淺間　一

解説

39　 東通原子力発電所 敷地の地質・地質
構造－敷地内断層に関する評価の現況
　東通原子力発電所の敷地内には，10 本の正断層が
ある。ここでは当社がこれまで行ってきた地質調査の
概要を紹介し，これらの敷地内断層の活動性について
考察する。 坂東雄一ほか 3名

表紙の絵（日本画）「実り」　制作者　川島睦郎　
【制作者より】　大きな柿の木を見つけました。その木を覆い尽くすように実る柿の群は圧巻で，秋の景色の中に異彩をはなってい
ました。小鳥達が集まりついばむ様子は，楽しげながらも，迷路に迷い込んだかのようにも見えました。京都大原の里でのことで
した。 

第 44 回「日展」へ出展された作品を掲載（表紙装丁は鈴木　新氏）
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●インド原子力学会と協力覚書に調印
●汚染水対策で関係閣僚会議
●概算要求，廃炉や除染，安全強化に重点
●規制委が福島廃炉計画を認可
●国際廃炉研究機構が発足
● 文科省，群分離・核変換技術の検討開始
●リニアコライダーは北上サイトが候補
●海外ニュース

シリーズ解説　B
世界の原子力事情（１）

65　福島事故後の中国の原子力開発
　世界一のエネルギー消費大国である中国。エネル
ギー源は石炭が主で，非化石エネルギーの導入を加速
している。原子力は割合が１％程度と少なく，急拡大
中であったがその矢先，東電事故が発生。その後はど
のような進路を採ったのだろうか？ 永崎隆雄

特集

44　 再処理技術開発の今後の展開　　　 
－福島第一原子力発電所の事故を 
経て我が国の再処理技術開発はどう
すすむべきか？
　六ヶ所再処理工場で実用段階に至った我が国の再処
理技術を，次の再処理施設導入までどう維持・発展さ
せるか。また，再処理で培われた技術を，福島原子力

発電所事故の対応にどう活用
していくか。今後進むべき研
究開発の方向を検討した。

 「次世代再処理技術」
 研究専門委員会

報告

55　 大阪府立大学大学院量子放射線工学
分野新設について－放射線利用分野
の人材育成への新たな決意　　　
　大阪府立大学大学院工学研究科にこのほど，放射線
研究センターを母体とした新たな大学院専攻，量子放
射線系専攻量子放射線工学分野が開設された。
 古田雅一

シリーズ解説　A
高レベル放射性廃棄物処分の可逆性と 
回収可能性　（２）

58　 回収可能性を中心にした各国の検討
状況
　処分事業の実施段階における可逆性・回収可能性に
対する関心が高まっている。今回は回収可能性の技術
的側面について，各国の取り組み状況を紹介する。
 田辺博三

54　From　Editors
70　 会報　原子力関係会議案内，主催・共催行事，人

事公募，新入会一覧，寄贈本一覧，英文論文誌　
（Vol.50,No.11）目次，主要会務，編集後記，編集
関係者一覧

71　 福島第一原子力発電所廃止措置関連の研究論文募集

誤記訂正
　2013 年 10月号目次に掲載されたインタビュー記事タイトルに
誤りがございました。お詫びして訂正いたします。

誤　「福島の復興をまず第一に　－半谷輝己氏に聞く」
正　「被災地の復興をまず第一に　－半谷輝己氏に聞く」

学会誌に関するご意見・ご要望は，学会ホームページの「目安箱」
（http://www.aesj.or.jp/publication/meyasu.html）にお寄せください。

TMI-2 デブリの
電解還元後試料の断面

スイスの処分概念（PEBS)

中国の原子力の現状
と開発計画
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「国は，原子力に対する決意を示せ」

21 世紀政策研究所　澤　昭裕
東京工業大学　澤田哲生

原子力をめぐる状況が混迷を極めている。このうち安全規制について澤氏は「合理的な規制活動とはど
のようなものかという最重要の議論が全くなされないままに炉規制法が改正され，規制委員会が発足した
ことに，この問題の根源がある」と語る。一方で，「原子力に対し，国はどう取り組むのかというビジョン
と決意がまだ見えない。それを検討して具現化する主体もプロセスも消失しようとしている。今後，新設
やリプレースが容認されたとしても，このままではファイナンスの問題ですら解決できない」と訴える。
これらの問題にどう向き合えばいいのか。その処方箋を，二人の識者が議論した。

さわ　あきひろ／一橋大学経済学部卒業後，通商産業省
入省。同省資源エネルギー庁資源燃料部政策課長，東京大
学先端科学技術研究センター教授などを経て，2007 年か
ら 21 世紀政策研究所研究主幹。NPO 法人国際環境経済研
究所所長，アジア太平洋研究所副所長を兼ねる。

さわだ　てつお／京都大学理学部物理科学系卒業後，三
菱総合研究所に入社。独カールスルーエ研究所客員研究員
を経て，1991 年より東京工業大学エネルギー工学部門助
教，東京工業大学博士（工学）。

規制委にはミッションの誤認がある
澤田　電力会社の中にはさまざまな考えの人がいる。

原子力に携わっている人たちの今の最大の関心事は，言
うまでもなく原発の運転再開だ。一方で原発を，経済性
の視点からとらえる人もいる。原発の発電コストは比較

的安いから，100 万キロワット級 1 基を動かすことで年間
1,000 億円ほどの利益を生み出す。一方で各発電所では，
追加的な安全対策で千億円以上も使っているところがあ
る。こちらの視点に立つ人は，原発は動かせるなら大き
な利益を生み出すから動かすべきだが，これからもなか
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なか動かせないということであれば，安全対策の追加投
資や原発そのものの推進に消極的になる可能性がある。

もう一つの問題がエネルギーセキュリティだ。けれど
も今の政権には，この問題に本気で取り組む覚悟が見え
ない。政権は国土強靱化による日本再建を訴えるが，そ
の一つの礎になるのがエネルギー問題であるはずなの
に。国策民営が宙ぶらりんになっている現状がある。こ
のまま国が本気にならないなら，原発など止めてしまう
というオプションもありうる。

これらの状況を踏まえて最近，活断層問題で揺れる敦
賀や志賀などを視察された澤さんの感想をまず，うかが
いたい。
澤　破砕帯の評価をめぐって規制委員会と原電の見解

が対立している。その論拠となるデータを自分の目で確
かめたかった。原電から聞いた話は，説得力があった。
原電は昨年 12 月に評価報告書をまとめ，8 月には追加
調査報告をまとめた。それに比べて規制委員会のこれま
での主張には，規制委なりの確固たる見方がない。いろ
んな文句を付けているだけだ。例えば規制委員会は，原
子力安全委員会の「発電用原子炉施設の耐震安全性に関
する安全審査の手引き」に基づいて審査したというが，
その手引きには，「耐震設計上考慮する活断層の認定に
おいては，認定の考え方，認定した根拠及び認定根拠の
情報の信頼性等を示すこと」と書いてある。つまり，規
制側が認定した根拠や考え方を示すべきなのだが，事業
者証明作業の否定でしかなく，ポジティブな論拠という
ものが見当たらない。
澤田　それが今はなされていないということですね。
澤　規制委員会は，原電の説得的な追加報告書を否定

するには，相当専門的な知見を駆使して議論しければな
らないのではないか。専門家同士のとてもハイレベルな
判断が要求されていると思う。
澤田　規制委員会での今の議論は有識者を集めている

ものの，いくつかの論点を深く掘り下げることなく，結
局それはグレーだなどというレベルにとどまっている。
規制委員会の論理や論法は脆弱であり，科学的なデータ
に基づいた議論にまで至っていない。公正に議論すれ
ば，論破されることを恐れているのではないか。
澤　澤田さんは他のメディアで規制委員会の島崎委員

を交代させるべしとの意見を展開されているが，私は，
問題は個人ではなく，委員会のミッションの方にあると
思っている。委員会は自らに課せられたミッションが，
原発を止めることにあるのだと思っているのではないか
と思えるようなものごとの進め方だ。
澤田　私が名指ししているのは島崎さんだけではない

ですよ。しかし，規制委員会のミッションが原発を止め
ることとはどういうこと？
澤　改正された原子炉等規制法をもとに，規制委員会

は自分たちの任務が，原子力施設の安全の確保の実施に

関することだけだと考えているのではないか。もともと原
子力委員会や資源エネルギー庁がその任務として持って
いた原子力の利活用を振興する側面と，原子力安全・保
安院が任務としていた安全確保に関する規制を分離した
ことまでは当然の流れだったかもしれない。しかし新た
な法体系の下では，炉規制法から原子力の計画的推進と
いう目的を削除し，原子力委員会も役割縮小の方向で検
討されるなど，振興の部分がバランスを欠くほど縮小し
てしまっている。そのため経済的資産である原子力発電
所というものを動かすことを前提として，安全の確保が
どのようにどの程度までされていればいいのかという工
学的発想が入らない状況になっている。これは法体系全
体の問題であって，単に人を変えればすむ問題ではない。

また，バックフィットをめぐる審査にしても，大飯は
特例としているが，なぜ，他の発電所はその方法ではだ
めなのか判然としない。法的解釈や運用面でぶれがあま
りにも大き過ぎるし，規制手続きのプロセスも明確に
なっていないため規制委員会による恣意的な進め方が可
能となるなど，このままでは規制の予測不可能性があま
りにも大きい。これは大問題だ。
澤田　それは人の問題ではないと。
澤　例えば，本来なら，バックフィットとして行う基

準適合検査をするプロセスを，炉規制法に政省令に委ね
ると書き，さらに政省令で明確に法令化していくことが
当然の行政手続きだ。しかし，改正炉規制法にはそうし
た規定がなく，規制委員会の胸先三寸で決められること
になっている。
澤田　それは制度的欠陥ということか。
澤　そうだ。だから規制委員会の個別の案件処理に文

句を言ったり，委員を替えろとか言うのではなく，炉規
制法自体どうあるべきかを，原子力の利活用推進の観点
も含めて抜本的に審議したうえで改正をすべきだという
のが私の考えだ。

これまでの規制機関の活動は，瑣末なミスを探すよう
な審査・検査が多く，技術のイノベーションを促進する
発想がなかったと言われている。一般には見えない規制
活動のそれまでの実態と結果をきちんと分析しないまま
に，新安全基準の厳しさだけを強調すれば世間的な納得
が得られると規制委員会が考えているとしたら，それは
大きな判断ミスだろう。原子力技術が継承されるだけで
はなく，リスク概念が正しく理解され，そのリスクを総
合的に低減するにはどのような許認可基準やプロセスが
効率的・効果的なのか，さらに審査・検査を実施する規
制機関の人材にどのような思考方法や行動原理を学ばせ
るべきなのかなど，規制委員会が取り組まなければなら
ない本質的な問題は山積している。
澤田　それは随分本質的かつ深刻な問題ですねえ。
澤　例えば，バックフィットの基準適合の認可の件

は，田中委員長の私案が 3 月に規制委員会に出たが，そ
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れを正式にはどう扱うことになったのか，私は議事録で
は見つけられなかった。その後，6 月にでた国会への年
次報告に「決定した」と書いてあったので，正式決定した
のかと知ったのだが，その間どういうふうに文書化さ
れ，どのように法令上の位置づけを得たのかという意思
決定プロセスが極めて不透明だ。「私案」とされた文書か
ら，「私案」という文言が取り除かれたものへと修正され
た正式文書は，今はいったいどこにあるのだろうか。

笑い話にもなったが，設置変更許可等の申請を持って
各社が初日にたくさん並んだ場合にはどうするのかとい
うような細かいことが全く決まっていなかったことは皆
よく知っている。破砕帯の評価会合の進め方でも，議論
の進め方が乱暴だったとの批判が出ているが，原子力安
全のような非常に重大な問題であるからこそ，その場の
裁量で物事の処理をすべきではなく，きちんとした行政
手続きを整備しておかなくてはならない。規制委員会発
足後，すぐに取りかかるべきはこうしたことだったにも
かかわらず，その点がおろそかになっていたと言わざる
をえない。
澤田　根っこのところが極めて曖昧だと。行政手続上

も不透明になる必然性がある。素人民主党政権のなせる
技ですね。法制化のプロセスの見直しが必要ということか。
澤　民主党時代のストレステストや，浜岡を停止させ

た法的根拠もどこにもなく，こうした恣意的なやり方が
原子力行政そのものに対する国民の信頼を喪失させた原
因になっている。新たな規制機関として設立された規制
委員会は，その反省に立って，法的なデュープロセスに
もっとセンシティブになるべきだと思う。

国が原子力を本気で進める決意を示すべき
澤田　そのためにはどこが動けばいいか。
澤　政治的には自民党，内閣では原子力委員会がその

役割を担うべきなのだろう。けれども原子力委員会は，
今やその存在自体が風前の灯になっている。
澤田　見直すための有識者会合が始まった。
澤　原子力の振興と規制は 5 対 5 にすべきなのに，今

は 2 対 8 くらいにしようとしている。だから，大綱も長
計もなくなりつつある。原子力を国の政策として位置づ
ける場所や主体がなくなってしまった。
澤田　なぜ，なくなってしまったのか。
澤　福島原発事故の後，ヒステリアの状態になって規

制の部分だけが肥大化したからではないだろうか。日本
にとって原子力は本当に必要なのかどうかということを
再度，国の意思として決めなければいけない。例えば
1950 年代の日本には，核兵器には強く反対するけれど
も，被爆国であるがゆえに原子力を平和利用する使命と
権利は，他国に優先して持つべきだという国論があっ
た。そのうえ原子力技術に対しては夢と期待があり，資
金や人材を投じようとする国の意志があった。

それがだんだんと，風化してくる。1980 年代半ばご
ろまでは，原産会議が官民一体性をとても強調していた
し，新規立地にしても国の関与が大きかった。けれど
も，原子力立地が軌道に乗り始めると，国の関与はしだ
いに弱まるとともに，国として持っておくべき技術だと
いう根本的な認識が薄れ始めたように思う。一方，原子
力コミュニティの責任者のほうも，国のエネルギー政策
を支えているという誇りが強く，国の原子力に対するコ
ミットメントの微妙な変化に気づきにくかったのかもし
れない。政治のレベルで定期的に原子力の特別性につい
て，国のコミットメントを再確認していなかったとは言
わないが，それがだんだんと形式的になり，形骸化しつ
つあったのではないだろうか。

90 年代に入ると日本の産業の国際競争力を高めるた
めに，高止まっていた電気料金の低廉化をめざし，電力
の自由化が進められることになる。しかし，巨額のファ
イナンスが必要となり，かつ安定的な需要の伸びを前提
としてベースロード電源として開発される原子力発電
と，それらの前提を反転させる可能性がある電力自由化
とは二律背反的なところがある。
澤田　再処理経費が 19 兆円という文書が出て，原子

力に対する自由化の揺さぶりがかかった。
澤　競争原理を導入することによって電気を低廉にす

るべきだという世論の中で，原子力を軸として 9 電力体
制が維持されることについては，電力ユーザーや構造改
革を進める政府内部には批判的な見方があったことは事
実だ。原子力も公益電源ではなく，競争電源にすべきだ
という考え方だ。一方で，原子力コミュニティの側に
は，エネルギー自給率の低い日本が原子力をやめるなど

「今は明確な原子力政策というものは存在しないに
等しい。だからこそ，経済や安全保障論，外交など
幅広い専門家や有識者を集めてラウンドテーブルや
賢人会議のような場を作り，広い視野で検討してい
くべきだ」（澤）
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ということは考えられないというある種の思い込みがあ
り，原子力が競争電源の一つになるなどありえない，と
いう考え方が広く流布していた（今もだが）。そのことが
原子力コミュニティの内部の人たちと外部の人たちとの
温度差を作り出していたのだが，福島第一原発事故が引
き金になって，そうしたマグマが噴き出した感じだ。
澤田　でも，ムラの人はそれをわかっていない。話し

を戻す。原子力委員会の役割を見直す有識者会合が立ち
上がり，近い将来に見直し案を出すベく動き始めたが。
澤　将来はどこが原子力を振興することを担うのか。

その政策を決定する場をなくしてはいけない。仮に原子
力委員会を廃止する場合には，原子力推進行政の要を担
う別の主体がぜひとも必要だと思う。3.11 以降，原子力
は政策的意義づけがブレにブレたため，いま明確な原子
力政策というものは存在しないに等しい状況だ。だか
ら，今こそ経済や安全保障論，外交など幅広い専門家や
有識者を集めてラウンドテーブルや賢人会議のような場
を作り，前の原子力委員会のレベルよりも広い視野で検
討していくべきだ。

国の支援なしにファイナンスは成立しない
澤田　核心部分に入ります。原子力をこれからどうす

るか。電力自由化や規制緩和があり，さらには総括原価
方式をやめざるを得なくなるかもしれない。一方で 40
年たったような旧式のものを捨てて，最新型で安全性が
高く，比較的コストが安いものを実現していくために
は，資金が必要になる。しかし今は，電力の内部留保も
ほとんどなくなっている。国策民営のような形も，実態
として薄れている。民間ファイナンスしか道はなくなる
かも。しかし，ファイナンスなんてできるのですか。
澤　政策当局もその点には気づいてきているので，こ

れからどうやって整合的に進めていくかは議論されるこ
とにはなると思う。ただし，個人的な考えでは，リプ
レースや新設がなければ，この問題は解決しないと思
う。仮にリプレースが，政治的・行政的に認められたと
しても，次にファイナンスの問題がでてくる。フロント
エンドである軽水炉の発電ビジネスは，民間金融市場か
ら投資や融資が行われるような状況になっていなければ
ならない。一方で廃炉やバックエンド，再処理について
は，それぞれの段階で深さは異なるとしても，国の関与
が相当入らないとやれないと思う。
澤田　原子炉システムを含むフロントの方は民間によ

るファイナンスが可能だと。
澤　むしろ，可能にすべきだということ。そのために

は原子力のビジネスが抱えるリスクを計算可能な状態に
しないとファイナンスは成り立たない。例えば，現行の
原子力損害賠償制度のように，事故に対しては原子力事
業者が無限責任であるとすると，金融機関にとっては原
子力を引き受けるリスクが大きすぎるかもしれない。ま

たそれをカバーするための保険も，とても民間保険会社
の引き受けによるだけではできない。それを考えると，
例えば政府が債務保証や引取価格保証制度の導入等に
よって，リスクを分担することが必要だ。また，事故損
害については電力会社が払えなくなる分については，国
が補償するというリスクヘッジを制度化せざるをえな
い。今の原賠支援機構は，一定程度，すでにその形には
なっているが，政府は原子力事業者にキャッシュフロー
を補填しているに過ぎず，問題の抜本的な解決にはなっ
ていない。こうした現行制度の改革も含め，原子力の事
故が起こった時の規模に合わせて，原子力損害賠償制度
を再整備し，事故による財務リスクの外延を同定できる
ようにしていくことが必要になってくる。これまではサ
イトや炉ごとの安全度の相違ということは「ない」もの
と扱われてきたが，今後のリスク評価は財務的にも，
安全的にも差別化の方向に向かっていくことは必至だ
ろう。
澤田　個別リスクの洗い出しは，やらなければいけな

いですね。
澤　なぜこれまでそれを出さなかったのでしょうか。
澤田　これまでは護送船団方式で，型式認定と立地審

査のセットで進めてきた。電事連的な体制のなかでは，
差別化の文化が育たなかった。それが 3.11 で根底から
破綻した。いい例は，女川，福島第二，東海第 2 の各原
子力発電所の成功事例です。しかし，失敗と成功を相互
俯瞰した上での巧い復元方法がいまだに見いだせておら
ず，沸騰水型よりは加圧水型なら安全っぽい的な貧相な
状況にある
澤　東京電力を見たらわかるように原賠法上，国の安

全基準に適合していたからといって賠償責任は逃れられ
ない。すなわち，無過失責任。だから国（炉規制法）の安
全基準は，原子炉を運転することが認められるための最
低基準，つまり必要条件であって十分条件ではない。そ
の認識が広がれば，必要条件をクリアしたところから本
当の安全対策が始まるという意識になるのではないか。
例えば地盤やサイトの形状が異なるなら，それに応じた
異なる対策があってもしかるべきだし，人の訓練の仕方
も異なって当然だろう。事業者が，その違いをより安全
の方向に向かって競争するという仕組みにしていかない
といけない。こうした安全競争をせざるをえない仕組み
がビルトインされているということが社会に対する説明
をより説得的にするのだから，民間によるファイナン
ス，そしてそれをバックアップする国の保証も付きやす
くなるだろう。
澤田　まっとうな競争が安全文化を高める。
澤　自由化の流れの中で総括原価方式を全部廃止し

て，国策に位置づけられてきた原子力を競争電源にする
のであれば，原子力よりもエネルギー政策的にも温暖化
政策的にも力不足な再生可能エネルギーに対するフィー
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ドインタリフａは見直す必要がある。あれこそが，究極
の総括原価だからだ。
澤田　その言葉が欲しかった。
澤　原子力については国が，そして政治が，日本の国

力や国益にとって，あるいは地域振興にとって特別に必
要なものであるということを認めるかどうかをもう一度
再確認しなければならない。その政治的な意思とスピ
リットがあって初めてさまざまな原子力事業環境整備の
ための制度設計ができる。
澤田　今後のリプレースなどを考えた場合，民間から

のファイナンスしかなく，総括原価方式も捨てなければ
いけないと。
澤　今の財政状況を考えるならば，民間がファイナン

スしなければならない。そういう中で民の金を引っ張っ
てくるときに原子力のリスクに応じて，国が間接的支援
をするという形をとらなければいけない。
澤田　現状において原賠法の最大の問題というのは何

ですか。
澤　金融機関や資本市場がリスクをテイクできるよう

な仕組みにしておかなければならないのに，今はそう
なっていないことだ。つまり抜本的な制度改革として
は，事業者の無限責任を有限責任にし，残る部分を国が
補償する仕組みにすることだが，そこに政治的コンセン
サスが成立するかどうか，厳しいハードルが待ち構え
る。現状の原賠支援機構の仕組みであっても，過渡的に
は原子力のファイナンスを支えることは可能かもしれな
いので，そこで妥協しようという関係者も現れるだろ
う。しかし，それでは抜本的な解決にはならない。
澤田　結局，政権の腹が決まらないとだめだというこ

とだけど，腹が決まりそうにない。どうすればいいんで
すか。
澤　まずは官僚が案をつくって，政治を動かしていく

ということしかない。原子力についての政策体系をもう
一度つくり直すということだ。
澤田　それをやるのはエネ庁ですか。
澤　エネ庁ももちろん重要な主体だが，もっと強力な

体制としては，例えば内閣官房に原子力問題解決チーム
のようなものをつくって原案をつくらせてもいいと思
う。本来なら，原子力委員会にその役割を担ってもらい
たいところだ。一方で自民党側に，そのカウンターパー
トになる「原子力問題調査会」のような原子力に特化した
格の高い組織を設置してもらい，その 2 つが相談しなが
ら未来像をつくっていく。現在の総合資源エネルギー調
査会（自民党側は資源・エネルギー戦略調査会）がエネル
ギー基本計画原案を策定する中で，原子力政策の基本方
針を策定し，それを受けて官邸に，内閣官房にそういう
チームをつくるという決定をしてもらうという順番にな

るのが現実的だが。
澤田　今は全く，そんな動きはない。
澤　そう。ただ一方で東電は，柏崎を動かせないと早

晩特別総合事業計画を見直さなければならなくなる。こ
の東電問題が，フロントエンド側の考える引き金になる
だろう。また原電の敦賀発電所の決着がどうなるかも重
要なポイントだ。バックエンド側では，日本原燃が 12
月以降いつ再処理事業を開始できるかが核燃料サイクル
政策のポイントになってくるが，最終処分や廃炉の問題
も含めて，核燃料サイクル政策全体の在り方についての
議論もそろそろ始めなければならない。エネルギー基本
計画の見直しの中でが，11 月ごろには核燃料サイクル
政策に対する基本的な考え方の骨格が見えていると思う
が，少なくとも，核燃料サイクル政策は民主党政権時の
ブレをただして，継続してきちんとやるということを再
確認する必要がある。青森県やアメリカにも十分説明を
しつつ，まずその点を原子力政策の基盤として固めると
いうことが必要になる。

そのときに，原子力コミュニティの人々がどのような
意見を述べるのか，福島第一原発以降，自らの意識がど
う変化したのか，どのように原子力を社会の中に位置づ
けていくのがいいと考えているのか，こうしたことを新
たな視点とロジックで表明していく必要がある。先に触
れたように，「日本は，エネルギー自給率が 4％でしか
なく，原子力が不要だなどと考えられるはずもない」と
だけ強調するような素朴な議論はむしろ逆効果になるだ
ろう。そのような言い方は，自らの世界に閉じた発想で
しかない。核燃料サイクルの再確認にとどまらず，原子
力政策の総合的解決案を実現することは政治的には極め
て困難であり，今のこの安定政権の時であっても，一歩
一歩慎重にやらなければならない。何かを訴求していく
際には，反対派の人たちが主張している点も含め相当い
ろいろな視点から分析したが，それでも原子力を維持す
ることにはこうした政治的・経済的・社会的意義がある
ということを，謙抑的に議論する方が信頼度は高くなる
だろう。

ムラは内外の新たな視点を取り入れるべき
澤田　原子力ムラは孤立していて，中華思想を持って

いる。技術の新陳代謝のためには人材育成が重要だが，
従来型のムラ的意識をもった人をつくろうとしているに
すぎない。澤さんにはどう見えていますか？
澤　原子炉系システム中心の発想から，発電所運営や

原子力発電事業の展開を中心とした考え方に変えないと
だめなのではないか。土木にしても電気にしても，プラ
ント運営に必要な学問や人材，あるいは福島で活躍した
人の 9 割 9 分は原子炉工学とは関係ない人だろう。人材
育成を考える時には，狭い分野での育成に特化しない方
がいい。今の原子力発電所の保安の現状を，別の産業界

ａ  エネルギーの買取価格（タリフ）を法律により定めることで、
その設備の普及を助成する制度。
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のプロフェッショナル，例えば化学産業や鉄鋼産業の現
場の保安責任者の目からみると，まだまだいっぱいやる
ことがあるのではないか。
澤田　電力会社の原子力部門というのは，企業の中で

も，事業者の中でも非常に特殊な部門らしい。その特殊
性にひそむ独善性はなくしていかなければならない。
澤　しかし，本人たちは自分を特殊だという自己認識

はないだろう。例えば昔の大学病院では，胃がんで第一
外科に入院した人がたまたまのどが痛くなって扁桃腺炎
になった。そうすると，第一外科の胃がんを治した人が
ルゴールを塗っているみたいな世界があった。原子力の
世界も似たようなことはないか。

つまり，自分のところで 1 回起こったトラブルは，そ
こで違うトラブルが起こっても，例えば土木の世界トッ
プレベルの人がいないと解決しないというところでも，
原子力部門内にいる土木の人たちに頑張らせることに
よって問題を解決しようとし過ぎているのではないか。
クローズドイノベーションスタイルなので，そこで起こ
るトラブルについても「大したことがない」のであれば出
したくないということがデータ改ざんやるようにつな
がっていく。このやり方は当初は自分たちで直せるとい
う自信だったのだろうが，実は単に外のプロに見せる自
信がないことの表れだったとするならば，病根は深い。
澤田　今の若手の人材育成は，エリート教育になって

いる。ムラの中でいろいろな経験をさせようという方向
にはいっているけれども，その程度。だから，ファイナ
ンスなどの話は関心がない。
澤　少なくとも技術面では，日本に原子力が導入され

たり，増設が盛んだったころの設計や建設などに携わっ
ていた時代の人がヘッドになっている。しかし，今や実
際の現場の中心は運転管理のほうに移っている。そうし
た変化にきちんと対応できているか。運転管理しかやっ
たことがない若手に対してこんなことも知らないのか
と，昔幅広い経験ができた時代の人が嘆いたとしても問
題は解決しない。そうした時代変化に適切に対応した人
材育成プログラムを考えることが必要だということなの
だと思う。また他の世界の人，例えばトヨタの工場管理
をやっている人に原子力発電所の運転管理を見てもらえ
ば必ず役に立つ知見が得られる。原発を担っている人た
ちには，外の人は味方か反対派（敵）としか見えていない
時代が長かったからか，そのような発想が浮かばない。

原子力分野の原子炉主任技術者は他産業の技師長クラ
スで緊密な交流をしてはどうだろうか。そうすれば，基
本思想を変えようとか設計ベースをこういうふうに変え
ようとか，保全業務はこうすると効果的なのかなどとい
う気づきがあるに違いない。
澤田　原子炉は 70 年前にフェルミが人類最初の原子

炉 CP-1（シカゴパイル -1）を作って以来，核分裂エネル
ギーを取り出すシステムは，工学的にはほとんど変わっ

ていない。そんな中で，少しだけ変わる方向を示したの
が， ビ ル・ ゲ イ ツ ら の 進 行 波 原 子 炉（TransWave 
Reactor: TWR）です。原子炉もコンピュータでいうと，
ノイマン型のコンピュータをいまだに使っているような
もの。イノベーションが実用化できていない。
澤　コンピュータは単体ではそれほど変わらなくて

も，ネットワークと連動して使うことで生き返ってい
る。特にプラントのエンジニアリングとしては，そのあ
たりに改善の余地があると思う。
澤田　「技官の壁」の話に入ります。4 年ほど前に，川

口順子さんに日本軍縮学会でお会いした時に名刺を出し
たら「あ，技官ですか」と言われ，技官と事務官というカ
テゴリーを認識した。原子力分野では，東大や京大はじ
め旧国立大や一部私大の工学系，理学系の，いわゆる技
官系の人たちが，炉工学的な部分やその周辺を支えてい
る。3.11 に福島の事故が起こって以降，原子力ムラの欠
陥が厳しく指弾された。そこには技官の壁があり，外の
世界との交流ができない，あるいはそういう視点を持て
ないというところがある。「ATOMO∑」誌は「離見の見」
というのを理念に，自らの姿をちゃんと鏡に映してみて
そこから考え直そうということで編集をやってきてい
る。原子力ムラは，極論すれば技官の壁のようなものが
あって，それを打ち破れないところがある。
澤　例えば東大の総長は，どういう属性の人がやるべ

きか。つまりマネジメントと専門家としてのリスペクト
を受ける人という両面があることがベストだけれども，
それをリアルな世界で探そうと思ってもそうそういな
い。技官の壁と同様に事務官の壁もあり，お互いにコ
ミュニティには入れない。

原子力はプラントであり，既に要素技術の集合体では
ない。だから要素技術がシステムとして動くように，か

「原子力ムラには，技官の壁のようなものがある。
その独善性に自らが気づいていない」（澤田）
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つ商業的に動かさなければいけない。そこでは，今言っ
た両方の要素がうまく組み合わされないといけない。

ところが，技官のコミュニティが事務官的な仕事も兼
ねてやれるかというと，それは生産的ではない。むしろ
分業体制の中で，技術系と事務系をどう組み合わせるか
というマネジメントが大切だと思う。それを体系的に，
組織マネジメントを考えるときの分析のベースにしよう
ということが，今まではあまりなかった。

「ウイングを広げていく」
澤田　トヨタは，それをやっているんですか。
澤　トヨタに限らず成功している企業や事業は，今は

それがうまく回っている。さらに，それを随時見直して
いる。一方で原子力分野では，技術系の人たちが，事務
系の人たちを低く見ていたのかもしれないし，技術系の
中でも炉工学以外のところがセカンドレイヤー，サード
レイヤーだという暗黙の序列みたいなものがあったので
はないか。あるいは電力会社と協力会社の関係のマネジ
メントにも巧拙があったのではないか。協力会社がもつ
現場のノウハウが，発電所を運営する電力会社に蓄積す
る，あるいは電力会社本体の社員の身にも付くようにマ
ネジメントされていたか。こうした長年にわたって形成
されてきた構造やマインドセットを変革することは極め
て難しい課題だが，原子力を維持していくためにはチャ
レンジしなければならない。それを体系立てて考えて，
どう直せばいいかということを，原子力学会で考えては
どうか。原子力学会は，例えばプラントエンジニアリン
グ，リスクコミュニケーション，ファイナンスなど異分
野の人を含めて，原子力のことを広く考えるような，ウ
イングを広げていくような問題意識で取り組まないと。
どんどん要素に分けるような形での分科会の構成になっ
ていくとますます総合的なリスク評価能力を養ったり，
原子力を他の分野との比較で相対的に見る視点を身につ
ける可能性がなくなっていってたりする懸念がある。こ
の「ATOMO∑」には，そうした学際的・業際的なトライ
をする発想があると聞いている。
澤田　「ATOMO∑」は原子力学会の中でも，少し異色

なんです。
澤　繰り返しになるが，違う業界の違う視点を積極的

に入れていくべきだと思う。技術分野では，産業保安が
一番向いているのではないか。例えば，別の業界の技術
者の人に，原子力発電所や核燃料サイクル関連施設を見
学して外部視点からみた改善点をレポートにしてもら
い，それを参考にして対策を検討する，などの方法だ。
多分，日本版 NEI の構想がこれから出てくるので，そ
のときの学会の関わり方を，例えばアメリカの事例をも
とに調べておいた方がいいと思う。
澤田　原子力学会の若手，これからの原子力を担って

いく人たちに対して一言。

澤　シニアの一番志の強かった時代の人と同じような
能力とパッションを持っている若い人に入ってきてほし
い。そのためには，原子力の技術体系がチャレンジする
に価値があるということを表すことが必要だ。けれど
も，運転管理や廃炉だけに特化するようでは，そういう
芽がなさそうに見える。だから，将来リプレースや新設
があることを想定して，もし自分がプラントをつくると
したら，ここの設計思想にこういう改善を加えたいと
か，あるいは新しい炉型，新しい原子力発電所システム
やバックエンド・プラントを構想してほしい。
澤田　それは第 4 世代原子力システムの研究などで，

ある程度動いている。ただし，それをやっている人も，
ほとんどシニアに近いか中堅以上の人です。
澤　澤田さんも原子力の草創期の，事態が混沌として

いる中で，自分の役割が限定されなくていろいろなこと
ができた時代から始まったのですよね。
澤田　私は草創期ではない。実はそういう草創期シニ

アしかいまだに残っていないというのが問題です。
JAEA の理事長になった松浦祥次郎さんもそういう人
で，その次の世代のリーダーがほとんどいない。
澤　それはどこかで意図的に養成しないとできないで

しょう。例えば外国での建設現場を経験させるとか。
澤田　国際展開というのはまさにそういう意図があり

ます。
澤　原子力分野でのさまざまな能力を学会で認定する

仕組みがあればと思う。例えばシビアアクシデント対策
のプロなど。各分野の有意義な仕事のかたまりを取り出
して資格とし，それを認定して処遇にも反映し，教育も
しやすくするというようなことを，学会ベースで考える
ということも有意義だ。また，安全確保に関わるような
基礎的な部分は，常に最新の技術や知見にアップデート
されている必要があるのに，それがなされていない人が
多いのではないか。これは若い人だけでなく，シニアの
人も含めて。
澤田　それは確かに当たっている。自分の研究分野で

はいろいろ新しいことをやっているつもりなのかもしれ
ないけれども，他分野の動向，とりわけ最新動向につい
てはうとい。
澤　そういう知恵が有効に集まることで，原子力発電

所が安全に運営されているという信頼性が高まる。各分
野の英知が集まってきているわけだから，それを目いっ
ぱいリカレント（再教育）して，統合していく工夫が求め
られる。そして原子力の信頼回復には，そうした人たち
が施設を安全に運転・運営する実績を再度積んでいくこ
とこそとが一番の薬となると思う。
澤田　ありがとうございました。

（2013 年 8 月 1 日実施，編集協力：佐田 務，齋藤 隆）
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はじめに
東京電力福島第一原子力発電所の事故から 2 年 5 ヶ月

余りが経過し，今なお，発電所周辺地域をはじめとした
福島県の皆さま，広く社会の皆さまに大変なご迷惑とご
心配をおかけしておりますことを，改めて心より深くお
詫び申し上げます。

また，事故以来，日本原子力学会の皆さまが，大変厳
しい世論の中においても，原子力施設の安全性，信頼性
の維持・向上のための活動など継続的に取り組んでいた
だいていることに，心より感謝申し上げます。
「福島復興本社」は，東京電力として福島への責任を全
うするため，賠償・除染・復興推進といった復興関連業
務を統括し，「福島に寄り添う」をモットーに 2013 年 1
月 1 日に設立いたしました。双葉郡にある J ヴィレッジ
に復興本社を置き，福島県内を中心に配置した賠償・除
染・復興の拠点と，従来から福島県内にある事業所が，
福島の復興に向け一体となって取り組んでいく体制を
とっています。私は復興本社代表として双葉郡の J ヴィ
レッジに常駐し，福島復興の全体指揮を執っています。

設立以降，私自身，県内 59 市町村全てを訪問させて
いただき，事故のお詫びをするとともに，復興に向けた
取り組みへの様々なご意見を伺ってまいりましたが，県
内各地でいろいろな方と話をすればするほど，各地の現
状を目の当たりにすればするほど，原子力事故の影響が
広く，深く，かつ複雑なことを改めて痛感し，自分自身
の使命感に気合いを入れ直しています。

復興本社における主な取り組み
⑴　原子力損害賠償
事故以降，多くの方々が避難生活を余儀なくされてお

り，避難区域に指定された地域へのご帰宅はいまだ実現
していません。当社は，原子力事故で被災された方々の
ために，あらゆる手段を総動員し，責任に正面から向き
合い，賠償を進めなくてはなりません。

そのため，賠償の実施にあたっては「5 つのお約束（迅
速な賠償，きめ細やかな賠償，和解仲裁案尊重，親切な
書類，誠実なご要望への対応）」を掲げ，現在では，県内
5 拠点と東北仙台に事務所を設置し，さらには東京電力
本体の各事業所にも体制を整備し，全体で約 1 万人の体
制で賠償業務にあたっています。

これまでの賠償経緯を簡単に説明しますと，まず事故
翌月の 2011 年 4 月に当面の生活資金としての賠償金「仮
払い」を開始，同年 9 月には「本賠償」の受付を開始しま
した。また，2012 年 3 月からは「自主的避難」に関する
賠償を開始。そして，ようやく本年 3 月より，生活再建
の礎である「宅地・建物・家財」の賠償を開始することが
できたところです。これまでの賠償金のお支払い総額は
約 2 兆 7 千億円超で，お支払い件数では，個人様約 40
万件，自主的避難等約 128 万件となっています。

今後は，まだ本賠償のご請求を頂いていない方々に対
して，ダイレクトメールでご案内する等の対策を講じると
ともに，農地・山林等，賠償の受付を開始できていない
項目についてできる限り早期にお支払いが実施できるよ
う努めてまいります。これからも，常に被害にあわれた
皆さまの立場に寄り添って，賠償をやり遂げる決意です。

⑵　除 染
除染は「放射性物質汚染対処特別措置法」に基づき，国

又は市町村が主体となって，汚染状況を調査し，除染の
計画を策定し展開されていますが，当社は事故当事者と
して，避難されている皆さまの早期のご帰還，福島の皆
さまの安心につながるよう，国・市町村の除染にも要員
の派遣等を行っています。具体的には，環境省から「除
染活動推進員」として委嘱を受けた職員を中心に，各種
モニタリング調査や国・市町村の除染実施計画策定，除
染関連事業の発注業務等への対応を実施しており，発足
以降 7 月までで延べ約 15,000 人が活動しています。

最近の活動例としては，福島県大玉村の学校施設の簡
易除染や農林水産省からのご要請に基づく南相馬市・楢

東京電力（株） 副社長，福島復興本社代表
慶應義塾大学法学部卒，東京電力入社。広報
部長，福島第二原子力発電所長，福島原子力
被災者支援対策本部副本部長を経て今年から
現職。原子力・立木本部副本部長を兼ねる。

福島復興本社の取り組み
福島の発展的な復興に向けて

時論

石崎 芳行（いしざき・よしゆき）
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葉町「穀物乾燥調整保管施設」のモニタリング等を実施し
ています。大玉村では，当社社員による中学校中庭の簡
易除染を実施し，作業の結果，0.3 ～ 0.4 μ Sv/h 程度で
あった空間線量を，その半分程度に低減させることがで
きました。また「穀物乾燥調整保管施設」のモニタリング
は，建物内外の空間線量，設備の表面汚染状況，汚染経
路等を詳細に調査することで，施設再稼働の条件整備を
図るものです。こうした活動を通じ，関係各団体との連
携を図り，地域の営農再開に向けた活動のお役にも立ち
たいと思っています。さらに，地域の復興に欠かせない
鉄道や道路など社会インフラ整備にも，人的・技術的な
協力を継続してまいります。

今後の課題としては，福島復興につながる営農再開に
向けた技術面での貢献，除染の進展により増加する廃棄
物の仮置き場の確保及び減容化，安心につながる正確な
個人線量の把握等が挙げられます。各課題の解決に向け
た技術開発及び土壌のセシウム固定や植物の吸収分析等
の研究が専門機関，大学等で取り組まれていますが，こ
うした機関との連携も積極的に図っていく所存です。

また，地域のご要望に応えるべく発足時 100 名の要員
を 300 名規模に強化し，福島県の復興と県民の皆さまの
安心につながる諸活動に全力で取り組んでまいります。

⑶　復興推進
復興推進に関する取り組みは，家屋内の清掃・片付け，

がれき撤去，仮設住宅の雪かき，墓地の除草・清掃，小
中学校の移転，仮設住宅等での介護講習会実施等，関係
自治体さまとご相談のうえ，ご要望に沿った形での活動
を継続しています。

最近の活動としては，浪江町や富岡町の図書館におけ
る，地震で書棚が倒れ散乱してしまった書物の片付け，
楢葉中学校の旧校舎解体に伴う教育資機材の搬出等が挙
げられます。また，7 月はお盆前ということもあり，神
社や墓地の除草・清掃に力を入れて取り組みました。避
難指示が続いている地域の墓地は，地震で倒壊した墓石
がそのままで，雑草が生い茂っております。避難区域の
見直しによりお墓参りができるようになった地域につい
ては，少しでもお参りしやすくなればと，多くの社員が
汗を流しました。先祖代々大切にされてきたお墓を守っ
ていくことができない状況をつくってしまった現実を目
のあたりにし，携わった社員たちは，気持ちを引き締
め，福島復興への思いをより強くしております。

これまで延べ 2 万人超の社員がこうした取り組みをさ
せていただいていますが，より地域のご要望に応えるた
め，役員も含めて全社員が復興推進活動に取り組むこと
で，年間延べ 10 万人の社員を派遣できる体制を確立し
ていきます。

全社的な取り組み
浜通り地方を中心とした地域の経済復興や雇用回復に

ついては，地域からのご要望によく耳を傾けるととも
に，復興庁など関係省庁とも連携を密にして進めていま
す。今後，当社としては，世界最新鋭の石炭火力の建
設，J ヴィレッジを核とした地域の復興，労務関係業務
の福島浜通りへ移転等を進め，雇用創出にも努めてまい
ります。なお，現在復興本社を置かせていただいている
J ヴィレッジは数年後にはお返しすることになります
が，それに合わせて復興本社を，より福島第一原子力発電
所に近い区域に移転させていくことも予定しています。

来年春からは福島県内の学校からの採用を再開しま
す。県内の高校の先生から「原発事故は許せないが，事
故の責任を果たす東京電力に対する地元の期待は大き
く，東京電力を後押しすることで，故郷を復興したいと
考える学生もいる」と聞き，採用再開を決めた次第です。
県内の若い人たちにタスキを引き継いでもらえるなら，
今後の長い道のりに，これほど心強い援軍はないと思っ
ています。

復興の前提となる福島第一原子力発電所の安定化・廃
止措置については，最近の度重なる汚染水問題等によ
り，皆さまに大変ご心配をおかけしており申し訳ない限
りでございますが，内外の英知を集め早急に対策に取り
組んでまいります。合わせて，国際的な研究開発拠点の
整備にも力を注ぎ，地域の復興にも寄与してまいる所存
です。

結びに代えて
当社は（前身時代を含め），水力開発が主流であった明

治期より，福島の皆さまとの信頼関係を築いてきまし
た。しかし，福島第一原子力発電所の事故により，100
年来築いてきた信頼関係を壊してしまいました。

福島第一原子力発電所の廃止作業や福島復興には長い
時間がかかりますが，将来にわたり，福島に対する責任
を果たせなければ，東京電力という会社が存続する意味
はないと思っています。

私たちは，福島の皆さまともう一度信頼関係を築ける
よう，単に原子力事故以前の状況を取り戻すのではな
く，より発展的な福島の創造を目指してまいります。国
家的難題を作り出してしまったのは当社ですが，それを
解決するのも東京電力であらねばならないと考えていま
す。決して逃げることなく，最後までやり抜く覚悟であ
ります。

最後に，日本原子力学会の皆さまには，米国原子力学
会の寄付等を基に，当社原子力発電所で働く社員に温か
いご支援を賜り，心より厚く御礼申し上げます。この
先，廃止措置等を推進するには，研究開発や中長期視点
での人材育成等，原子力に携わる皆さま方のサポートが
必要です。引き続きのご指導ご支援をくれぐれもよろし
くお願い申し上げます。

（2013 年　8 月 29 日 記）
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著者は 1 年半前に日本を離れ，以後，日本の原子力に
関する話は日本の知人に会ったときに耳にするだけであ
る。そのような限定的な情報と，1 年半前までの日本で
の経験，ならびにこの 1 年半のカナダでの経験に基づく
ものであることをお断りしておく。本稿では，5 月の
ゴールデンウィークの後にマクマスター大学の学生 7 名
を引率して，福島市ならびに警戒区域（当時の区分），日
立製作所（日立市），東京大学原子力国際専攻を訪問した
前後以降に感じていることを 5 つ，順不同に述べさせて
いただく。

1．「ムラ」は本当に悪いことなのか
東京電力福島第一原発事故（福島事故）以降，原子力ム

ラあるいは東大原子力ムラが批判され，その後の事故調
査や新しい規制体系整備などでは東大をはじめとしての
原子力はずしが行われたように感じる。カナダの原子力
界は日本の東大ムラ以上のマクマスタームラである。し
かし学内に批判や嫉妬はない。子供のパパ友などに日本
の原子力ムラの説明をした後に，マクマスタームラが形
成されていることに懸念はないのかという質問をしたこ
とがあるが，なぜそのような質問をするのか，その趣旨
がそもそもまったく理解されなかった。単純に東京大学
もマクマスター大学も，学生に将来の原子力の中核を担
えるだけの教育を施し，実際に卒業生が中核を担ったと
いうその社会的使命を果たしてきた成果であって，それ
以上でもそれ以下でもない。東大原子力はもっと自信を
もってそう発言すべきであった。

また，カリフォルニア大学バークレー校（UCB）に
Visiting Professor として滞在し，今またマクマスター
大学で教鞭をとるものとして，東大はもちろん，日本の
原子力教育内容と教育環境のクオリティは高いというこ
とは明言できる。このクオリティは世界の共有財産で
あって，排除の対象であってはならない。問題は，形成
されたムラが，周囲に堀や柵をめぐらし，外部との接触
を回避するようになったかどうかにある。だとすると，
やるべきことは東大はずし，原子力はずしではなく，中

核を担うに相応しい実力と能力を本当に持っている人材
の活用と原子力界の外との切磋琢磨を実践するシステム
作りにあるのではないのか。そうでなければ，第 2 の新
しい閉鎖ムラができるだけだと思う。

2．一宿一飯の恩義
東大原子力や電力会社に少しでも関わったものを原子

力政策立案や規制に関わらせないということが，中立性
の厳正化につながるという判断があるように見える。一
宿一飯の恩義を受けたらきっとその恩義を一生忘れな
い，だから元の勤務先の会社に甘くなるに違いない，と
いう判断からであろうと推測する。しかしこの考え方
は，東大原子力（教員だけではなく卒業生や留学生，現
役学生も含めて）や電力会社関係者全員への侮辱以外の
何者でもない。政策や規制などに関わる委員各位がどこ
でどのような発言をし，どのような決定をしたのか，そ
れを社会がいつでも容易にトレースできるようにすると
ともに，委員就任と任期更新時にオープンで厳正な評価
を行うことで，日本原子力界のすべての英知の最適な活
用が可能になると考える。ちなみに，カナダ原子力安全
委員会委員の方々の中には，カナダ原子力産業界や政府
の原子力推進側の官庁で要職を歴任されたことがある方
も複数名任命されているが，それによって Ontario 
Power Generation の原子力発電所の refurbishment1）に
関するライセンス発行が甘くなったなどと指摘する声
は，マスコミからも慎重派の方々からも出ていない。た
だし日本では，「四国電力の長﨑です」，「東京大学の長
﨑です」と組織の中の個人という意識が強いため，個人
レベル，組織レベル，社会レベルでの意識改革が伴わな
いといけないのかもしれないが。

3．人材育成は幅広く
グローバルな情報化社会では，大学が若者に提供する

魅力が一層重要となっている。世界で一流とされる大学
は，世界の優秀な人材を学部に獲得し，いかに優れた

「人財」として国内外の広い社会に送り出すか，すなわち

マクマスター大学工学部教授
東京大学大学院原子力工学専攻修士課程
修了。四国電力，東大大学院教授を経て
2012 年から現職。

カナダからのエール時論

長﨑 晋也（ながさき・しんや）
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いかに自らの大学教育に普遍的価値のある魅力を持た
せ，多くの分野の，様々な国の，そして世界のリーダー
になるような卒業生を送り出すかに努力をしている。世
界中に送り出す卒業生を通して，大学のそしてその国の
信用を構築している。日本の原子力系の大学院を志願す
る学生が昨年は大きく減少したと聞く。この傾向が今後
も続くのか，揺り戻しがあるのかは著者にはわからない
が，世界を見渡すと多くの学生が原子力界を目指してい
る。実際，マクマスター大学でも大学院への門は狭く

（競争率は 5 倍を超える），UCB の Ahn 教授によれば
UCB の原子力工学科では昨年は学部・大学院ともに競
争率は 10 倍を超えたそうである。お世辞にもカナダの
小学校から高校までの公立学校の教育レベルは高いとは
言えない，はっきり言って日本の方が圧倒的に高い。ま
たたとえば，15 歳の子供を対象とした PISA 調査 2）では
アメリカは OECD 加盟国の中でも決して上位にないこ
とは周知の通りである。しかし The Times Higher 
Education3）で上位 100 位までに入るカナダ（人口はわず
かに 3 千万人）やアメリカの大学の数と日本の大学の数
の違いはどこからくると読者は考えるだろうか。

日本には事故炉の廃止措置やそこでの保障措置・核物
質防護，環境修復や放射性廃棄物処分，極低レベル慢性
被ばく影響や避難住民の方々の様々な意味でのケアな
ど，総合工学に相応しい原子力工学の最先端の現場があ
る。5 月のマクマスター大学生の日本訪問は，1 人 30 万
円相当の負担であった。1 名は全額自己負担。6 名は，
10 万円を指導教員から支援され，10 万円を渡航助成に
申請し，10 万円を自己負担した。最先端の現場は，将
来の世界の原子力界の中核になろうという若者にはそれ
ほどまでに魅力的である。世界の原子力教育の貴重な財
産としたい。

学生引率の目的の 1 つは，1 人でも良いから将来の知
日派・親日派になるきっかけをと思ったためであり，1
人の取りこぼしもしたくなかったことから，10 万円の
渡航助成申請が不採択になった場合を心配し，日本に何
か助成システムはないかと昔から原子力を所掌している
役所と最近所掌することになった役所に問い合わせたと
ころ，「外国人に使う金はない」，「そのような小さいこ
とで本省は動いていない」と言われた。その反面，
IAEA の事務所から何まで日本の国税で全額面倒を見て
開設と聞く。ヒラリー・クリントン前アメリカ国務長官
は，留学生は国益の要の 1 つであると言った。下品な表
現だが，耳障りの良いことしか言わない一方，実力は二
流で，金の切れ目が縁の切れ目のような外国籍学者を重
宝するのではなく，ときには厳しいことも言う UCB の
Pigford 教授のような本物の知日派・親日派の育成も日
本人の育成と同程度に重要であること，そして福島事故
の後には，日本の原子力界は Pigford 教授のような本物
の知日派・親日派がいなくなっていることに気付いたと

思ったのだが，どうも著者の勘違いであったらしい。ち
なみに，7 名のうち 1 名の学生が日本の原子力メーカー
への就職も考えたいと言ってくるなど著者としては 5 月
の引率は成功であった。

4．見捨てないという意識
今の我が家の最大の課題は，6 歳の子供の日本語教育

である。日本語勉強のモティベーションを与えるため，
自宅では日本語でなら漫画とアニメの DVD 鑑賞を許可
している。その結果，宇宙戦艦ヤマト 2199 と機動戦士
ガンダムにはまっている。その両方で，「自分たちは見
捨てられていない，必ず仲間が助けに来てくれる」と思
えることの重要性が説かれる場面がある。福島事故によ
り避難を余儀なくされている方々のことを，原子力関係
者は常に意識していく必要がある。賠償を求めての提訴
や判決のときだけ紙面に登場し，「またやってる」，「ま
だやっていたんだ」とならないようにしなければならな
い。まだ事故後 2 年半しか経過していない今なら，綺麗
事も言える。熊本県の水俣病は最初の患者さんの公式発
見から 60 年が経過した。熊本市出身の学生にとっても
遠い存在になっていた。福島事故の後始末は，事故炉の
廃棄物最終処分なども考えると 22 世紀まで続く。どう
すればずっと意識し続けられるのか，今から考えておか
なければならない。

5．リーダーシップ
宋文洲氏によると，偽リーダーの特徴は，⑴私用なの

に会社の経費を使う，⑵自分の給料だけが他のメンバー
より格別に高い，⑶責任を転嫁する，⑷高邁なことをよ
く言う，⑸変化を叫ぶリーダーは変化しない，⑹強気一
辺倒のリーダーは弱い，⑺完璧を求める人はリーダーで
はない，⑻贅沢が好きな人はリーダーではない，だそう
だ 4）。マクマスター大学では他の大学に先駆けて，工学
部教育の中にリーダーシップの教育を取り入れた。しか
し，リーダーシップはアングロサクソンの十八番ではな
い。日本にも，より高尚な哲学や，美しさ，これは皆の
ために良いはずだという思いを持ち，野中郁次郎先生の
言う phronesis5）に裏付けられる意思と実行力がある
リーダーとして豊田喜一郎氏，本田宗一郎氏，井深大
氏，盛田昭夫氏などがおられた。注目すべきは皆技術者
であること。原子力技術者へのエールとしたい。

（2013 年　8 月 2 日 記）

－参 考 文 献－
1）http://www.opg.com/power/nuclear/refurbishment/
2）http://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/
3）http://www.timeshighereducation.co.uk/
4）http://www.soubunshu.com/
5）http://www.globis.jp/1917-2
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海外で日本の技術が信頼を勝ち得ているという話はよ
く聞かれます。これは何も原子力技術に限ったことでは
ありません。私も先日，ベトナムへ海外出張に行った
時，そのことを肌で感じてきました。現地では地下鉄が
ないため，みなさんバイクを愛用しているのですが，彼
らに話を聞いてみると，ヤマハかホンダにしか乗りたく
ないという声が聞かれました。中国製は安いけれども安
定性が悪く，日本製は一種の憧れだそうです。

日本は今，国を挙げて原発の輸出を進めていますが，
輸出先の候補として挙がる東南アジアの国々がこれから
発展しようという時に，はたしてハードだけ輸出するの
はいいのだろうかと私は感じています。技術者の人材教
育はもちろん，すでに考えられているでしょうけれど
も，リスクマネジメントやリスクコミュニケーション

（Risk Communication），それを実践できる人材教育と
いったソフトの面を総合的にセットにしないと，何かト
ラブルが起きてしまった場合に，日本の技術への信頼に
大きな傷がついてしまいます。何か重大事が起こる可能
性は常にゼロではないのですから，これは今から考えて
おかなくてはいけないことです。

では，国内の原子力利用を見た時に，どれだけソフト
の面が充実しているでしょうか。残念ながら問題点が多
くあります。ここでは，私の問題意識に着目して，大き
く 2 つの問題点を挙げます。

一つ目が，技術とマネジメントの分離です。技術の問
題とマネジメントの問題は全く別物ですから，日本の原
子力技術のレベルが高いからといって，マネジメントが
うまくできているとは限りません。両者は切り離して考
えなくてはいけないのです。

二つ目は，リスクコミュニケーションという言葉に対
する誤解です。特に福島第一原発の事故以来，いろいろ
なところでリスクコミュニケーションの大切さが説かれ
るようになりました。専門家の私でさえ，国内でこんな
にリスクコミュニケーションという言葉が多用されてい
る状況に戸惑うくらいです。ただ，そうした中で，リス

クコミュニケーションというものがさまざまな場面で勝
手に解釈されている印象を受けます。

もともとリスクコミュニケーションという考え方は，
アメリカで確立されたものです。それまでもリスク管理
やリスク評価の重要性は言われていたのですが，スリー
マイル島の事故などが起きて，いかにリスク管理やリス
ク評価をきちんとしていても，一般向けに正しくその情
報が伝えられなければ無意味であるということに気付き
始めました。それで，1970 年代にリスクコミュニケー
ションの枠組みがきちんと確立されました。リスク管理
やリスク評価だけでなく，リスクコミュニケーションも
加えたトライアングルで，リスク分析というものを考え
る枠組みです。その枠組みが，アメリカ国内で 1980 年
代半ばに普及し始め，1990 年代にはヨーロッパに広が
りました。ですから，リスクコミュニケーションという
ものは，もう 20 年以上も多くの人が研究をしてきた理
論であり，いろいろな試行錯誤がなされてきた実践でも
あるのです。

その点から今の日本の状況を少し辛口に評価すれば，
リスクコミュニケーションという言葉が独り歩きしてい
るように思えるのです。「リスクコミュニケーション」と
いう語感がソフトなのか，非常に簡単に実践できるもの
だという印象を持っている人が多いのが現状です。私は
海外の学会で発表しますし，海外の研究者とも共同研究
をしていますが，そうした中で思うのは，日本国内だけ
の特異なリスクコミュニケーションを作り上げてはいけ
ないということです。原子力技術に限らず，これから日
本の技術が海外に出る時に，グローバルに通用するリス
クコミュニケーションができていなければいけないと強
く思います。

リスクコミュニケーションの目的もひどく誤解されが
ちです。「リスクコミュニケーションは何のためにやる
のか」ということで，「安全情報を伝えるため」と考えて
いる方が多いのですが，それはリスクコミュニケーショ
ンの第一歩にすぎません。その先が重要なのです。さま

（株）リテラジャパン代表
上智大学外国学部卒。平成 23 年度 福島県飯
舘村 いいたて復興村村民会議 健康・リスク
コミュニケーションアドバイザー。東京大学
農学部非常勤講師。専門はリスク政策とリス
クコミュニケーション。

これからのリスクコミュニケーション時論

西澤真理子（にしざわ・まりこ）
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ざまな利害関係者と意見交換しながら，相手の価値観や
考え方を共有した上で，最終的には信頼関係を作り上げ
ていかなければなりません。「リスクコミュニケーショ
ン」という言葉はソフトな語感に思えても，いざ実践す
るとなると並大抵の努力では済まないのです。

そもそも日本ではリスクコミュニケーションを成功さ
せるのは難しいと私は思います。前提知識としてのリス
クとハザードの区別が共有されていないため，リスクに
ついて語ろうとすると必然的に混乱が生じてしまうので
す。本来，リスクは定量的なもので，ハザードは定性的
なものですから，両者は全くの別物なのですが，日本で
は「何々にリスクがある」と発表されると，すぐに「何々
が危ない」という話になってしまいます。ハザードとい
う質の話ばかりが議論されて，なかなかリスクという量
の話に移っていきません。このことは，原子力の分野に
限らず，食品や薬品をはじめ，どんなものでも当てはま
ります。そもそもリスクもハザードも，日本語では「危
険」と訳されてしまって区別が分からなくなってしまう。
この混乱があるため，日本ではリスクコミュニケーショ
ンが難しくなっているのです。

リスクコミュニケーションは「社会をよりよくするた
め」のツールです。社会のためにリスク評価とリスク管
理を役立てることがリスクコミュニケーションの目的だ
と思うのです。ところが，「社会をよりよくするため」と
いう部分を私たちは忘れがちです。ともすれば，自らを
正当化したり自己防衛したりするためにリスクコミュニ
ケーションをしているという側面が日本社会では多々あ
るのではないかと思います。ですから，これから私たち
は，技術や利便性を享受しながら，どう社会をよりよく
していくかという視点に立たないといけません。そうし
ないと，「これだけ対応しておけば十分だろう」というふ
うに，言い訳としてリスクコミュニケーションが実践さ
れるだけになってしまいます。

リスクコミュニケーションの目的を見誤らないように
するには，「リスクコミュニケーションには常に相手が
いる」ということを意識することが重要です。伝える相
手を意識するからこそ，分かるよう，そして不安になら
ないように伝えようとするのです。

福島第一原発事故の時は，緊急時のクライシスコミュ
ニケーションは失敗してしまいました。それで，原子炉
の状況が落ち着いた後，リスクコミュニケーションはど
うだったかというと，それもなかなかうまくいきません
でした。とりあえず放射線の基準値を下げればよいとい
う話に傾いていき，福島の生産者の方々がたいへんな風
評被害を受けてしまいました。他にも経済的にも大きな
打撃を受けた方々が被災地に多数いました。

リスクコミュニケーションというものは本来，社会を
よりよくするために実践されなければならないのに，リ
スクコミュニケーションが失敗したために，このような
理不尽な状況を生み出してしまいました。リスクコミュ
ニケーションの実践について，今の状況で本当にいいの
か考え直す必要があります。平時にできていないこと
は，緊急時になってもできません。逆に言えば，平時か
らコツコツと何かできていれば，今回の緊急時にも多少
何かができていたのではないかと思います。

一つの考えるヒントとして，先日オーストラリアで開
かれた災害マネジメントの学会で印象に残ったことがあ
ります。そこにはアジアの途上国の方々もたくさん来て
いて，洪水をはじめさまざまな災害対策の担当者と話が
できたのですが，私が感心したのは，彼らが災害を「起
こり得るもの」として捉えていることでした。もちろん
災害は起こらない方がいいですけれども，「起こらない」
と考えて「防ぐ（prevent）」のではなくて，「起こり得る」
と考えて「管理する（manage）」のです。日本もこうした
考え方に移っていかないといけないと強く感じました。
災害を「防ぐ」のではなく，どのように「管理する」のか，日
本の防災の考え方そのものを切り替えていかなければな
りません。本当に日本でそれが受け入られるのか疑問を
持つ方もいますが，それは必然だと私は思っています。

（2013 年 8 月 17 日 記）

－参 考 文 献－
1） 小島正美，「メディアを読み解く力」，エネルギーフォーラム

新書，2013，254p.
2） 西澤真理子，「リスクコミュニケーション入門」，エネルギー

フォーラム新書（近刊）．
3） 西澤真理子，「リスク評価ハンドブック」，リテラジャパン，

2012，http://literajapan.com
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1．はじめに
2011 年 3 月 11 日，東日本大震災および東京電力福島

第一原子力発電所事故が発生した際には，様々な場面で
ロボットの投入が求められた。原発事故現場では，これ
までに 20 種類を超えるロボットや遠隔操作機器が導入
され，緊急対応や廃炉対策に対して多大な貢献を果たし
ている 1）。しかし，原発事故直後，メディアは，日本の
ロボットが迅速に投入されなかったと報道し，ロボット
科学者に責任があると批判した。この批判は，いくつか
の点で必ずしも正しいとは言えない。日本製の無人化施
工機械は，外国製のロボットより先に活用されていた
し，ロボットの配備が遅れた原因は，むしろ実用化や運
用の仕組みがなかったことによる部分が大きい。

しかし，災害が発生した直後には，必ずしもロボット
をスムーズに投入することができなかったこと，過去に
開発したロボットが有効に活用できなかったことは事実
であり，その反省をするとともに，その教訓から問題点
を明らかにし，今後の災害対応に対する備えとして，解
決するための方策を考える必要がある。
2．災害対応ロボットの社会実装における課題
福島の原発事故対応で導入された Packbot という米

国製のロボットと，Quince という日本製のロボットを
例に取り，災害対応ロボットの社会実装における課題に
ついて述べる。Packbot は，米国の iRobot 社が開発し
た製品であり，事故直後に米国から提供され，事故直後
の 2011 年 4 月中旬に原子炉建屋の内部の調査に活用さ
れた，これは軍事用偵察ロボットであるが，アフガニス
タンやイラクでの戦争などに使用された実績があり，極
めて実用的で，完成したロボットである。米軍は，その
研究開発を支援したのみならず，5,000 台を調達してい
る。ちなみに，ヨーロッパの原子力用ロボットに関して
は，原子力事故などに対応したロボットを備えとして持
つことが事業者に義務付けられている。これに基づいて
原子力災害用ロボットが常に整備され，訓練も含めて，

非常時には迅速にオペレーションが可能な体制が整えら
れている。

一方，Quince は，企業が開発した製品ではなく，研
究機関が研究開発した，いわばプロトタイプである。実
用化を目指した NEDO のプロジェクトで開発され，た
またま 2011 年 3 月時点で開発がほぼ終了していた状況
にあった。原発事故後千葉工大や NEDO が支援を行い，
現場のニーズに合わせて研究者が改造を行い，オペレー
タの訓練も行った上で，福島原発に投入した。これまで
日本では，極限作業ロボット 2）や原子力防災支援ロボッ
トなど 3）の原子力用ロボットが国のプロジェクトによっ
て開発されたが，いずれもプロトタイプ開発にとどま
り，実用化がなされていなかった。

原子力事故対応ロボットの社会実装が叶わなかった原
子力特有の問題についてはすでに別報で指摘したが 4, 5），
そもそも災害対応一般に関して言うと，災害は頻繁に発
生するわけではない。マーケットは限定的で，コストが
かかる。すなわち費用対効果が極端に悪い。需要も官需
が中心であり，企業が，自主的努力だけで災害対応ロ
ボットを製品化することは難しい。特に，ユーザが調達
に消極的になったり，需要が閉ざされてしまえば，企業
はたちまちその開発から手を引かざるを得ない。

前述の米国やヨーロッパの例を見ると，国がロボット
の需要を作ることによって，企業がビジネスとして参入
することを可能にしている。企業は，需要があれば開発
を進めることができる。それは，保有技術の高度化，イ
ノベーション，産業競争力の強化，さらには開発に必要
となる人材の育成といった流れを作る。ヨーロッパの
ケースも，制度設計を国が行うことによって，間接的で
あるにせよ，ロボットの需要が作り出されていた。いず
れもロボット技術が必要であるとの判断から，企業が参
入できるような枠組みが戦略的に作られていた。

日本では，発生頻度の低いリスクは過小に評価されが
ちで，それに対する備えを構築することが難しい。たま

東京大学大学院工学系研究科　教授
1984 年東京大学大学院工学系研究科修士課程
修了。1986 年理化学研究所研究員補。同副主
任研究員等を経て，2002 年東京大学人工物工
学研究センター教授。2009 年同大学院工学系
研究科教授。工学博士。
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淺間　一（あさま・はじめ）
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にしか生じない災害に対して，備えとして何をなすべき
か，どの程度の投資を行うべきかを判断することができ
ない。災害や事故が発生した直後は備えの必要性を誰も
が認めても，時間の経過とともに忘れてしまう。このよ
うなことが繰り返されてきたのである。今こそ，備えの
必要性を共有するとともに，それを実現するのに必要な
投資や制度設計を行う必要がある。また，それを継続し
て行うための戦略を策定する必要がある。
3．  産業競争力懇談会プロジェクトの提言
産業競争力懇談会（COCN）「災害対応ロボットと運用

システムのあり方プロジェクト」（平成 23 ～ 24 年度）で
は，今後の災害対応に備えるために開発が必要となる技
術について洗い出すとともに，それを実用化し，いつ災
害が発生しても，現場に即投入できるような開発・運用
のあり方ついて提言をまとめている 6）。平成 24 年度に
まとめられた提言について紹介する。
（１）ハード面での提言（技術開発）
東日本大震災および福島原発事故への対応において

様々なロボット技術が適用されているものの，これから
起こり得る災害に対する備えとしては，まだまだ研究開
発が必要な課題が多く残されており，実用化を指向した
基盤技術研究や，高度実用化研究（基礎技術を現場に適
用できるようにするための研究開発）を実施する必要が
ある。ソリューション導出のための技術開発において
は，システムインテグレーション技術とそれを行う人材
育成が必要であり，DARPA Robotics Challenge7）のよう
なコンペ形式の開発も有効な手段であると考えられる。
（２）インフラ面での提言（インフラ整備）
現場で活用できるような機器やシステムを開発するに

は，その実証試験や機能評価を行うのみならず，それを
ユーザが継続的に運用し，機器やシステムを日々維持，
保守，改良を行いながら，オペレータの訓練までも行う
ことが重要であり，それを行うためのテストフィール
ド，モックアップセンターを構築する必要がある。米国
テキサスには，Disaster City8）と呼ばれるレスキュー隊
員などの訓練フィールドがあり，それが災害対応ロボッ
トの機能評価や訓練に用いられている。日本国内にもそ
のようなテストフィールドを設置する必要がある。ま
た，無人化施工システムが今回の震災や原発事故に迅速
に投入できた要因として，雲仙普賢岳という工事現場に
おいて，無人化施工システムが継続的に開発，活用され
続けていたことが挙げられる。それを考慮すると，長期
的にシステムを利用する工事現場があり，それをフィー
ルドとして継続的に活用することが肝要であることがわ
かる。さらに，有事においては，ロボットや遠隔操作機
器を現場に配備するための組織・拠点・体制を整えるこ
とも必要となる。以上の考察から，これらの機能を有す
る災害対応ロボットセンター（仮称）を国のリーダーシッ
プのもと設置する必要がある。

（３）ソフト面での提言（制度設計など）
上記の機能評価に関しては，ロボットや機器の機能評

価のための標準化が重要となる。米国では，NIST
（National Institute of Standards and Technology）がそ
の機能評価の標準化を進めているが，日本でも同様な取
り組みを行う必要がある。一方，実際に現場に投入可能
なロボットや遠隔操作機器を開発するためには，防爆
性，耐放射線性，耐久性，安全性などを評価し，それを
認証できるような枠組みと組織が必要である。一方，ロ
ボットや機器を維持し，継続的に運用するためには，そ
の活動を事業として成り立たせる必要があり，そのため
の新たなビジネスモデルの構築が求められる。災害対応
だけでなく，社会インフラや設備の点検，ヘルスモニタ
リング，メンテナンスなどにも併用可能なロボットや機
器を開発し，平時にも継続的に利用されるような仕組み
を作ることが有効である。それには，機器やロボットと
いうハードウェアより，サービスを事業とすることを考
える必要がある。また，導入を促進するための制度設計

（特区をはじめとする規制緩和，ロボット配備を義務付
ける規制強化，免税などの税制的制度設計，保険制度な
ど）も極めて重要である。
4．おわりに
現在 COCN では，新たに「災害対応ロボットセンター

設立構想」というプロジェクトを立ち上げ，上記のセン
ターをいかに具現化すべきかの提言をまとめている。

今回の震災や原発事故の苦い経験を，むしろ一つの大
きな機会と捕らえ，ロボット技術が実社会に実装できる
ような新たな枠組みを実現し，ロボット技術がナショナ
ルレジリエンスの一端を担い，安全な社会構築への貢献
を果たせるようになることを切に願っている。

（平成 25 年 9 月 5 日 記）
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日本原子力学会とインド原子力学会が協力覚書に調印
日本原子力学会はインド原子力学会と協力覚書を結

び、9月 6日に東京のインド大使館でその調印式を行っ
た。原子力学会が海外の原子力学会と協力協定を結ぶの
は 12か国目。覚書では両会が原子力の平和利用を促進
するとともに、意見交換などの協力を進めることを定め
ている。
インドはトリウム炉やインド型高速増殖炉など、長年

にわたり独自の原子力技術を切り開いてきた。日本原子
力学会では、「インドは、原子力発電の実績が豊富で総
合科学技術としての原子力の地位を築いている原子力先
進国として学ぶべきものを多く有している国であり、日
本とインドが学術分野で協力を進めていくことは、双方
の原子力研究・開発・人材交流の発展のために有益であ
る」としている。

詳 細 は http://www.aesj.or.jp/information/INS-
AESJ.pdf （原子力学会編集委員会）

政府，汚染水対策で関係閣僚会議の初会合

原子力災害対策本部は 9月 3日，福島第一原子力発
電所における汚染水問題に関する基本方針を決めた。対
策本部の下に関係閣僚会議を，発電所近くに廃炉・汚染
水対策現地事務所を設置する。汚染水問題については，
①汚染源を「取り除く」，②汚染源に水を「近づけない」，
③汚染水を「漏らさない」を基本方針として，対策を講じ
ていく。
この方針に沿って政府は 9月 10日，廃炉・汚染水対

策関係閣僚等会議の初会合を開き，汚染水問題に対応す
る廃炉・汚染水対策チームを設置した。茂木経産相を

チーム長とし，関係省庁副大臣や田中原子力規制委員長
らで構成され，技術的困難性が伴う潜在的なリスクへの
対応のあり方を検討して 11月を目途に当面の追加対策
をまとめる。
一方，中長期的な汚染水対策を検討するために経産省
に設置されている汚染水処理対策委員会は 13日に会合
を開き，漏えい防止や地下水流入を減らす対策の実施状
況や技術的な課題を議論した。今後，想定されるさまざ
まなリスクを洗い出し，対策を随時追加する。

（同）

各省の概算要求，福島廃炉や除染，安全強化に重点

政府の 2014 年度概算要求が 8月末までに，各省庁
より発表された。原子力関連では，経済産業省が「福
島・被災地の復興加速」を重点政策の第一に掲げ，福島
第一原子力発電所事故炉の廃炉に向けた取組で，対前年
度比 40億円増となる 128 億円を要求した。最速で 20
年度からの開始を見込む燃料デブリ取り出しに係る遠隔
除染機器・装置の開発・実証のほか，汚染水対策として
凍土方式による陸側遮水壁の設置など，抜本策を推進す
る。原子力の安全基盤構築・国際的取組では前年比 70

億円増の 244億円が計上された。
文部科学省は ITER計画で前年度比 136億円増の

305 億円，廃炉に向けた研究開発で同 12 億円増の
78 億円，原子力の基盤研究・人材育成で同 29 億円増
の 85億円を要求した。「もんじゅ」関連では同 21億円
増の 195 億円を計上しており，原子力規制委員会の措
置命令を踏まえた約 3万項目の点検・検査を含め，施
設の安全対策・維持管理に必要な取組を実施する。
原子力規制・防災対策関連では，原子力規制委員会と

日本原子力学会の堀池会長とインド原子力学会の
V.Venugopal 副会長
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内閣府の計上分を合わせて，対前年度比 169 億円増の
880 億円を要求している。新規の要求事項としては，
放射線監視施設整備，火山影響評価，事故の分析・評

価，医療体制の実効性確保などが挙げられている。
（資料提供：日本原子力産業協会，以下同じ）

規制委が福島廃炉計画を認可，汚染水対策を注視

原子力規制委員会は 8月 14日，事故が発生した福島
第一発電所に関して東京電力より提出された特定原子力
施設に係る実施計画を認可した。同委では今後，実施計
画の遵守状況を確認する検査を実施し，廃炉措置の作業
進捗に応じて計画の変更命令など，追加対応策を通じて

継続的に安全確保を図る。汚染水に関しては土壌中への
漏えい，海洋への拡散についてリスクの最適化に向けた
取組を求めた。地下水の流入抑制対策，保管タンクの信
頼性向上策や増設計画では，引き続き計画通りに実施さ
れるか確認が必要などと指摘した上で認可した。

国際廃炉研究機構が発足，山名理事長は廃炉終結で決意表明

原子力プラントの廃止措置に関する研究開発を一元的
にマネジメントする「国際廃炉研究開発機構」が 8月 8
日発足した。理事長に就任した山名元氏は同日，都内で
記者会見を行い，福島事故炉の廃炉終結を「何が何でも
やり遂げなければならないミッション」として，国内外
の英知を結集し「世界に例を見ない困難」に立ち向かう使
命感と決意を述べた。
「国際廃炉研究開発機構」は法令上，産業活動で利用さ
れる技術に関し，参画企業等が共同研究を行う技術研究
組合という位置付け。同機構は日本原子力研究開発機
構，大手メーカー，電力会社など計 17法人を組合員と
して 7月 23日に認可申請し，8月 1日に経済産業相よ

り設立を認可された。新組織は廃炉技術の基盤強化を視
野に，当面は福島第一廃炉対策推進会議による進捗管理
のもとで中長期ロードマップに従い，現場からニーズを
抽出。原子力機構を中心とするR＆ D実施機関に合理
的開発を主導し，得られた開発成果を共有して実用化を
進める。その中で技術提案の公募を積極的に行うほか，
海外関係機関からも技術・マネジメント面の助言を受
け，将来的な廃炉対策に向け，関連技術の蓄積・高度
化，人材育成などを図っていく。この点に関し山名理事
長は，「日本における廃炉技術の底上げ」を通じ，原子力
事故を受け世界に対する責任・貢献につなげていく考え
を述べた。

文科省技術委員会，群分離・核変換技術の検討開始

文部科学省の原子力科学技術委員会は 8月 7日，高
レベル放射性廃棄物処理・処分の負担低減につながる群
分離・核変換技術の研究開発について検討する作業部会
を始動した。加速器を用いた実験施設のあり方などにつ
いて調査検討を進め，10月頃までに方向性を得る。
群分離・核変換技術は，原子力発電によって発生する

高レベル放射性廃棄物に含まれる放射性核種を，その半
減期や利用目的に応じて分離するとともに，長寿命核種

を短寿命核種や非放射性核種に変換するもの。廃棄物の
潜在的有害度を低減し処分場をコンパクト化するほか，
資源の有効利用にもつながる。国内で研究開発が実施さ
れている分離変換概念には主に，発電用高速炉システム
と加速器駆動システムがあるが，高速増殖炉サイクル確
立の見通しが不明確な中，作業部会では陽子ビームを用
いた核変換実験施設の整備など，新たな技術的選択肢の
確保，バックエンド概念を検討する。

北上サイトが国内候補，リニアコライダーの立地評価結果発表

全長約 30kmの線形加速器で電子と陽電子の衝突実
験を行い，宇宙創成の謎の解明につなげる「国際リニア
コライダー計画」について，国内の物理学者らで構成す
る評価会議が 8月 23日，東北の北上サイト（岩手県）を
国内候補地として最適とする評価結果を発表した。
評価に当たったのは，高エネルギー加速器研究機構を

中核とする戦略会議に置かれた研究者グループ。北上サ

イトと九州の背振サイト（福岡県・佐賀県）の 2つに絞
られた候補地について，国際設計のための新組織が本格
稼働する今夏までの一本化を目指し，技術面や社会環境
基盤面から精査を進めてきた。
評価結果では北上サイトについて，国際的に要請され
ている 50kmの直線ルートを確保する上で，許認可や
施工，運用上のリスク，工期，コストなど技術的観点か
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らの確実性から「大きく優位」と結論付けている。社会環
境基盤では両サイトとも，立地に支障をもたらす大きな
リスクはなく，社会生活上の利便性に優れていると評価

している。ただし，外国からの長期滞在者に対するサ
ポートが不十分なことなどから，地域と連携して国際化
を飛躍的に進めることが必要だとしている。

海外ニュース （情報提供：日本原子力産業協会）

【米国】

NEI「米原発の防護は万全」，脆弱性
指摘する論文に反論

米原子力エネルギー協会（NEI）は 8月 16日，米国内
の原子力関連施設のセキュリティ体制を不十分と結論付
ける研究論文が公表されたのを受け，これに対する反論
をウェブサイト上に発表した。
この論文はテキサス大・「核拡散防止プロジェクト

（NPPP）」の研究者が作成したもので，原子力関連施設
における潜在的な脅威を，⑴核兵器の盗難，⑵核兵器の
製造に適した特種核物質の盗難，⑶放射性物質の放出等
を目的とした原発での破壊工作，⑷使用済み燃料貯蔵
プールからの冷却水排水で放射性物質を放出せしめる破
壊工作――などに分類。米原子力規制委員会（NRC）を
含む関連の 3機関は核物質防護戦略として設計基礎脅
威（DBT）に基づくアプローチを採用しているが，3機
関で設定要件に統一性がないため施設毎に最大規模の想
定攻撃にバラつきが生じ，攻撃される可能性の低い施設
に過度な防護を施すなど財源の浪費につながるとした。
また，テロリストたちがこうした既知の防護策に戦略

的に対応するという現実を無視。経費負担が高額なレベ
ルのセキュリティも要求しているため，多くの場合それ
らは実行されないとしている。
特に 9・11 事件以降，原子力産業界は施設の核物質

防護システムのセキュリティ改善に 20億ドル以上を費
やしたが，そうした改善が適切であったかは不明だと報
告書は言明。NRCの DBTアプローチに対する批判は，
①想定する敵の数，②その使用武器，③航空機による衝
突攻撃と冷却水取水設備等への海からの攻撃を除外――
などの点に集中させており，①に関するDBTで NRC
は，19 名のハイジャッカーが関与した 9・11 以降も，
改定前の想定である「1チームに付き 3名」をわずかに 5
～ 6名に引き上げただけだと指摘した。③に関しても，
DBTでは新しく建設する原子炉設計に航空機衝突影響
の緩和要件が加えられた一方，既存炉では要件が課され
ていないとしている。
（NEI の反論）
これに対してNEI は，「原子力発電所が国内の重要イ

ンフラの中でも最も防護された施設の一つであることは
広く知れ渡っている」と断言。このことは連邦捜査局
（FBI）や国土安全保障省の評価も含め，独立の立場の専
門家達も認めるところだと反論した。
その上で，NRCが米国産業内で最高レベルのセキュ
リティ基準を原発に設ける一方，産業界もこれをクリア
していると説明。連邦政府の情報機関や捜査当局との定
期交流に基づいて，NRCは産業界が対処しなければな
らない脅威や民間の治安部隊が満たさねばならない厳し
い基準を設定したと強調している。
NEI の見解では，NPPP報告は本格的なセキュリティ
評価とは言えず，著者もそうした評価の際に必要となる
安全保障情報にアクセスしていない。また，商業炉から
のウラン燃料盗難の可能性を調査した多くの評価報告と
同様，NPPP も，攻撃者が高照射された燃料集合体を
何重にも厳重に防護された原子炉や貯蔵プール，あるい
はスチールとコンクリートで作られたコンテナからどの
ように取り出し，動かすことが可能なのか説明していな
いと批判した。
NEI によれば，全米 62サイトの原子力発電所では総
勢 9千名の熟練した武装警備員が施設の防護に当たっ
ており，このうち 60％が 9・11 以降に増強された部
隊。その多くに軍隊や警察での職歴があり，連邦政府の
規制当局が評定する非致死性訓練弾使用演習も含め，定
期的に訓練と試験が行われている。このように連邦およ
び州の政府，地元警察機関などと連携した包括的なセ
キュリティ対応計画により，発電所サイトでは大規模か
つ盤石な防御体制が敷かれていると明言した。
NEI はまた，米国原発のセキュリティは 9・11 以前
から保証されていたが，その後，発電所サイトの核物質
防護を実質的に増強するために追加した 20億ドル以上
のセキュリティ投資により，現在の状況は一層盤石に
なっていると指摘。これまで米国における総発電電力量
の 5分の 1を生み出してきた既存原子炉のそれぞれで
航空機衝突の可能性が評価されており，原子炉燃料や使
用済み燃料の損傷リスクが十分低い点を請け合った。
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控訴裁がユッカ計画で規制委に審
査の再開命令

米国コロンビア特別区の連邦巡回控訴裁判所は 8月
13 日，ネバダ州ユッカマウンテンにおける高レベル放
射性廃棄物と使用済み燃料の最終処分場建設について，
認可申請書の審査を再開するよう米原子力規制委員会
（NRC）に命じた。NRCによる審査手続きの拒否は放射
性廃棄物法の違反に当たるとの裁定を 2対 1で下した
もの。米国では廃棄物の保有州から選出された民主党議
員も地元の利益重視で動くなど，議会は同計画の認可審
査継続を超党派で支持しており，審査が完了すれば，政
治的理由から同計画を打ち切ったオバマ政権に対し，同
地が処分場として技術的に安全か否かの回答を明確に突
きつけることが可能になる。
処分場の特定調査活動は 1987 年の廃棄物政策修正

法によりユッカマウンテンに限定され，2002 年にエネ
ルギー省（DOE）が同地を大統領に推薦。連邦議会がネ
バダ州の拒否権を覆して，同地を建設サイトに確定し
た。DOEは 2008 年に処分場の建設認可申請書をNRC
に提出し，審査手続きが開始されたが，オバマ政権の打
ち切り方針を受け，DOE は 10 年 3 月にこの申請書の
取り下げを申請した。NRC の原子力安全許認可会議
（ASLB）は「DOEに申請取り下げの権限はない」として
これを却下したが，NRCのヤツコ委員長（当時）は 5名
の委員中 2名が不同意のまま技術審査の中止をスタッ
フに指示。また，2012 会計年度で審査予算が付かな
かったことを理由に，NRCは 11 会計年度末の同年 9
月をもって，同計画に関するすべての審査活動を終了し
ていた。

政府が輸出規則改定へ，厳格化で
核拡散リスク低減

米エネルギー省（DOE）は 8月 1日，非機密扱いの原
子力技術および関連支援の輸出管理規制に関わる連邦規
則 10CFRパート 810 を改定するため，「規則制定提案
の補足告知（SNOPR）」をウェブサイト上に公開した。
輸出に際し，これまで一般的な審査だけで輸出できた

相手国・124か国のうち 80か国を政府の特別承認が必
要なカテゴリーに再分類する提案で，審査の厳しくなる
国数が倍加することから米原子力エネルギー協会（NEI）
はこれに対する見解公表を取りあえず差し控えた模様。
DOE は SNOPR を 10 月末まで 90 日間のパブコメに
付すため，2日付けの連邦官報にも掲載した。
DOEがパート 810 の改定を目的とした「規則制定提

案の告知（NOPR）」で一般から意見募集したのは 2011
年 9 月。今回の SNOPRは集まったコメントに対する
返答という位置づけで，規則の変更に伴う経済的影響に
関してDOEが実施した分析評価の結果が盛り込まれて
いる。
現在，米国の原子力技術の輸出相手国・地域は，パー
ト 810 の下で一般的な承認（GA）により輸出が可能な
124 か国と，DOEによる個別審査など一層厳しい手続
きが課される 76の特別承認（SA）国に分類されている。
DOEの提案では，GAの中から 80か国を SAに再分
類する一方，現在SAに入っているウクライナ，アラブ
首長国連邦（UAE），カザフスタンの 3か国をGAに変
更。その主な狙いは，実質的な民生用原子力開発利用プ
ログラムを持たない，あるいは大規模輸出のメリットが
ない一方で，技術移転およびその結果として核拡散のリ
スクが考えられる相手国への輸出要件を一層厳しくする
ことだとしている。
DOEは独自の貿易データベースを元に，過去数年間
の輸出金額は年間 20億～ 30 億ドルと計算。分類変更
による経済的な影響は貿易の取引量，GAの立場が輸出
競争のさらなる激化につながる度合いに左右されるとし
ており，SAからGAに再分類される国との貿易取引に
より，そうしたマイナス影響が相殺されることは明らか
だと強調している。

エクセロン社に経営統合，コンス
テレーション社の原発 5基

米国のコンステレーション・エナジー・ニュークリ
ア・グループ（CENG）とフランス電力（EDF）が米国の 2
州で共同所有する 3サイト 5基の原子炉の経営が，エ
クセロン社の 10サイト 17基の原子力設備と統合され
ることになった。
7月 30日にエクセロン社が発表したもので，これに
伴い，これら 5基の運転認可が同社に移譲されるとと
もに，EDF は 4億ドルの特別配当金を受け取る。EDF
はこの配当金を債務の削減に充てると見られており，同
社は同日，今回の合意をもって米国原子力市場における
同社の合弁事業は終了すると述べた模様。
CENGはコンステレーション・エナジー（CE）社の原
子力発電子会社で，EDFが 2009年にCE社株を購入し
た際に両社の合弁事業体として設立された。その後，12
年にエクセロン社がCE社を買収したことから，両社の
原子力発電設備も統合すれば，経営上さらなる相乗効果
と合理化が期待できるとの認識に至ったと説明している。
エクセロン社は現在，CENG株の 50.01％を保有す
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る一方，EDF は残りの 49.99％を保有。この比率を維
持したままで，エクセロン社はCENGが EDFに支払う
特別配当金 4億ドルをCENGに融資する。また，EDF
は 2016 年から 22 年までの間に，この CENG株を市
場の適正価格でエクセロン社に売却するオプションも継
続保持するとしている。
エクセロン社への統合が決まった原子炉は，ニュー

ヨーク州のギネイ原発 1基とナインマイルポイント原
発の 2基，およびメリーランド州に立地するカルバー
トクリフス原発の 2基。これらの運転認可移譲申請は
数日中に米原子力規制委員会（NRC）に提出されるが，
審査と承認の完了までに 6～ 9か月かかる見通しだ。

Vヤンキー原発閉鎖へ，ガス革命
等により経済性悪化

米国のエンタジー社は 8月 27日，バーモント州で操
業していたバーモント・ヤンキー原子力発電所（BWR，
65.2 万 kW）を 2014 年第 4四半期に閉鎖する方針を発
表した。シェールガス革命や供給地域における電力卸売
価格の低迷などの影響により，苦渋の決断を下すに至っ
たと説明。閉鎖後は安全貯蔵（SAFSTOR）方式による
廃止措置を取ることになるとしている。
同炉は 1972 年に営業運転を開始。エンタジー社は

2002 年に同炉を購入したが，07年の冷却塔倒壊や 10
年のトリチウム漏れなどトラブルが続いたことから，同
社は 10年 11 月，同炉の売却を検討し始めていた。翌
11年 3月には米原子力規制委員会（NRC）から 32年ま
で 20年間の運転認可延長が認められたが，今回の閉鎖
決定に至るまでには複数の経済的要因が根底にあると強
調した。
すなわち，⑴シェールガスによる天然ガス供給シフト

の変革により，天然ガス価格とエネルギー卸売価格が持
続的に低迷，⑵単基の原子力発電所であるが故の高コス
ト構造により，02年以降は安全操業のための投資に 4
億ドル以上を投入，⑶エネルギー卸売市場の構造的欠陥
により，電力供給地域のエネルギー価格が人為的に低く
抑えられた――などだ。
閉鎖時期を現在の運転サイクル終了時期となる来年に

設定したのは，同炉の閉鎖を安全かつ整然と行う計画を
立てるとともに，NRCへの届け出準備の時間的余裕を
得るため。エンタジー社は今後，安全で効率的な廃止措
置を計画・実施する担当組織を新たに起ち上げるほか，
閉鎖後は燃料を取り出して発電所を安全な監視付き貯蔵
の状態に保つ計画だ。

規制委，原子力教育補助金交付先
を発表

米原子力規制委員会（NRC）は 8月 19日，2013 会計
年度における原子力教育補助金約 1,400 万ドルの交付
先を発表した。
連邦議会が原子力教育プログラムを通じてNRCに連
邦補助金の提供を認めているもの。原子力工学や機械・
電気工学，保健物理学および関連分野で将来必要とされ
る人材を育成するため，要件を満たした職業専門学校や
コミュニティ・カレッジ，大学に対して毎年，関連奨学
金や特別研究員奨学金等が交付される。
13会計年度でNRCは，全米の 24 州に所在する 36
の高等教育機関に 48件の補助金を提供。次世代原子力
施設を設計，建設，操業，規制する能力を持った優秀な
人材の育成に役立てるとしている。具体的には，⑴職業
専門学校とコミュニティ・カレッジの 7件の原子力教
育奨学金に各 12万～ 15 万ドル，⑵マサチューセッツ
工科大やカリフォルニア大バークレイ校などの原子力工
学部教育に 12 件，各 30 万～ 45 万ドル，⑶大学への
12件の奨学金として各 12万～ 40 万ドル，17 件の特
別研究員奨学金として各 12万～ 40 万ドルが割り当て
られている。

【カナダ】

原子力公社とノルディオン社，
メープル炉の争議で和解

医療用放射性同位体（RI）の大手販売企業であるカナ
ダのノルディオン社は 8月 20日，RI 生産専用炉のメー
プル炉プロジェクトに関して 5年に及んだカナダ原子
力公社（AECL）との争議で両者が包括的な和解協定に合
意したと発表した。
それによると，ノルディオン社はAECL から 1,500
万加ドルを現金で受け取る一方，AECL は調停経費と
して同社に要求していた約 4,700 万加ドルの請求権を
放棄。RI 生産施設協定に基づいて双方がお互いを相手
取って起こしていた訴訟も取り下げる。また，両者間で
結ばれていた既存のRI 供給契約を修正し，AECL はノ
ルディオン社への RI 供給を 16 年 10 月末まで，放射
性廃棄物処分サービスを 26年 10 月末まで継続するこ
とになった。
ノルディオン社は 1996 年の両者間の合意に基づき，
熱出力 1万 kWのメープル炉 2基をAECL のチョーク
リバー原子力研究所内に建設したが，技術的問題により
試運転段階で開発が停滞。投資総額も 2倍に増大した
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ことから，ノルディオン社は 06年に建設費用ごとメー
プル炉の所有権をAECL に引き渡した。両炉が生産す
るRI は 08 年に運開後，40年間ノルディオン社に供給
されることになっていたが，AECL とカナダ政府は 08
年5月，ノルディオン社への事前連絡なしに同プロジェ
クトの中止を表明していた。
AECL はこれまで，チョークリバー研究所内にある
国立研究ユニバーサル（NRU）炉で世界の医療用RI 需要
の 3分の 1を賄ってきたが，運開後 50 年以上が経過
し，設備も劣化していることから 16年に生産を終了す
る方針。今回の合意もこうした事情を反映する内容と
なった。
また，カナダ政府は医療用RI 供給の途絶という課題
の中・長期的解決に投資を行いつつ，短期的取組として
安定供給の基礎を築ける多様化イニシアチブとなる原子
炉を使わない生産技術の研究開発プログラム案を 10年
に募集。今年7月には，「RI技術促進プログラム（ITAP）」
から 700万加ドルを提供した医療用RI 製造サイクロト
ロン施設がアルバータ州立大学に完成している。

【フランス】

安全規制当局，ビュジェイ 4号機
の運転認可 10 年延長で見解

フランス原子力安全規制当局（ASN）は 7 月 29 日，
運開後 30数年が経過したビュジェイ原子力発電所 4号
機に対し，一層の安全性改善など要件を満たせば 40年
までの運転継続が可能との見解を表明した。10年毎の
包括的安全審査結果に基づくもので，フランス国内の 5
基で 40年認可が認められたことになる。同国ではオラ
ンド大統領がフェッセンハイム原発の 2基を 2016 年
までに閉鎖すると公言しているが，これらも同様に，
ASNが 40 年間の安全な稼働を保証済み。政策的判断
による正式な閉鎖手続きに 4年以上を要した場合，任
期中の閉鎖は実現しないとの見方も広がっている。
原子力発電所で 10 年毎に義務付けられるこの審査

は，国の環境基準に基づいて行われるもので，ASNは
ビュジェイ 4号機（PWR，91.7 万 kW）での 3回目の審
査を 2011 年 2 月 5 日から 6月 25 日まで実施。同年
12月に報告書を関係省庁に提出した。同国ではこのほ
か，運開後 30年以上が経過した時点でトリカスタン 1
号機，フェッセンハイム 1，2号機，ビュジェイ 2号機
でASNが 3回目の 10年検査を行っており，ビュジェ
イ 4号機はフランスで 40 年の運転認可を受けた 5基
目の原子炉となった。
10年審査では関連規則の遵守状況に加えて，新たな

規制要件の達成を目的とする安全性の改善状況，国内外
における安全審査上の経験や知見の進展を反映している
かなどの点を評価。また，設備のさまざまな劣化現象を
少なくとも今後 10年間，管理可能であるかについて審
査する。

【欧州】

WENRA, 域内原発の圧力容器に欧
州標準を適用するよう勧告

欧州の原子力規制者ネットワークである西欧原子力規
制者協会（WENRA）は 8月 29日，圧力容器鍛造時に生
じる欠陥の点検に当たり，欧州標準の安全審査を欧州の
すべての原子炉に適用すべきだと勧告した。ベルギーの
原子炉 2基で圧力容器材料中の元素組成の偏りが毛状
ヒビ発生の原因となったことから，圧力容器の製造会社
に関係なく統一の取れた手法で審査することで，欧州域
内の原発における材料物質の品質と構造上の健全性を確
実に検証していく重要性を指摘している。
ベルギーでは昨年夏，ドール 3号機とチアンジュ 2
号機（ともに 100 万 kW級 PWR）の超音波探傷検査で
圧力容器母材に数千個の毛状ヒビの兆候を示す信号を検
出。その後の徹底調査で鍛造時に材料中の水素が集まっ
て発生した「白点」が原因であったことが判明した。ベル
ギー連邦原子力規制局（FANC）は両炉の状態について
「永久閉鎖しなければならないようなものではない」と
し，今年 5 月に運転再開を承認したが，製造業者の
RDM社がすでに現存しない一方，同社製圧力容器を有
する原子炉はこれら 2基のほかに南北アメリカの 11基
を含めて 20基にのぼっている。
WENRAは欧州連合（EU）加盟の原子力発電国および

スイスの原子力規制責任者で構成されることから，欧州
のすべての原子炉でこの問題の適切な対策を取ることは
重要かつ必要なことと認識。FANCから調査情報の公
開と協力を得て，欧州で同一の基準に基づいた対策の実
施を勧告するに至ったと説明した。
関係各国の規制当局はすでに，製造時の欠陥を検査す
る安全審査の実施を国内事業者に指示しているが，
WENRAは，⑴まず圧力容器製造時およびこれまでの
検査記録を包括的に審査，⑵その結果，その国の規制当
局が必要と判断すれば非破壊検査技術（NDT）を用いた
試験を実施――という 2段階制の審査ガイダンスを勧
告。ただし，審査の必要性や実施範囲，量的な特定，お
よびNDTの採用については，その圧力容器から得られ
る情報に基づいて各国当局の判断に委ねられるとした。
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Ⅰ．はじめに

東京電力福島第一原発事故（以下，フクシマ）から間も
なく 3 年を迎える。2011 月 12 月，原子炉の「冷温停止
状態」が宣言された後も，汚染水処理や廃炉プロセスな
ど中長期にわたる難題が山積し，国全体に重くのしか
かっている。

そんな中，2012 年 9 月，原子力行政の抜本的改革の
第一歩として原子力規制委員会が，これまた多くの課題
を抱えてスタートした。設立間もない規制委員会がまと
めた組織理念文書（ミッション・ステートメント）は「透
明で開かれた組織」を 5 つの活動原則の一つとして掲げ，

「国内外の多様な意見に耳を傾け，孤立と独善を戒める」
としている。過去への反省があるからに他ならない。国
際基準や国際協調の軽視は反省の一つである。

いま一つ，この機会に，核テロ対策など「核セキュリ
ティ」（security）と核拡散防止のための「保障措置」

（safeguards）が規制委員会の任務に新たに加わり，「原
子力安全」（safety）と合わせて「3S」の業務が一元化され
た。この結果，規制委員会の責任範囲は広がり，国際業
務が質量ともに増えることとなった。これも規制委員会
にとり新しいチャレンジとなる。

本稿では，国際的な視点にしぼり規制委員会の近況に
触れ，感想を述べることとしたい。なお，以下は必ずし
も規制委員会の立場を代表するものではなく，筆者個人
の意見や感想であることをお断りしておく。

Ⅱ．海外の強い関心

チェルノブイリ以来の巨大原子力事故であるフクシマ
への海外の関心は引き続いて強いものがある。事故原
因，使用済み燃料プールをはじめ事故原子炉の安全確
保，学び取るべき教訓，新安全規制基準の理念と内容，

解説

今後の原子力規制と国際関係について
原子力規制委員会　大島 賢三

福島原発事故が人災であったことを謙虚に対外説明するのは気が重いからと，怠ってはなら
ない。内向きを克服し，安全文化の立て直しに全力を傾けるべきであり，フクシマの反省が上
滑りに終わってはならない。3S の統合により原子力規制委員会・規制庁の国際対応上の責務
が増え，業務体制と人材インフラの強化が急務である。

停止中原発の再稼働の成り行き，累積する汚染水の処
理・今後の廃炉プロセス・除染の取り組み，規制組織改
革の進展，さらには原子力の賛否を巡る国内世論の動
向，原発輸出・燃料サイクルなどを含む国の原子力政策
の将来―と多岐に及んでいる。

こうした関心を反映し，過去 1，2 年の間，フクシマ
にフォーカスした国際会議やワークショップなど多数開
かれ，筆者はその一部に参加した。昨年末から本年半ば
にかけて，NPO 法人の STS フォーラム（2012 年 10 月，
京都），日韓中3国の上級規制者会合（同11月，ソウル），
IAEA 原子力安全福島閣僚会議 1）（同 12 月，福島），同
安全規制者会合 2）（2013 年 4 月，オタワ），同専門家会合

（同 5 月，ウィーン），欧州安全規制者会議 3）（ENSREG，
同 6 月，ブラッセル）で講演やパネルに参加した。それ
以外にも，米国，フランス，OECD ／ NEA などの会合
に，わが国から規制委員会，JNES，JAEA，東電，学
界などより多くの参加者が加わっている。

Ⅲ．対外発信

日本からの参加者の発言は，事故当事国であるだけに
注目される。そこで何を，どのように発信していくか。
一人の専門家，個人の立場から自由に言いたいことを言
えば良い場合は別として，政府やその他組織・団体に所
属し，多少ともオ―ソリティーをバックに説明や回答を
するとなると，やや微妙である。

国会，政府，東電，民間，学会などの事故報告書が
“乱立”している現状の下，筆者の場合は，幸い国会事故
調の委員を務めたので国会事故調報告書を中心に据え，
同工異曲ながら説明を繰りかえしてきた。海外では委員
長の名前をとって「クロカワ・レポート」として知られて
いるこの膨大な報告書は，その全文が早く英訳されて世
界に配信されたこと，その突っ込んだ分析評価ぶりもあ
り，関心筋にはかなり読まれ高い評価を得ているようで
ある。

これらの会議の席上やコーヒーブレークの際に，出席

A Fresh Start of Nuclear Safety Regulation and International 
Perspective：Kenzo OSHIMA.
　（2013 年 8 月 30 日 受理）
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者から発せられる質問はいろいろだ。①この事故は防ぎ
得たと思うか，どうすれば防ぎ得たか，②地震大国の日
本は高いリスクを分かっていたはずだが，多数の原発を
作るに至ったのはなぜか，③一か所複数基のリスクをど
う考えていたのか，④地震と津波のそれぞれの影響は実
際にどうであったのか，⑤過酷事故に発展した福島第一
と，これを免れた女川，福島第二，東海第二の間の明暗
を分けたのは何か，⑥日本の規制体制や危機管理の改善
は今後どうなるのか，⑦住民避難はうまくいったのか，
ボトルネックがあったとすれば何か，などなど。相手は
かなり勉強し，冷静に見ていることをうかがわせるよう
な質問，コメントが多い。

また，フクシマから受けた日本の衝撃は十分に察する
が，新規制基準作成は余りに性急に進められているので
はないか，新基準が極端に厳しい方向に傾くのではない
かといった懸念も一部に聞かれた。

原子力事故という複雑な事象について，海外の識者や
マスコミに対し科学的・技術的側面をしっかり説明する
ことは，筆者のように文系出身の者には手に余る。事故
の間接的原因とか背景要因に及んで人的・構造的・組織
的分野のことになれば，多少ましかもしれないがこれも
容易ではない。

どこまで深く立ち入るかにもよるが，福島第一の事故
原因とその背景を語るとき，日本の「安全文化」のこと，
いわゆる「安全神話」のことを素通りで済ませるわけには
いかない。世界の原子力専門家達を前に，原発は安全で
ゼロリスク，電力事情が良い日本は長時間の電源ロスを
想定する必要はない，過酷事故は起きない，その対策も
事業者任せで良い…事故前の日本はそのように考えてお
りました―といった類いの話をすることに苦痛や抵抗感
がないと言えばウソになる。国際場裡で国の失敗の話を
するのは気が引け，できれば避けたい。

しかし，フクシマは世界的な大事故であり，近隣国だ
けでなく国際社会に対していろいろと迷惑や影響を与
え，今後も心配を与え続ける可能性が高い。であるだけ
に，日本からの直接発信や国際会議等での発言では，納
得性のある説明を繰り返し，反省や教訓を謙虚に語り，
その上で日本自身が必要な教訓をしっかりと学び取り，
自己改革につなげ，世界に範を示すことが求められてい
る―と考えて対応すべきであろう。国際社会もそれを期
待しているに違いない。そういう真摯な態度が日本に対
する信頼・評価の低下を少しでも防ぐであろう―と考え
れば，「抵抗感」とか「恥」とかに捕われているわけにもい
かない。

もっとも，そうは言いつつ，「今日は，非常にフラン
クにストレートに説明していただいて良く分かった，よ
かったよ。」と聴衆に歩み寄られほめ言葉に接しても，満
足はなく，複雑な気持ちを拭い切れない。また，被災国
に対する遠慮や同情が働くのであろうか，参加者から大

いに困惑させられる質問やコメントが投げかけられた経
験は，あまり記憶にない。ただ，2 度か 3 度，会議後の
雑談の際であったが，「日本の原子力安全規制が甘かっ
た，安全文化に劣ったという反省を貴殿の口から聞い
た。その通りなのであろう。だが，他の国のことならと
もかく，技術大国の日本，しかもヒロシマ・ナガサキを
経験した日本でのことかと思うと残念である」という趣
旨のコメントに接したことがある。日本人としては―ま
して広島出身者である筆者は―返す言葉につまってしま
う。

Ⅳ．ヒューマン・ファクター

フクシマが「人災」であったという結論は，「クロカ
ワ・レポート」では明確だ。他のレポートでも，表現の
仕方はともかく共通認識になっていると言ってよい。当
初，「想定外」として大自然災害のせいにしていた当事者
の東京電力も，その後人災説を認めるようになり，上記
5 月の IAEA 専門家会合に出席した同社担当者もはっき
りとそのように説明をしていた。
「人災」ということは，ヒューマン・ファクター，すな
わち事故の原因や背景として人的・構造的・組織的問題
を重視し，原子力安全文化のレベル，質を問いただすこ
とにつながる。フクシマは，自然災害を直接原因としつ
つも多くの人的要因（多くは不作為）が複雑に重なり，そ
の意味で「人災」を抜きには語れない事故であり，その意
味でも不幸な大複合災害である。

Ⅴ．スリーマイル島とチェルノブイリ

人的要因という意味では，米国スリーマイル島
（TMI，1979 年）もチェルノブイリ（1986 年）も，事故の
主因の一つであった。この点，TMI 事故の大統領事故
調査委員会（ケメニー委員長）は，原子炉運転者による操
作ミスといった次元を超え，当時の米国の安全規制シス
テムが抱えていた人的・構造的・組織的な問題点や弱点
を抉り出し，根本的な事故原因分析を行い，具体的な改
善提言につなげた。それらの多くが―紆余曲折もあった
ようであるが―逐次実行に移されて今日の米国の規制委
員会（NRC）をはじめとする強固な規制体制につながっ
たと言われている。「ケメニー報告」と「クロカワ報告」を
読み合わせると，二つの事故の間には，規模と状況に大
きな相異があるものの，人的要因については多くの共通
点が見出されて興味深いものがある。

その共通性はともかく，TMI 事故の経験を米国がど
のように「総括」し，規制改革のための具体的行動計画を
立て，官民を挙げて息長く，着実に原子力安全の向上に
向けて一連の改革・改善につなげたか，その取り組み姿
勢は，わが国として大いに学ぶものがあると思う。例え
ば，事業者による自主的な相互監視システムたる「原子
力発電運転協会」（INPO）は TMI 事故後の反省の中から
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誕生し，NRC と並んで米国の原子力安全確保の「車の両
輪」としてユニークな役割を果たしている。このような
仕組みがわが国でも育てば心強い。業界全体がフクシマ
を一社の経験として受け流すことなく，全体の自浄機能
を高め，安全文化の強化に向け能動的に，力強く動くか
どうか，国民は見守っているのではないか。

規制組織と業界の双方による安全文化の立て直しは，
国民の信頼回復にとり不可欠の，最小限のステップであ
るが，それ以外にも課題は多い。国の役割の見直し，国
と立地自治体との関係，危機管理体制のあり方などを含
め，真のチャレンジはこれからだ。目前の事故処理に追
われる中にあって，フクシマの反省が上滑りに終わって
はならない。立法府，行政府，業界，市民社会の間で建
設的な議論が始まり，具体的成果につながっていくこと
を期待したい。国情が違うのでそのままフィットする訳
ではなかろうが，海外の良好事例や経験で学ぶべきもの
があれば，その取り入れにも躊躇すべきではない。

Ⅵ．教訓の学び方－海外の例

海外はフクシマから何を学ぼうとしているのだろう
か，若干の例を挙げてみる。
1．IAEA
世界の原子力規制の元締めである IAEA では，天野

事務局長のリーダーシップの下に専門家を動員してフク
シマの「総括レポート」の作成に着手し，2014 年中の完
成を目指して作業が始まっている。日本も協力体制を敷
いてこれに臨んでいる。また，2014 年 3 月に予定され
ている IAEA 主催の「原子力安全条約検討会議」（3 年に
一度）の場も，日本から提出する国別報告とともにフク
シマは一つの焦点として注目されるであろう。
2．欧 州
欧州諸国は，欧州連合（EU）と欧州原子力規制者グ

ループ（ENSREG）の枠組みの下，傘下の原子力国（14 カ
国）が自然現象起因の過酷事故を想定し，各自の安全性
チェック（ストレステスト）に着手した。その結果は，全
体として直ちに原子力施設の安全運転に差し障るような
問題は見当たらないものの，一般に自然災害への対策強
化については幾つかの改善点が見出されたようである。
各国それぞれのストレステストの結果は，EU 規模での
ピア・レビューに付され，その結果が ENSREG 会議に
報告されて，各国の安全強化につなげる動きが進行中で
あり，引き続きフクシマの教訓への強い関心が持たれて
いる。

ヒューマン・ファクターについて言えば，欧州の原子
力指導国であるフランスは，自国規制機関（ASN）の中
に，「人的，社会的，組織的ファクターに関するワーキ
ンググループ，HSOF」なるものを設けて，日本の事故
経験から学ぶべき教訓があればそれを自国の，ひいては
欧州の原子力安全強化に資するべく独自の作業を進めて

いるようである。
3．米 国
米国では，議会の要請により「米国科学アカデミー」が

福島事故からの参考事例の摘出を目指して調査に着手し
ているほか，「INPO レポート」など他にも幾つかの調査
報告が作成されている。NRC は独自に「ジャパン・タス
クフォース」を立ち上げ，約 20 名の人員を当てて参考事
例や教訓の抽出に取り組んでいる。

Ⅶ．教訓の学び方－日本の対応

こうした欧州諸国や，世界で第一，第二の原子力国た
る米仏の対応ぶりを見ると，海外の事故事例から素早
く，積極的に学び，常に自らの原子力安全文化を高める
ために役立てようという強い使命感で臨んでいるのが感
じ取られる。フクシマ以前においても，これら諸国は，
TMI 事故やチェルノブイリ事故からの教訓を生かし，
安全強化のための取り組みを積極化させ，2009 年ころ
までには EU 加盟国や米国は自国の安全規制を IAEA
基準に整合化させていったとされている。

これに比べ，世界第三の原子力国たるわが国はどうで
あっただろうか。国会事故調などの報告書が明らかにし
ているように，フクシマ以前の日本は，規制当局は内向
きで国際的な基準や海外良好事例の取り入れ姿勢が弱
く，結果として海外の動向から遅れをとり，安全強化へ
の取り組みにおいて劣後したと指摘されている。日本は

「蚊帳の外におかれるという異常状態にあった」。
象徴的なのは，IAEA のピア・レビューの一つである

「総合規制評価，IRRS」の受け入れ態度であろうか。日
本は IRRS を受け入れたまでは良かったが（2007 年），
その結果に対する適切なフォローアップを怠った。指摘
事項の改善のための 3 年以内の「フォローアップ・ミッ
ション」の受け入れも遅れたまま，2011 年 3 月の事故を
迎えることとなった。

この点について国会事故調報告は，「国内では“寝た子
を起こすな”という空気が強く，既存の推進体制を維持
することに固執し，日本の規制当局と事業者の議論にお
いて本質的に安全を確保するためには何が必要かという
議論はなされず，国民や立地自治体，国際社会に対し
て，いかに既存の対策で安全が確保されているという説
明をするか，ということに力点が置かれていた」と要約
している。

一事が万事，こうした姿勢の蔓延は安全文化の劣化現
象そのものであり，フクシマという極めて高い代償の支
払いにつながってしまった，と慚愧の思いで認めざるを
得ない。全関係者の責任は重いと言わねばならない。そ
の反省に立ち，こうした姿勢やメンタリティと決別し，
国際的に開かれた規制に向けての転換を図る緊要性は自
明である。規制委員会はこれをリードして行く重要な責
任の一端を負っている。
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Ⅷ．原子力規制委員会の国際対応

規制委員会が「3S」の問題をはじめ国際関係にどのよ
うな取り組みを開始しているか，簡単に触れておきた
い。
1．  IAEA との協力－ IRRSと IPPASの早期 
受け入れ

日本と IAEA との間では，まずピア・レビューの受
け入れが日程に上りつつあり，その第一は，IRRS（総合
規制評価）ミッションである。上述の前回経験があった
こともあり，日本側として出直しが必要だ。IAEA 側も
早期受け入れを望んでおり，田中委員長と天野 IAEA
事務局長の間で，「IRRS の出来る限り早期の受け入れ」
について原則的合意が確認されている。具体的時期につ
いては，十分な受け入れ準備を行い，しっかりした成果
が得られることを重視して適切なタイミングを決めてい
く方針でいる。新安全規制基準の施行によりわが国の規
制体制が改まったところで，この国際的ピア・レビュー
と真剣に向き合い，その結果を安全向上のために真摯に
生かしていくことが肝要である。

第二は，同じく IAEA が運用している IPPAS（核物
質防護諮問サービス）と呼ばれるピア・レビューの早期
受け入れである。このサービスは，核テロ防止（核物質
防護）制度の改善強化のため助言と援助を提供するもの
で，米仏など主要国，韓国などを含め既に 30 カ国が受
け入れているが，わが国にはまだ受け入れ実績はない。
このミッションを早期に受け入れるとの方針の下に，そ
の事前準備のためにまずワークショップを IAEA の協
力を得て今年度中に日本で開催することにつき国際的に
意図表明済みであり（7 月の核セキュリティ閣僚レベル
会議での外務副大臣発言），具体的準備に入っている。
2．核セキュリティ対策の強化
フクシマは，原子力発電所の全電源喪失がいかなる深

刻な事態を招くか，脆弱性がどこに潜むかを露呈した。
核テロは世界のどこであれ起きてはならないが，フクシ
マを経験した後，わが国の原子力施設や核物質輸送が仮
にも「核テロ」の舞台になるようなことは絶対にあっては
ならない。このことを肝に銘じ，原子力安全とともに核
セキュリティ対策についても万全を尽くす必要がある。

核セキュリティの問題は，2010 年ワシントンでのサ
ミット会議以来，各国首脳レベルの関心が注がれてお
り，この先 2014 年にはオランダ・ハーグで，2016 年に
は再度ワシントンでの開催が予定されている。

わが国の核セキュリティ対策は，従来，原子力委員会
の核物質防護専門部会を中心に検討され政府関係省庁間
の調整が行われてきた。この調整任務がこのたび原子力
規制委員会に移管されたことに伴い，これまでの経緯を
踏まえ対策の強化が図られていかねばならない。核セ
キュリティ対策には，累次の国際条約や IAEA 勧告な

ど一連の国際スタンダードがあり，わが国はこれらを国
内規制に反映して強化に努めている。条約については

「核物質防護条約」（1988 年批准）に続き，「改正核物質防
護条約」（2005年）の早期批准も日程に上ろうとしている。

その一方，懸念もないではない。例えば，米国 NGO
団体（核拡散脅威イニシアティブ，NTI）が発表した国際
的な総合評価ランキングによれば，わが国は 32 カ国中
で 23 位という，芳しくない成績である（2012 年 1 月現
在）。この低い評価は，わが国の場合は核物質保有量が
多いこと，独立した規制機関が欠如していること（注 .　
評価当時のこと）などが関係していたようだ。その中で，

「セキュリティ上の人事上の措置」については 30 位と，
ほぼ最下位にある。何故そうなのか。

これには内部脅威対策の重要な柱の一つである「個人
の信頼性確認制度」が関係している。この制度導入は
IAEA 勧告で求められ，主要原子力国はすでに対応済み
のところ，わが国のみは未導入である。原子力施設で働
く職員や作業員個人の信頼性を確認し，内部脅威を未然
に防ぐための個人情報の蓄積・照会制度の必要性は広く
認められているが，個人プライバシー保護が関わるこの
問題について，わが国はまだ宿題を片付けるに至ってい
ない。

そこで，規制委員会は，この信頼性確認制度の導入を
はじめ，その他の課題（輸送時の核セキュリティ対策，
放射性物質及び関連施設の核セキュリティなど）につい
て具体的前進をはかるため，「核セキュリティに関する
検討会」を立ち上げた。この検討会を中心に，外部専門
家の参加と関係省庁の協力を得つつ，具体策の検討とそ
の実現に向けた作業に着手している。上記の IPPAS の
早期受け入れもその一環である。
3．  核拡散防止のための保障措置（セーフガー
ズ）

従来，文部科学省－外務省のルートで扱われてきた保
障措置関連の業務が，4 月に文科省の担当人員と関係予
算とともに規制委員会に移管され，今後は規制委員会－
外務省のルートで処理されることとなった。日本は，従
来，IAEA に対する第二の財政拠出国であると共に，保
障措置の対象国としてはダントツの首位である（IAEA
は保障措置のための人材・資金の約 3 割を日本向けに当
てている）。

こうした背景の下，わが国と IAEA との間には緊密
な協力と信頼関係が「アセット」として築かれてきてお
り，規制委員会はこれを引きついでのスタートである。
今後，このアセットを活かし，核不拡散分野における
IAEA との協力関係をさらに強化し，わが国自身の保障
措置に疑念など抱かれないように最善の努力を払うとと
もに，わが国の経験や保障措置技術を生かしてアジア地
域その他における核不拡散に向けた国際協力にも力を注
ぐことが望まれる。
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4．米，仏，英，露などとのバイラテラル関係
わが国と主要原子力国との間では，従来，二国間ベー

スで情報共有を中心に一定の協力関係が持たれてきた。
規制委員会の新スタートにともない関係強化の必要性が
意識され，これを確認する覚え書きが幾つかの国と交わ
された。

まず，米国とフランスとの間では，それぞれ両国規制
当局間の協議の場を定期化することで新たな合意に達し

（日米では Steering　Committee，日仏では Bilateral　
Committee と呼称），規制委員レベルと専門家レベルで
定期的に会合を持ち，協力・連携を深めることとなっ
た。同様な合意は英国との間でも検討されている。従
来，この種の関係が希薄であったロシアからも，フクシ
マ後の事態をにらみ日本側との関係強化の要望が寄せら
れており，覚え書きが近く合意される見通しである。

こうした合意を受け，情報共有，専門家の相互訪問，
人材交流，セミナー・ワークショップの開催，共同プロ
ジェクトの発掘などを含めた活動が活発化することが期
待されている。

また，米国エネルギー省との間でも，日米原子力協定
の下で，研究開発に関わる事項で原子力規制委員会の所
掌範囲に属することについて取り決めを交わすことが検
討されているほか，北欧諸国との新たな協力関係の樹立
も課題として上ってきている。
5．国際アドバイザー

「フクシマ」の後，この分野で豊富な経験をもち，国際
的に高い知名度を有する 3 名の海外専門家（米国規制委
員会 NRC の元委員長メザーブ氏，英国規制機関 ONR
の元委員長ウェイトマン氏，フランス規制機関 ASN の
元委員長ラコスト氏）を規制委員会の国際アドバイザー
として委嘱し，大所高所からの助言を得つつ，事業の改
善に努めることとしている。

Ⅸ．おわりに

わが国自身がフクシマから何を教訓として学び，これ
を安全文化の向上にどう生かすか，課題への挑戦は始
まったばかりである。内向きを克服することも大事だ。
真の安全文化の構築に終わりはなく，関係者による不断
の努力とともに，事業者，規制当局，国民の意識改革が
不可欠である。規制委員会の設立はスタートであり，終
わりではない。国際関係については，上述Ⅷ-1 から 5
で概観したように，いくつかの取り組みが始まっている
が，その多くの実行や肉付けはこれからだ。

冒頭で述べたように，フクシマを契機として，原子力
規制委員会およびこれを支える規制庁における国際業務
は量的にも質的にも増え，大事故を起こした国の責任と
して，適切に国際発信をしていく必要性も格段に高まっ

ている。こうしたニーズを満たしていくために，国際業
務体制と人材インフラ強化が不可欠であることは多言を
要しない。

この点は原子力規制委員会設置法（2012 年 6 月）の立
法にあたり，しっかり認識されて条文にも反映されてい
る。すなわち同法は，原子力規制庁の職員について政府
が速やかに講ずべき所要の措置として，「給与体系の整
備その他処遇の充実」「新採用にかかる定員の十分な確
保」「大学，研究機関，民間事業者等からの人材の積極的
登用」「留学，国際機関，外国政府機関，在外公館等へ派
遣，人材交流」「研修施設の設置と研修体制の整備」「原子
力規制委員会の人的・物的な体制拡充を図るための財源
確保，勘定区分の導入」等を明示列挙している（附則第 6
条）。そして，これは「国際的な動向に精通する優秀かつ
意欲的な人材を継続的に確保する」ためであると強調さ
れている。無論，これは国際業務に限らず規制庁業務の
全体にわたって言えることである。また，同設置法に
は，規制機関の専門性を高めるため，（独）原子力安全基
盤機構（JNES）の廃止，規制委員会への統合も盛り込ま
れている。

新しい組織の立ち上げに当たり，その組織と人材につ
いて，法律でここまで入念に，明確に，前向きに目標を
示しているのは珍しいことではなかろうか。フクシマの
反省を踏まえ，新規制組織に対する立法府の強い期待が
ここにうかがえると思う。

問題はこうした措置の確実な実現である。一部は既に
着手されて動き出したものもあるが，腰を据えた取り組
みはこれからだ。米国 NRC やフランス ASN のレベル
に一気に到達できないにしても，“business as usual”の
やり方以上の努力が求められる。霞ヶ関の役所組織・官
僚文化の下，上記の施策の実現のためには相当なエネル
ギーの投入とともに政治レベルの理解と後押しも必要で
あろう。まずは規制当局はじめ政府関係当事者の最善の
努力が求められている。

－参 考 文 献－
1） http://www.mofa.go.jp/policy/energy/fukushima_2012/

index.html
2） http://www.nsr.go.jp/english/data/20130422lff.pdf
3） http://www.nsr.go.jp/english/data/20130620_presentation.

pdf

大島賢三（おおしま・けんぞう）
原子力規制委員会 委員
元国連大使

著 者 紹 介
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Ⅰ．はじめに

東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所に
おける事故により，福島県の皆様をはじめ広く社会の皆
様に対し，大変なご迷惑，ご苦労，ご心配をお掛けして
いることを誠に申し訳なく思っている。

私たちは，避難されている方々の 1 日も早いご帰宅を
実現するとともに，国民の皆様に安心していただけるよ
う，原子炉の安定的な冷却や放射性物質の放出抑制を継
続しつつ，引き続き全力で廃炉作業に取り組んでいく。

Ⅱ．現 状

1．原子炉・燃料プール
格納容器内の燃料デブリの冷却状況を確認するため，

原子炉圧力容器底部及び格納容器内の温度パラメータを
継続監視しており，号機や温度計の位置によりバラツキ
があるものの，現状（2013 年 8 月）では，約 25 ～ 50℃で
推移している。

使用済燃料プールについてもいずれも温度が安定した
状態である。また，2013 年 8 月時点での原子炉建屋か
らの放射性物質の放出量は最大で約 0.1 億 Bq/h で安定
しており，発電所敷地境界における被ばく線量は最大で
も 0.03mSv/ 年（自然放射線量の約 1/70）と評価してい
る。これらのことから，総合的に冷温停止状態を維持し
ており，原子炉が安定状態にあることを確認している。

2．汚染水対策
建屋東側（海側）の地下水から 5 月下旬以降，高い濃度

解説

東京電力㈱福島第一原子力発電所 1～ 4号機の
廃止措置等に向けた取り組み

東京電力㈱　髙儀 省吾

福島第一原子力発電所の事故以降，政府等関係者の協力のもと，事故の収束に全力を挙げて
取り組んできた。現在は，2013 年 6 月 27 日に「東京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進
会議」で決定された改訂版中長期ロードマップに基づき廃止措置等に向けた取り組みを進めて
いる。本稿では，現状と改訂版中長期ロードマップに基づく今後の見通しについて紹介する。

のトリチウム等の放射性物質が検出されたことから，周
辺の地下水及び港湾内の海水中の放射性物質濃度等の観
測強化を進めてきたが，地下水の濃度，水位等のデータ
の分析結果から，汚染された地下水が海水に漏えいして
いることが明らかになった。

放射性物質濃度の大きな変動は 1 ～ 4 号機取水口開渠
内に限られており，港湾の境界付近（港湾口，北放水口，
南放水口付近）では上昇が見られたが，至近 2 ヶ月間の
変動の範囲内であり，沖合での測定結果にも有意な変動
は見られないなど，港湾外において影響はほとんど見ら
れていない（第 1図）。

海洋への汚染拡大防止の緊急対策として，⑴汚染エリ
アの地盤改良等による港湾への流出防止（第 2図），⑵
トレンチ内高濃度汚染水の除去による汚染源除去，⑶地
下水バイパスによる汚染水の増加抑制を行う。

また，海洋への汚染拡大防止の抜本対策（第 3図）と
して，①海側遮水壁の設置による海洋流出の阻止，②陸
側遮水壁の設置による汚染水の増加抑制・港湾流出の防
止，③サブドレンからの地下水くみ上げによる原子炉建
屋等への地下水流入抑制を実施する。

Ⅲ．今後の見通し

1．  ロードマップ改訂の経緯，基本原則，期間
区分の考え方

（１）経　緯
福島第一原子力発電所の事故発生以降，政府及び当社

は中長期ロードマップを取りまとめ，これに基づいて廃
止措置等に向けた取組を進めてきた。

2013 年 2 月 8 日，原子力災害対策本部において，燃
料デブリ取り出し等に向けた研究開発体制の強化を図る
とともに，現場の作業と研究開発の進捗管理を一体的に
進めていく体制を構築することを目的として，東京電力

The Work toward Decommissioning of Unit 1 through 4 of 
Fukushima Daiichi Nuclear Power Station of Tokyo Electric 
Power Company Incorporated ：Seigo TAKAGI.
　（2013 年 9 月 12 日 受理）
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福島第一原子力発電所廃炉対策推進会議が設置された。
同年 3 月 7 日に廃炉対策推進会議（第 1 回）が開催され，
燃料デブリ取り出しのスケジュール前倒しなど検討を進
め，6 月中を目途に改訂版ロードマップを取りまとめる
よう，議長である茂木経済産業大臣から指示があった。

6 月 10 日に検討のたたき台を公表し，福島県，地元
自治体，有識者からご意見を伺い，6 月 27 日に廃炉対
策推進会議にて改訂版ロードマップを決定した。
（２）4つの基本原則
中長期の取組に当たっては，以下の基本原則を踏ま

え，ロードマップの実現の重要性を認識し，安全かつ着
実に，適切な対応を実施していく。また，計画について
は定期的に見直すとともに，中長期の取組状況を公表す
るなど，透明性を確保していく。
【原則 1】 地域の皆様と作業員の確保を大前提に，廃止

措置等に向けた中長期の取組を計画的に実現
していく。

【原則 2】 中長期の取組を実施していくに当たっては，
透明性を確保し，地域及び国民の皆様のご理

解をいただきながら進めていく。
【原則 3】 今後の現場状況や研究開発成果等を踏まえ，

本ロードマップは継続的に見直していく。
【原則 4】 本ロードマップに示す目標達成に向け，東京

電力と政府は，各々の役割に基づき，連携を
図った取組を進めていく。政府は，前面に立
ち，安全かつ着実に廃止措置等に向けた中長
期の取組を進めていく。

（３）期間区分の考え方
【第 1 期】 ステップ 2 完了～初号機の使用済燃料プール

内の燃料取り出し開始まで（目標はステップ 2
完了から 2 年以内）

【第 2 期】 第 1 期終了～初号機の燃料デブリ取り出し開
始まで（目標はステップ 2 完了から 10 年以内）

【第 3 期】 第 2 期終了～廃止措置終了まで（目標はステッ
プ 2 完了から 30 ～ 40 年後）

※ ステップ 2 完了：放射性物質の放出が管理され，放
射線量が大幅に抑えられているという目標達成完了

（2011 年 12 月）
2013 年 8 月現在，第 1 期の作業中であり，4 号機使用

済燃料プール内の燃料取り出しを 2013 年 11 月までに開
始することにより，半年以内に第 2 期へ移行する予定で
ある。第 2 期以降の各作業は技術的にも一層多くの課題
があり，段階的に工程を進めていくことが必要となる。
このため，次工程へ進む判断の重要なポイントにおい
て，追加的に必要となる研究開発や，工程又は作業内容
の見直しも含めて検討・判断することとしており，これ
を判断ポイント（HP）として設定している。

2．ロードマップ改訂の主要なポイント
ロードマップ改訂の主要なポイントは以下の通り。
⑴ 号機毎の状況を踏まえたスケジュールの検討（第 4
図，第 1 表）

　・号機毎の状況を踏まえたスケジュールを検討
　・ 燃料取り出し・デブリ燃料取り出しにつき，複数

のプランを準備
　・ 初号機の燃料デブリ取り出し開始目標の前倒しを

第 1図　至近の水質測定結果（抜粋）（単位：Bq/ℓ）

第 2図　緊急対策（汚染エリアの地盤改良等）

第 3図　抜本対策概要図（海側・山側遮水壁，サブドレン）
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検討し，これを踏まえて研究計画を見直し
⑵ 地元をはじめとした国民各層とのコミュニケーション
　・ 地元関係者への情報提供・コミュニケーションの

強化を図る観点から，「廃炉対策推進会議福島評
議会（仮称）」を設置。

⑶国際的な叡智を結集する体制の本格整備
　・ 研究開発運営組織に助言する国際顧問の登用，国

際連携部門の設置や海外各分野の専門家からなる
国際廃炉エキスパートグループの設置

3．燃料ならびに燃料デブリ取り出し計画
（１）1号機

【プラン①】
建屋カバーを改造し，オペレーティングフロア上に燃

料取り出し作業のための燃料取扱設備を設置し燃料を取
り出す計画。燃料デブリ取り出しは，建屋カバーを撤去
後に本格コンテナを設置し実施する。
【プラン②】

建屋カバーの改造が実施できない場合に，燃料取り出
しに必要な機能を持たせた上部コンテナを設置して燃料
を取り出す計画。その後，上部コンテナを改造し，燃料
デブリ取り出しに必要な機能を持たせた上で燃料デブリ
を取り出す。
【プラン③】

建屋カバー改造の成立性，原子炉建屋耐震安全性の評
価結果，コンテナの設計条件の整備において，プラン①
とプラン②が成立しない場合の計画。

＜プラン①～③を決める HP ＞
（HP1-1） 燃料取り出し計画，燃料デブリ取り出し計画

の選択（2014 年度上半期）
燃料取り出し計画，燃料デブリ取り出し計画は，上部

コンテナ及び本格コンテナを設計する上で必要となる条
件の検討を進めるとともに，建屋カバー改造の成立性，
原子炉建屋の耐震安全性の評価結果を踏まえ決定する。

＜燃料デブリ取り出し開始の時期を判断する HP ＞
（HP1-2）燃料デブリ取り出し方法の確定

第 4図　燃料ならびに燃料デブリ取り出し計画（2 号機の例）

第 1表　号機毎のスケジュール（最速プラン）

641



日本原子力学会誌，Vol.55，No.11（2013）

解説（髙儀）

（ 30 ）

1 号機の燃料デブリ取り出し設備設置が可能となるよ
う，燃料デブリ取り出し工法・装置の開発を行い，プラ
ン①においては 2020 年度下半期，プラン②においては
2019 年度上半期，プラン③においては 2020 年度下半期
までに取り出し方法を確定する。
（２）2号機

【プラン①】
除染・遮へいによりオペレーティングフロアの線量を

低減した上で，既存の燃料取扱設備の復旧を行い，燃料
デブリ取り出しは，原子炉建屋内に燃料デブリ取り出し
装置を設置して行う計画。
【プラン②】

オペレーティングフロアの除染と既存燃料取扱設備の
復旧が成立しない場合に，燃料取り出しに必要な機能を
持たせた上部コンテナを設置して燃料を取り出す計画。
【プラン③】

オペレーティングフロアの除染，既存の燃料取扱設備
の復旧及び原子炉建屋の耐震安全性の評価結果及びコン
テナの設計条件の整備において，プラン①とプラン②が
成立しない場合の計画。

＜プラン①～③を決める HP ＞
（HP2-1） 燃料取り出し計画，燃料デブリ取り出し計画

の選択（2014 年度上半期）
燃料取り出し計画，燃料デブリ取り出し計画は，上部

コンテナ及び本格コンテナ設計条件の整備を進めるとと
もに，オペレーティングフロアの汚染状況調査，燃料取
扱設備の復旧可能性及び原子炉建屋の耐震安全性の評価
結果を踏まえ決定する。

＜燃料デブリ取り出し開始の時期を判断する HP ＞
（HP2-2）燃料デブリ取り出し方法の確定

2 号機の燃料デブリ取り出し設備設置が可能となるよ
う，燃料デブリ取り出し工法・装置の開発を行い，プラ
ン①においては 2018 年度上半期，プラン②においては
2018 年度上半期，プラン③においては 2021 年度上半期
までに取り出し方法を確定する。
（３）3号機

【プラン①】
使用済燃料プール内の燃料を燃料取り出し用カバーに

設置された燃料取扱設備を用いて取り出し，その後，当
該カバーを改造し，燃料デブリを取り出す計画。
【プラン②】

プラン①において，燃料取り出し用カバーの改造が耐
震性，施工性の面で成立しない場合の計画。

＜プラン①，②を決める HP ＞
（HP3-1） 燃料デブリ取り出し計画の選択（2015 年度上

半期）
燃料デブリ取り出し計画は，耐震性，施工性の観点か

ら燃料取り出し用カバーの改造の成立性を検討し，その
結果を踏まえ決定する。

＜燃料デブリ取り出し開始の時期を判断する HP ＞
（HP3-2）燃料デブリ取り出し方法の確定

3 号機の燃料デブリ取り出し設備設置が可能となるよ
う，燃料デブリ取り出し工法・装置の開発を行い，プラ
ン①においては 2019 年度下半期，プラン②においては
2019 年度下半期までに取り出し方法を確定する。
（４） 使用済燃料プールからの燃料取り出しに係る 

ステップ
使用済燃料プール内の燃料取り出しについては，ま

ず，①原子炉建屋上部のガレキを撤去し（4 号機は完了，
3 号機は実施中），②原子炉建屋を覆うカバー（又はコン
テナ），プール燃料取り出しに必要な設備を設置する（4
号機は設置作業中）。併行して，③使用済燃料プールか
ら取り出した燃料を共用プールに移送するため，共用
プール内に貯蔵している燃料を乾式キャスク仮保管設備
に搬出し，空きスペースを確保する。その後，④使用済
燃料プールから取り出した燃料の健全性を確認した上
で，輸送容器に装荷し搬出する。
（５）燃料デブリ取り出しまでの作業ステップ
燃料デブリ取り出しは，燃料デブリを冠水させた状態

で取り出す方法が作業被ばく低減の観点から最も確実な
方法であると考えられる。作業ステップを見越して，原
子炉格納容器水張りに向けた調査・補修，燃料デブリの
調査等に加え，燃料デブリの取り出し・収納・保管に必
要な技術開発等を進める。

なお，過酷な事故の影響を受けた原子炉格納容器の上
部まで冠水させるための技術は，多段階で難しい課題を
抱えており，原子炉格納容器上部まで冠水することが困
難となる場合も想定される。このため，原子炉格納容器
に水を張らずに燃料デブリを取り出す代替工法について
も併せて検討を進めていく

４．  中長期ロードマップの実現に必要な他の 
具体的計画

（１）循環ラインの縮小／小循環ループ化
現状，循環注水ライン（大循環）により滞留水の処理及

び注水を実施しており，循環注水ラインの信頼性向上を
継続するとともに，燃料デブリ取り出し及び建屋内の滞
留水処理の完了を見据え，建屋外での汚染水の漏えいリ
スクを低減するために，小循環ループの実現を図る。
（２）陸側遮水壁の設置
凍土方式による陸側遮水壁を設置することで，地下水

の流れを遮断し，建屋内への地下水の流入を抑制する。
今後，凍土方式による陸側遮水壁の概念設計等を進めて
いく中で，技術的な課題の解決状況を検証していく。
（３）タンク増設計画
地下水の流入抑制策を取ったとしても一定程度増加す

る汚染水を十分に貯蔵できるよう，中長期で必要とされ
るタンク容量を見通し，増設計画を策定する。
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2016 年度中に 80 万 m3 に増設する計画の検討を進め
るとともに，汚染水処理に向けた各対応策が機能しない
場合に対応できるよう，対応策の進捗を見定めつつ，柔
軟に増設計画を見直し，運用していく。
（４）放射性廃棄物管理
固体廃棄物の保管管理を行う上では，敷地内の有効利

用，管理のしやすさ，処理・処分の負荷を低減する観点
等から，発生量をできるだけ少なくすることが重要であ
る。そのため，「持込抑制＞発生量最小化＞再使用（リ
ユース）＞リサイクル」という優先順位に従った発生量低
減対策により継続的に廃棄物発生量の低減を図ってい
く。また，処理・処分方法の検討のため，性状把握，分
析手法等の研究開発を推進していく。
（５）原子炉施設の廃止措置計画
事故の影響により残存設備の利用範囲や発生する廃棄

物の種類や量が，通常の原子力施設の廃止措置と異なる
ことから，最終的な形態を念頭に置いた廃止措置の安全
確保の考え方については，広く国内外の事例を参考に整
理し，合理的な廃止措置シナリオを検討・立案する。併
せて，立案したシナリオを念頭に置いた安全規制上の対
応のあり方と，今後必要となる制度化に向けた道筋につ
いても論点を整理する。

５．研究開発と人材育成，国際協力
燃料デブリ取り出し等の工程前倒しに伴い，個別の研

究開発計画について，現場作業の工程や他の研究開発プ
ロジェクトの工程との関連性も考慮して検討した結果，
必要となる見直しを行った。

また，研究開発を一元的にマネジメントする研究開発
運営組織「技術研究組合　国際廃炉技術研究開発機構

（IRID）」を設立した。本組織に対し助言を行う国際顧問
を登用すること，国際廃炉エキスパートグループを設置
することにより，国内外の研究機関・関係者との連携を

強化することを検討している（第 5図）。
さらに，中長期的視点での人材育成に関する重点分

野，中核拠点を選定し，国・JAEA・民間が連携して人
材育成を推進していく。

Ⅳ．おわりに

避難されている住民の皆様の一刻も早いご帰還を実現
し，地域及び国民の皆様の不安を解消するためにも，政
府，当社を中心とする関係機関は，適切な協働体制の
下，中長期ロードマップに基づき，廃止措置等に向けた
中長期の取組を着実に進めていく。

併せて，今後の現場状況や研究開発成果等を踏まえ，
廃炉対策推進会議において本計画の進捗状況を確認・公
表するとともに，定期的に見直すことなどを通じ透明性
の確保・向上を図る。

－参 考 文 献－
1） 「福島第一原子力発電所・事故の収束に向けた道筋」の進捗状

況（2011 年 12 月 16 日）：原子力災害対策本部，政府・東京電
力統合対策室．

2） 東京電力㈱福島第一原子力発電所 1 ～ 4 号機の廃止措置等に
向けた中長期ロードマップ（2011 年 12 月 21 日制定，2012 年
7 月 30 日改訂）：原子力災害対策本部，政府・東京電力中長
期対策会議．

3） 東京電力㈱福島第一原子力発電所 1 ～ 4 号機の廃止措置等に
向けた中長期ロードマップ（2013 年 6 月 27 日改訂）：原子力
災害対策本部，東京電力福島第一原子力発電所廃炉対策推進
会議．

第 5図　研究開発体制の強化

髙儀省吾（たかぎ・せいご）
東京電力㈱

（専門分野／関心分野）
原子力発電所の建設，保守，運営管理等

 著 者 紹 介 
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Ⅰ．はじめに

原子力発電所における津波に関するリスク分析とそれ
を踏まえた対策は，土木技術者を中心に事故前から行わ
れてきたが，設計段階から外的事象を起因とする共通原
因故障への配慮が不足し，福島原子力事故を防ぐことが
出来なかった。また，国内外から学ぶプロセスも十分で
はなかった。

一方，事故発生後の発電所員を中心とした対応は過酷
を極め，一人ひとりは全身全霊を傾けて収束に当たった
が，ハード，ソフト両面の準備が不十分であり，結果を
残すことができなかった。

以下，津波高さ想定と事故対応の経緯を振り返ること
を通じ，事故の人間面，組織面の背景要因を分析すると
ともに，それを踏まえて策定された原子力安全改革プラ
ンの内容について紹介する。

Ⅱ．津波高さ想定の経緯に関する振り返り

今回の巨大津波を事前に予測すること，あるいは，津
波高さの想定自体が不十分なデータに基づく不確かなも
のであることを認識した上で，最低限の防護措置をプラ

解説

福島原子力事故の人間面・組織面の教訓と
原子力安全改革の取り組み
事故を防ぐことはできたのか？

東京電力㈱　川野　晃

2013 年 5 月 21 日，国際原子力機関（IAEA）の主催した専門家会議に参加し，福島原子力事
故の人間面・組織面にフォーカスした発表を行った。その中で，「巨大な津波を予測すること
が困難であったという理由で，今回の事故の原因を天災として片づけてはならず，人智を尽く
した事前の備えによって防ぐべき事故を防げなかった」との当社の基本スタンスを明確にする
とともに，改めて事故を振り返り，「巨大津波は本当に予測できなかったのか」，「事故を防ぐ
ために事前に何らかの対策を取ることは出来なかったのか」，「より効果的な事故対応を取るこ
とは出来なかったのか」を問い直し，それらを基に，2 度とこのような事故を起こさないため
に何をなすべきかについて述べ，大きな反響を得た。発表内容は，当社が本年 3 月 29 日に公
表した「福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラン」に沿ったものであり，本稿ではそ
の概要について紹介する。

ント側で講じることは，本当に不可能であっただろう
か。当時の原子力経営層にとって，シャープに判断する
には難しい面があったと推察するが，同時に「安全を最
優先し，保守的な意思決定を実行する意識をより強く
持っていれば，必要最低限の対策は取れたのではない
か」，「原子力発電所を運営する組織としては，そのよう
な判断ができる強靭さを持ち合わせるべきではなかった
か」という思いが浮かび上がってくる。以下，津波高さ
の評価に関する歴史的な経緯を振り返り，こうした問題
意識をベースに，事故の根本原因分析により問題点の抽
出を行う。
1．経 緯
福島第一原子力発電所における津波高さは，設置許可

の申請段階においては，明確な基準もなかったことか
ら，既往の最大津波として 1960 年に発生したチリ津波
を設計条件として想定（小名浜港工事基準面（O.P.）
+3.122m）した。

1993 年北海道南西沖地震（津波），1995 年兵庫県南部
地震を契機に，防災強化の気運が高まり，津波に関して
も，原子力発電所の一層の安全性向上の観点から，土木
学会は 2002 年 2 月，新しい津波評価手法を「原子力発電
所の津波評価技術」としてまとめた。この評価手法は，
過去最大の津波を参照しつつ，予測の過程で介在する
種々の不確定性を考慮したもので（ただし，空白域にお
ける津波波源の存在に関する不確定性は考慮していな

Lessons of TEPCO’s Fukushima Accident from Human and 
Organizational Aspects and Challenge for Nuclear Safety 
Reform: Akira KAWANO.
　（2013 年  8 月 30 日  受理）
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い），過去最大津波高さの約 2 倍の評価結果が得られる
程度の保守性を有すると考えられた。この手法により，
福島第一原子力発電所では設計条件を +5.4 ～ 5.7m に見
直し，ポンプのかさ上げ，建屋の水密化等必要な対策を
実施した。この時点で，本評価技術の枠内においては，
過去に大規模な津波が発生した記録がないこと等から，
福島県沖の日本海溝沿いには津波波源を想定していな
かった。

一方，同年 7 月に，国の地震調査研究推進本部（以下，
「地震本部」）が「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の
長期評価について」を公表し，三陸沖北部から房総沖の
日本海溝沿いのどこでもマグニチュード 8.2 級の地震が
発生する可能性があるとの見解を明らかにした。公表さ
れた内容に具体的な津波の波源モデルについては示され
ていないが，過去に経験のない福島県沖の日本海溝沿い
でも，実際に大きな津波が発生するとなれば，福島第
一，第二両原子力発電所の設計条件となる津波高さが増
すことは容易に想像される。このような中，土木学会で
は 2003 年より，津波の確率論的評価手法の検討が開始
されるが，津波波源を推定するためのデータが少ないと
いう限界が認識され，決定論に基づく後述の試計算も
2008 年まで行われなかった。

一方，国の一般防災を担当する中央防災会議におい
て，日本海溝沿いなどの地震について 2003 年末から
2006 年初頭まで 2 年数ヶ月にわたる審議を行っている
が，地震本部の長期評価に記載されている福島県沖等の
プレート間地震については近い将来発生する可能性が低
いものとして，検討された上で除外されている。また，
この時期，研究者の間では福島沖の日本海溝沿いの津波
地震については，必ずしも意見の一致は得られていな
い。このような状況ではあるものの，今振り返ると，こ
の時期が対策を検討し，迅速に何らかのアクションを取
る最初のチャンスであった。

2006 年 1 ～ 7 月，原子力安全・保安院（当時）では，
米国での内部溢水の検討や 2004 年 12 月のスマトラ島沖
津波の知見を受けて，溢水勉強会（外部溢水では，建屋
設置レベル＋ 1m の津波が継続することを前提にプラン
ト設備への影響を評価）が開催され，当社も協力要請さ
れオブザーバとして参加した。この時期，本店に駐在し
た研修生が，この溢水勉強会での検討内容も踏まえ，福
島第一 5 号機を代表として想定を超える段階的な津波高
さに応じた影響と対策について評価した。提案された対
策の中には，有効なものも含まれていたが，土木学会の
評価手法は十分な保守性を有していると考えていたた
め，当時の原子力経営層が具体的にその成果を取り上
げ，検討を指示することはなかった。

2006 年 9 月，耐震指針の改訂に伴い，新たな設計基
準地震動を用いた耐震安全性の再評価（耐震バック
チェック）が開始された。2007 年 7 月，新潟県中越沖地

震が柏崎刈羽原子力発電所を直撃し，それまでの評価で
活断層としていなかった断層が震源であったこと等もあ
り，同評価は一旦停滞したが，その後，新潟県中越沖地
震の知見も踏まえた調査や検討を再開した。耐震バック
チェックの最終報告書では，津波についても最新の知見
を踏まえた評価を行うことが求められており，津波の波
源モデルはないものの，地震本部の長期評価を何らかの
形で反映することを求められると考えられたことから，
2008 年 3 ～ 7 月，地震本部見解を踏まえた社内検討と
して，北方に位置する明治三陸津波を仮の波源モデルと
した試計算（三陸沖の同モデルを機械的に福島沖に移動
し解析）を行ったところ，最大で 15.7m の津波高さを得
た（第 1図参照）。同年 6 ～ 7 月，津波を防ぐための防
潮堤の建設費用（数百億円）や周辺区域への影響等につい
て概略検討された。社内検討においては，試計算の結果
の信頼性についても議論されたが，当時使用していた土
木学会の津波評価手法も十分な保守性を有しており，原
子力発電所の安全性は担保されているものと考えられて
いた上，福島県沖の波源モデルについて，技術的な妥当
性が確認できないことから，福島県沖の津波波源モデル
の扱いについて，2009 年 6 月，土木学会へ審議を依頼
した。今振り返ると，この時も，2011 年 3 月 11 日より
前に，何らかの対策を講ずるチャンスであった。結果的
には，想定を超える津波が来襲した場合全電源とヒート
シンクの喪失から炉心溶融に至る可能性を認識した上で

第 1図 　地震本部の提言を受けた試計算

645



日本原子力学会誌，Vol.55，No.11（2013）

解説（川野）

（ 34 ）

組織横断的に十分な議論を尽くすには至らなかった。
津波高さの試計算から 2 年後の 2010 年 8 月，土木学

会の審議結果を待ってから対策を検討するのでは，耐震
バックチェックの対応工程に影響が出ることを懸念した
土木技術者の提言により，原子力部門内に津波対策ワー
キンググループが設けられ，津波の影響を低減するため
の対策の本格的な検討に着手したが，結論を得るまでに
は至らなかった。

以上の通り，発電所建設後も新たな知見を踏まえて，
津波高さ想定に関する様々な改善が図られてきている
が，2002 年の土木学会の津波評価技術が定まった以降
は，有効な対策を検討する機会があったにもかかわら
ず，肝心な最後の一歩を踏み出す決断がなされなかっ
た。土木学会の検討だけに頼らず，自ら必要な対策を考
えてバッテリー室の止水や予備電源の準備等の対策を
取っていれば，今回の東北地方太平洋沖地震津波に対し
ても一定レベル以上の影響緩和が図られ，大量の放射性
物質の放出という最悪の事態を防げた可能性がある。
2．根本原因分析
当時の組織の考え方，行動を振り返り，何が問題で，

その背後要因は何であったのか，また，どのような改善
を行えば適切な行動が取れたのか，という視点に立って
根本原因分析を行った。「安全意識」，「技術力」，「対話
力」の観点から，以下に示すような事故を未然に防ぐ上
での問題点が認識された。
「安全意識」

○ 旧原子力経営層は，津波のデータは高々 400 年程度
しかない限られたもので，それに基づく予測の不確
実性は大きいことを認識した上で，安全性を重視
し，積極的に対策を実施する姿勢，保守的な意思決
定を行う姿勢が不足した。

○ 具体的には，津波を直接防ぐ防潮堤等の検討（深層
防護の第 1 層）にとどまり，事故発生時の対応手段，
および，事故状況の緩和手段（深層防護の第 3 層と
第 4 層）の増強対策を講ずる姿勢が不足した。

「技術力」
○ 旧原子力経営層は，土木学会の判断に依存し過ぎ，

自ら検討を深めて判断する姿勢が不足した。
○ 実務レベルにおいても，土木学会の評価手法の特徴
（福島沖の日本海溝沿いに波源がないことを保証す
るものではないこと，および，波源モデルの設定次
第で結果が大きく変わること）に対する配慮が十分
ではなかった，あるいは，費用対効果が大きく，短
期で実施可能な対策を立案する柔軟な発想が足りな
かった。

「対話力」
○ 過剰な対策を求められることを恐れ，リスクを踏ま

えた津波対策の必要性について，率直に，立地地域
や規制当局とコミュニケーションを図る姿勢が不足

した。

Ⅲ . 事故対応の経緯に関する振り返り

福島第一原子力発電所における事故復旧活動は過酷を
極めた。事故当日だけでもマグニチュード 5.0 以上の余
震が 150 回以上も発生し，津波警報が継続する中，中央
制御室では，プラント状態が把握できず，連絡手段が限
られ，暗闇の中，恐怖と絶望が交錯した。その中でも，
運転員は自ら最低限の安全ルールを定め，状況把握とバ
ルブ操作のために現場に向かった。発電所緊急時対策本
部（ERC：Emergency Response Center）のある重要免
震棟では，事故発生直後，700 名近い所員および関係者
を収容し，水や食料が不足，便所の機能維持が困難を極
め，睡眠不足による疲労が重なる中，軽重様々な情報が
飛び交い，冷静な判断が難しい状況に陥った。事故現場
の所員は極限の努力をもって事態の収拾にあたったが，
不十分な体制・資機材の下では対応に限界があり，1 ～
3 号機の炉心溶融，それに続く大量の放射性物質の外部
への放出を防ぐことはできなかった。以下，過酷事故や
複数号機の同時被災を想定し，実践的な訓練や資機材の
準備をしていれば，事故対応でもその影響を少しでも緩
和できたのではないかとの問題意識から，1 号機と 3 号
機における事故進展の転換点を振り返り，事故の根本原
因分析により問題点の抽出を行う。
1．1号機非常用復水器の機能停止の経緯
1 号機では，津波到達以降，短時間で炉心溶融へと進

展している。全電源喪失の状況下で，原子炉の冷却を担
う設備のうち，非常用復水器（IC：Isolation Condenser）
の機能不全は事故の進展に大きな影響を与えた。事故の
主たる状況が解明された現在から見れば，炉心溶融を防
ぐ唯一の手段は，被ばく低減措置をできる限り施した上
で，原子炉建屋の 4 階にかけ上がり，IC の内側隔離弁

（格納容器内部）の開状態維持を期待し，外側隔離弁を手
動で開くことであった（第 2図参照）。

津波警報が継続し，命を失う危険性のある現場に調査
に行かせることははばかられる状況であり，線量も不明
な IC の現場に一目散に向かうことは困難であったと考
えられるが，それでもなお，なぜ IC に対して最優先で
状態の確認や再起動等の対応作業を行うに至らなかった
のか，聞き取りと記録調査を元に分析したところ，以下
の問題点⑴～⑶が明らかになった。

⑴ 　発電所 ERC は，必ずしも確かとは言えない情報
が交錯する中，格納容器内の圧力が異常に高いこと
を確認した 3 月 11 日深夜までの間，IC は作動して
いると考えていた。

問題点⑴の背景として，主に以下の情報共有の実態
が，発電所 ERC の幹部の行動と思考に影響を与えたと
考えられる。

○  16 時 44 分，発電所 ERC の発電班（中央制御室の
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運転操作支援を担当）の要員が原子炉建屋壁面にあ
る IC 蒸気配管から蒸気がモヤモヤ出ていると報告
したこと

○ その後，IC からほとんど蒸気が出ていないのを見
た人がいるものの，その状況が発電所 ERC で明確
に伝わるよう，IC の動作状況確認を目的として写
真を撮るなど組織的な情報収集までは行われなかっ
たこと

○  18 時 25 分，中央制御室から IC の外側隔離弁を閉
じたとの報告が，発電所 ERC 幹部に伝わらなかっ
たこと

○  21 時 半， 水 位 計 の 指 示 が 回 復 を 示 し
（TAF+200mm：，後に誤った指示値であったと認
識），他に比較するものがなく，この値を信じてし
まった。一方，16 時 42 分から 17 時にかけて，一
時的に回復した水位計の指示が低下していることが
確認され，それを元に技術班（プラント情報に基づ
く安全面の分析を担当）が 18 時頃に水位が炉心頂部
まで低下すると予測している。

それでは，このように情報がはっきりとつかめない状
況下において，なぜ，誰かが，大きな声で，「IC の運転
状態は実際どうなっているのか？」と確認の声をあげ，
何らかのアクションを取るに至らなかったのだろうか。
背景として，さらに以下の問題点が考えられた。

⑵ 　発電所 ERC の幹部メンバーは，6 プラントが同
時並行で事故進展する中，通報や外部への対応にも

煩わされ，各号機に対する最善の策を落ち着いて考
える余裕がなかった。

⑶ 　発電所 ERC の幹部メンバーの多くが，IC の機能
の細部を把握していなかった。運転員自身も IC の
実作動状態について，先輩運転員等から伝え聞いて
いたが，自身がサーベランス等で実体験していない
ことから，他の所員とコミュニケーションを通じて
情報共有する状態にまでは至らなかった。

その他，発電所 ERC の幹部メンバーは，2 号機原子
炉隔離時冷却系（RCIC：Rector Core Isolation Cooling 
System）の作動状況および原子炉水位が把握できず，2
号機の方が危機的状況にあると考えていたこと等も，判
断に影響を及ぼしたと振り返ることができる。
2．3号機注水機能の喪失の経緯
3 号機は，津波到達後も直流電源が使用可能であった

ことから，初めに RCIC，次に高圧注水系（HPCI：High 
Pressure Core Injection System）による原子炉冷却が行
われた。しかし，3 月 12 日深夜には，HPCI タービン回
転数が運転許容範囲を下回り，さらに低下傾向を示して
おり，タービンが損傷し，蒸気が漏洩する懸念があった
こと，HPCI の吐出圧力が原子炉圧力と同程度となり，
注水していない状況となったことから，HPCI を停止し，
その時作動状態にあったディーゼル駆動消火ポンプ

（DDFP：Diesel/Driven Fire Protection Pump）による
原子炉注水に切り替えようとした。その際，中央制御室
における主蒸気逃がし安全弁（SRV）の状態表示灯は点

第 2図　津波襲来後の 1 号機の状況
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灯しており，操作電源はあり開操作可能，すなわち，原
子炉は速やかに減圧できると考えた。しかし，実際には
減圧操作ができず，その後バッテリーを持ち込む等して
減圧，DDFP への切り替えを行うこととなり，約 7 時
間にわたって注水が途切れた（第 3図参照）。なぜ早い
段階から減圧による低圧系への切り替えを行うことがで
きなかったのか，聞き取りと記録調査を元に分析したと
ころ，以下の問題点が明らかになった。

⑴ 　1 号機 IC の機能停止に関する分析でも明らかに
なった複数プラントへの対応と様々な外乱の問題

⑵ 　12 日午後の 1 号機の水素爆発により，仮設備敷
設作業（電源車を用いた電源復旧，消防車を用いた
原子炉注水機能復旧等）が滞ったこと，その背景に
爆発による精神的ショックの影響があったこと

 さらに大きな問題として，以下の問題点が考えられた。
⑶ 　原子炉注水の代替として消火系の DDFP（切り替

え先）に対する十分な信頼感（HPCI や RCIC と比較
して）がなかった（切り替えにためらいがあった）こと

問題点⑶の背景には，1 号機で DDFP が故障した実
績（3 月 12 日 午前 2 時頃から）があったこと，DDFP の
吐出圧は所定の圧力まで上昇しておらず，系統の信頼性
が確かでなかったこと，DDFP はタービン建屋の地下 1
階にあり，余震が引き起こす津波による被害の可能性，
燃料補給時の危険性が考えられたこと等があった。すな

わち，事故時の DDFP の使用については，様々な面で
十分な準備が整っておらず，発電所 ERC の幹部が切り
替えを迅速に判断するに十分な要因が揃わなかったと言
える。
3．根本原因分析
上記事故対応の実態分析から，「安全意識」と「技術力」

の両面から以下の問題点が認識された。
「安全意識」

○ 過酷事故や複数プラントの同時被災は起こらないと
いう思い込みから，訓練計画が不十分で，訓練が形
式的なものとなっていた。

○ 同様に，必要な資機材の備えが不足した。
「技術力」

○ 緊急時の復旧に必要な作業を自ら持つべき技術とし
て設定していなかったことから，当該作業を自ら迅
速に実施できなかった。

○ 過酷事故時においても計器類からプラント状態の情
報が入手可能という想定であったため，情報がない
状態におけるプラント状態の推定，それを踏まえた
対策の迅速な立案ができなかった。

○ 全電源喪失下における情報共有の仕組みが準備され
ておらず，訓練も不十分で，円滑な情報共有が図れ
なかった。

第 3図　津波襲来後の 3 号機の状況
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Ⅳ．原子力安全改革へのチャレンジ

1．原子力不祥事後の原子力再生活動
当社原子力部門は，2002 年に公表した「当社自主点検

記録に関する不正問題（炉内構造物点検記録の改ざん
等）」の際に，組織として抜本的に生まれ変わることを志
し，原子力再生活動を推進した。しかし，本活動は業務
品質の向上等，一定の成果を残したものの，結果的に
は，徹底した安全重視の考え方を組織全体に浸透させ，
今回の事故を防ぐことのできる実力を備えた強靭な組織
を構築するには至らなかった。

当時不祥事を引き起こすに至った背景要因を徹底的に
分析した結果，

○ 安全最優先の意識が組織全体に浸透しておらず，業
務の具体的なプロセスにも組み込まれていない

○自己満足に起因する組織内への閉じこもり
○学ぶ姿勢／疑問を呈する姿勢の欠如
○企業者倫理意識の欠如
○ 当社と協力企業間・本店と現場間のあいまいな役割

分担，不明確な責任と権限
○ 規制当局や立地地域との間で業務品質の向上を目指

した率直かつ合理的な議論を展開する機会が欠如
等の問題点が認識された。これらの問題点は，今回の事
故後に分析された背景要因との共通点が非常に多い。

これらを踏まえ，当社は，品質部門の強化と独立した
品質監査部門の新設，品質保証システムの構築，企業倫
理の強化，不適合管理システムの導入等，様々な方策を
取った。さらに，「世界最高水準の安全性と品質レベル
を有する信頼される原子力発電所」を構築すべく，変革
の土台となる個々の意識改革を進めるリーダシップ開発
研修（LDE: Leadership Development Exchange）と，組
織横断的に活動し 3 発電所共通のプロセス構築を目指し
た「業務プロセス改善活動」を 2 本の柱とした変革マネジ
メントの取り組みを，米国コンサルタントの支援を受け
ながら進め，実際スタートは順調であった。

LDE の期間は 2 週間，発電所および本店の第一線実
務者を対象とし，主に米国で実施した。研修内容は，変
革に必要とされるコミュニケーションと課題解決のスキ
ルを実地演習を通じて教授するもので，受講者は 2003
年以降，日本での実施分を含めると最終的に 900 名近く
に及び，意識面の土台は十分に構築されつつあった。ま
た「業務プロセス改善活動」は，LDE の受講生を中心に，
海外のベストプラクティスを参照しながら推進され，保
全や運転の業務を中心に一定の成果を残していった。

しかし反面，業務の 3 発電所共通化のための詳細な調
整に多くの時間が割かれ，その際に，活動計画を承認し
た経営層から共通化に向けた強いスポンサーシップとコ
ミットメントが得られず，活動者自身が徐々に疲弊して
いく悪循環が生まれた。LDE に対しても，経営層の関

与は徐々に少なくなり，受講生，あるいは，そのスキル
の積極的活用もされなくなっていく。各発電所は徐々に
独自の活動に多くのリソースを割くようになり，発電所
間の共通化や相互学習の試みは，スローダウンしていっ
た。経営層が当初の志を一貫して粘り強く貫く姿勢に欠
けていたこと，活動の成果等が目標通りに行かなくとも
責任を取ることがなかった点に問題があったと考えられ
る。今回の原子力安全改革プランの実行に当たっては，
原子力再生活動におけるこのような苦い経験を十分に踏
まえる必要がある。
2．原子力安全改革プラン
当社は 2012 年 9 月，「原子力改革特別タスクフォー

ス」を設置し，事故の本質的な背後要因を分析するとと
もに，それを踏まえた対策案を構築し，本年 3 月 29 日
に「福島原子力事故の総括および原子力安全改革プラン」
として公表した。

福島原子力事故を防げなかった背後要因は，事故の備
えが不足した負の連鎖が強固に組織内に定着していたも
のであり，これを解消するために複数箇所，同時に断ち
切るために，以下の 6 つの対策を実施する。第 4図に
負の連鎖とそれを遮断する 6 つの対策（ハサミ）を示す。

⑴ 　経営層からの改革（経営層の安全意識向上，原子
力安全文化の組織全体への浸透他）

⑵ 　経営層への監視・支援強化（内部規制組織の設置，
ミドルマネジメントの役割向上他）

⑶　深層防護提案力の強化
⑷　リスクコミュニケーション活動の充実
⑸　発電所および本店の緊急時組織の改編
⑹ 　平常時の発電所組織の見直しと直営技術力の強化
本稿で繰り返し述べてきているように，今回の改革の

中心は経営層，すなわち，対策の⑴と⑵にある。現時点
ではっきりと見えていないリスクに前もって手を打って
いくことは難しいチャレンジだが，経営層は自ら，内外
の情報にアンテナを高くし，組織内外とのコミュニケー
ションを通じて，相互に学びあい，疑問を呈することを
慣習とし，自ら先頭に立って行動と態度で示すことによ
り原子力安全文化の組織全体への浸透を図っていくこと
が必要である。対策⑴としては，既に，経営層に対する
原子力発電所の安全設計，防災，福島事故の経緯と教訓
に関する研修，原子力経営層による原子力安全改革プラ
ンに関する徹底討論，他産業訪問等を実施した。

対策⑵としては，5 月に原子力安全監視室を設置し，
室長には，英国から原子力安全の専門家であるクロフツ
氏を招聘した。同室では，当社の原子力部門が，世界最
高レベルの安全を実現できる組織に生まれ変わるよう，
世界のベストプラクティスを参照しながら，独立した立
場から，原子力安全に関わる活動を中心に監視・助言す
るとともに，原子力安全文化の組織全体への浸透に対し
ても支援する。
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エンジニアリング力と現場技術力の強化は，対策⑶と
⑹により行う。2002 年不祥事以降，国による安全管理
審査や保安検査等の規制が強化され，机上業務が増えた
一方で，それらの合理的な進め方の検討や他の業務のス
クラップが進まず，机上，現場の双方で，技術力の低下
が顕著に見られた。自らの頭で考えて設計し判断する能
力，自らの手を動かして現場のシステムや機器を直接扱
う能力を再構築する必要性は今回の事故からの教訓の大
きな部分を占める。対策⑶では，費用対効果の高い提案
を広く募る「安全性向上コンペ」をスタート，その他，国
内外の運転経験から学ぶプロセスの強化を図るととも
に，外的ハザード（自然現象，外部人為事象）の分析を具
体的に開始した。対策⑹では，安全強化のために設置し
た電源車や消防車の運転や設備診断業務，および，その
他直営技術力強化に関する訓練をスタートした。

対策⑷では，4 月にソーシャルコミュニケーション室を
設立し，リスクコミュニケータを約 30 名配置，リスクを
早い段階から明らかにし，規制当局，立地地域，メディ
ア，その他の関係者と共有し，技術力を背景に，事実に
基づいた率直な議論が展開できる土台を構築していく。

対策⑸では，今回の事故対応において，過酷な状況下
で混乱を極めた指揮命令系統に鑑み，本年 1 月から，
ICS（Incident Command System―米国等で標準的に採
用されている災害時現場指揮システム）の考え方に沿っ
た緊急時組織体制の整備を開始，3 月からおおむね ICS
の考え方に沿った組織を運用し，訓練を継続的に行って
いる。

Ⅴ．おわりに

津波は想定外であったが，事故は想定外でしたでは済
まされない。当社は原子力事業を運営していく責任を改
めて担わせていただくための条件として，想定外の事象
にも耐えられるハード面の強固な深層防護と，ソフト面
の柔軟な対応力を，双方とも一定レベル以上の余裕を
持って実現していく必要がある。これは事故を起こした
当事者としての使命であり，原子力安全改革プランはそ
のためのプランであると考えている。

プランの実行は，策定の何倍も難しい。福島原子力事
故の教訓から学び，本改革プランを確実に，また実効的
に進めることが，日本はもとより世界の原子力の安全性
向上に資するものと考えている。依然避難生活を余儀な
くされている住民の皆様のことを強く思いながら，覚悟
を持って推進していきたい。

－参 考 文 献－
1） 福島原子力事故調査委員会　福島原子力事故調査報告書（最

終報告書），平成 24 年 6 月 20 日，東京電力．
2） INPO 11-005 Addendum, August 2012, Lessons Learned 

from the Nuclear Accident at the Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Station.

第 4図　負の連鎖の遮断

川野　晃（かわの・あきら）
東京電力㈱

（専門分野）原子力発電所の設計，保守，
運営管理，国際関連業務，電気工学

著 者 紹 介
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Ⅰ． はじめに 
敷地内断層に関わるこれまでの経緯

東通原子力発電所では，1970 年代から 1998（平成 10）
年の設置許可時までに，ボーリング調査（369 孔，総延
長約 39,900m），試掘坑調査（約 3,700m）およびトレンチ
調査（58 カ所）を実施し，敷地内に主要断層として 10 本
の断層があることを確認している。一方，後期更新世

（約 12 万～ 13 万年前）の地層にずれや撓み等の変状とい
う現象（詳細後述）が認められるものの，これらの変状は
局所的であり，系統的に連続しないこと等を踏まえて，
当社は，東通原子力発電所敷地内の主要な断層は地震を
引き起こすような活断層ではないと評価し，東通 1 号機
の原子炉設置許可申請をしている。1996 年 8 月から 2
年間にわたって行われた国による安全審査においても同
様の評価が示され設置許可が下りたことから，東通 1 号
機は 1998 年 12 月に着工，2005 年 12 月に営業運転を開
始している。

2006 年 9 月に原子力発電所の耐震設計審査指針が改
訂され，国は，既存の原子力発電所にも新しい指針に照
らした地質調査や，その結果に基づいた発電所に影響の
ある活断層の評価等をあらためて行う耐震バックチェッ
クの実施を事業者へ指示した。耐震バックチェックにお
いて，当社は，東通原子力発電所の敷地内断層は地震を
引き起こすような活断層ではないと評価し，2008 年に
耐震バックチェック中間報告書を国へ提出した。その
後，「敷地内断層についてあらためて調査を行うべき」と

解説

東通原子力発電所 敷地の地質・地質構造
敷地内断層に関する評価の現況

東北電力㈱　坂東 雄一

東通原子力発電所の敷地内には，比較的連続性の良い 10 本の正断層が認められている。原
子炉設置許可申請に係る安全審査では，敷地内断層について活動性はないとの判断がなされ原
子炉設置の許可を得ている。原子力規制委員会の有識者会合では，敷地内断層は活断層の可能
性があるとの見解が示されており，審議は継続中である。本稿では，当社がこれまで行ってき
た地質調査の概要を紹介し，敷地内断層の活動性について考察する。

いう国の審議会での意見を踏まえ，当社は，2012 年 7
月から自主的に追加の地質調査を実施し，2012 年 11 月
にその実施状況を報告した。その間，国では，原子力安
全・保安院および原子力安全委員会の事務業務等を一元
化し，原子力規制委員会が 2012 年 9 月に発足した。耐
震バックチェックに係る審議，特に敷地内断層の活動性
評価に関しては，原子力規制委員会内に設置された会議
体「東通原子力発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識
者会合」（島﨑委員長代理に有識者 4 人を加えた計 5 名で
構成）に引き継がれた。2012 年 12 月 13 ～ 14 日には現
地調査が行われ，現在までに「東通有識者会合」は計 6 回
開催されている。

Ⅱ．敷地の地質・地質構造

1．敷地の地質構造の概要
東通原子力発電所は青森県下北半島脊梁部の太平洋側

に位置する。敷地周辺の地質は，下位から新第三系中新
統の砂岩，泥岩を主体とする猿ヶ森層，玄武岩質～安山
岩質の凝灰角礫岩を主体とする泊層，砂岩，泥岩，軽石
凝灰岩を主体とする蒲野沢層および中部更新統～上部更
新統の段丘堆積物からなる。

敷地の新第三系は，泊層上部層分布域に地塁状をなし
て泊層下部層が分布し，半地溝状～地溝状をなして蒲野
沢層が分布する。これらの境界をなす主要な断層として
F-1 断層～ F-10 断層が認められる（第 1図）。主要な断
層は主に，NNE-SSW 方向で比較的連続性が認められ
る変位量の大きな高角度の正断層である。原子力規制委
員会の有識者会合では，これらの一部の断層について，
活断層の可能性を否定できないとの見解がまとめられて
いる。

Geology and Evaluation of Faults in the Site of Higashidori 
Nuclear Power Plant: Yuichi BANDO, Tadashi MIWA, Yuji 
TORIGOE, Shuichi HASHIMOTO.
　（2013 年 8 月 14 日 受理）
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2．第四系の変状
敷地内断層または新第三系の岩盤風化部を被覆する第

四系の一部には，第 2図に示すような，第四系基底面
の小規模な段差，破砕部粘土の第四系への注入，第四系
中の小段裂および撓み等の変状が認められ，これらを第
四系変状と呼んでいる。

第四系変状の特徴としては，⑴主要断層およびその他
の断層における第四系変状の分布は限定的で，断層全体
にわたって変状は認められない（第 3図）。⑵第四系変
状は岩盤劣化部の幅あるいは厚さが大きい箇所に対応し

て認められる傾向がある。また，岩盤劣化部には膨潤性
粘土鉱物であるモンモリロナイトが周囲の地層に比べて
多量に含まれている。⑶第四系変状のずれの量は小規模
で，累積性は認められない。⑷第四系中の小断裂には，
正断層センスのものと逆断層センスのものが混在するこ
とがある。⑸変状が生じている小断層は，ごく浅部で消
滅し，地下深部に連続しないものが多い。⑹第四系変状
は断層のない箇所にも見られ，主として，上方への撓み
からなる。⑺変状の形成時期は限定的で，おおむね標高
の低い海側での形成時期は新しい傾向にある。

当社は，上記の特徴を考慮し，変状を発生させる成因
として，①地震動による受動変位，②熱水等の圧入，③
凍結・融解作用，④活断層による変位・変形の可能性を
検討した。その結果，これらの成因では敷地内に見られ
る第四系変状が発生するとは考えにくく，第四系変状
は，地表付近の断層破砕部，その近傍の劣化部および風
化変質による劣化部に関係して形成されたものと考える
のが最も合理的であると評価している。形成メカニズム
としては，岩盤の劣化部（割れ目が多く発達，または風
化に伴う軟質化した部分等）の一部が，敷地内の地下水
位の変化に伴う吸水等によって体積膨張し，第四系の地
層に変状を生じさせていると考えられる。

なお，東通原子力発電所の変状に似た事例が海外でも
報告されており，詳細について調査・検討を進めている
ところである（詳細後述）。

第 1図　敷地地質構造図（原子力規制庁 HP1）（p.6）参照）

第 2図　第四系変状の例
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Ⅲ．敷地内断層の活動性評価

当社は，以下の点から，敷地内断層が少なくとも中位
段丘面形成期以降の活動性はないと判断している。

・ 断層の活動を示唆するリニアメントや段丘面内の連
続性を有する高度不連続等は認められない。

・ 主要断層の形成時期は，東北日本の構造発達史，断
層の形態等から新第三紀鮮新世以前と考えられる。

・ 正断層の形態・地質分布が明瞭であり，逆断層とし
て反転した形跡は認められない。

・ 断層破砕部で確認される条線は高角のものが多く，
横ずれセンスを示唆する特徴は認められない。

・ 一部の断層破砕部は，新第三紀の熱水変質作用によ
りセピオライト，石英で充填され，固結・岩石化し
ており，断層自体が再活動したとは考えにくい。

・ 反射法地震探査結果から，主要な断層は，地下 500
～ 1,000m で緩傾斜となり，地下深部へ連続しない
ことから，敷地の断層は地震を引き起こすような断
層とは考えにくい。

主な論点について，詳細を下記に述べる。

1．敷地内断層の活動性（地下構造・深部固結）
当社は，敷地内の F-4 断層，F-5 断層，F-7 断層お

よび F-8 断層のボーリング調査において，破砕部の一
部が固結・岩石化していることを確認している。一方，

有識者会合による評価書案 2）では，「固結・岩石化につ
いては，断層活動後に破砕部が固結していく過程等を示
す客観的証拠が示されていないため検討が不十分であ
り，したがって，固結・岩石化を根拠に活動性を否定す
ることは困難」とされている。この評価書案の内容に対
し当社は，断層ガウジの再固結ではなく，中新世の熱水
活動等によって断層破砕部がセピオライト・石英に置換
され固結・岩石化しており，この固結・岩石化した部分
に，最近活動した痕跡が認められないことから，少なく
とも 500 万年前以降に断層が活動した根拠はないと評価
している。

なお，比較的データの少ない敷地南方を含めた敷地広
範囲において，断層破砕部の深部性状を確認する目的
で，ボーリング調査を実施中である。

反射法地震探査記録に基づく地下深部構造について，
当社は，敷地内の主要な断層は地下 500 ～ 1,000m で緩
傾斜となり地下深部へ連続しないことから，地震を引き
起こすような活断層とは考えにくいと評価している。一
方，有識者会合の評価書案には，「事業者による記録の
判読および地質構造解釈は不十分であるので，断層の地
下深部への連続を否定することは出来ない」とだけ記載
され，当社の見解を否定している。

なお，当社敷地を通り，下北半島を横断した広範囲の
地質構造データを取得するため，海上および陸上で地震
探査を実施し，現在，解析中である。

第 3図　第四系変状の分布（原子力規制庁 HP1）（p.68）参照）
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2．F-3 断層の活動性（横ずれ）
敷地内の主要な断層のひとつである F-3 断層の活動

性について，有識者会合による評価書案では，「後期更
新世以降（約 12 万～ 13 万年前以降）に活動した活断層で
ある可能性が否定できない」とされている。その主な根
拠として，⑴断層を被覆する M1 面段丘堆積物（約 12 万
～ 13 万年前）に花弁構造（フラワーストラクチャー）に類
似した小亀裂が認められることから，横ずれに特徴的で
ある，⑵ F-3 断層を被覆する海成の砂礫層が断層沿い
の基盤中に深く落ち込み，この断層に取り込まれた扁平
礫の長軸が断層に平行に並ぶように配列している構造が
あり，横ずれの動きを示唆することを挙げている。この
評価書案の内容に対し当社は，敷地内には第四系基底面
に断層のない箇所でも溝状に削剥され，上位の堆積物が
くさび形～不規則形の断面形状で落ち込んでいる箇所が
多々確認されており，軟質な破砕部では差別侵食により
深い溝が形成され，礫がこの窪みを埋めるように堆積し
た可能性があると判断している。また，花弁構造に類似
した小亀裂が認められるとの指摘には，敷地から延伸す
る断層について，敷地北側に隣接する東京電力㈱が実施
した水平掘削面調査（トレンチにおいて上から順に水平
スライス掘削を行い，その都度地質の詳細観察を行う調
査）の結果 3）から，横ずれの変位は認められないと考え
ている。

東京電力㈱の調査報告によると，⑴水平面において横
ずれの変形構造に特徴的なせん断層の雁行配列は認めら
れない，⑵礫層中の礫の配列および砂層中の葉理に水平
方向の引きずりは認められない，⑶せん断層内部の礫
に，水平方向の回転等の横ずれ変位を示す状況は観察さ
れない，とされており，全ての掘削面について横ずれの
変位は見られなかったとまとめられている。

以上のことから，当社は F-3 断層について，「少なく
とも後期更新世以降の活動性はなく，耐震設計上考慮す
る活断層ではない」ものと評価している。

なお，F-3 断層について，当社敷地内でも水平掘削面
調査を実施中である。

3．F-9 断層の活動性（累積性）
敷地内の主要な断層のひとつである F-9 断層の活動

性について，有識者会合による評価書案では，「後期更
新世以降（約 12 万～ 13 万年前以降）に活動した活断層で
ある可能性が否定できない」とされている。その根拠と
して，F-9 断層西側の第四系基底面は東側に比べて低く
なっている（第 4図）こと等から累積の可能性を指摘し
ている。また，F-9 断層を介して海側（東側）の方が山側
より高まっている特徴的な地形が確認されており，断層
活動によって断層の東側が隆起した可能性を指摘してい
る。この評価書案の内容に対し当社は，⑴ M1 面段丘堆
積物中の斜交葉理から推定される旧河道の影響で，F-9
断層の西側に分布する蒲野沢層（堆積岩）が差別的に侵食
されたことにより形成された凹状地形を，チャネル充填
堆積物（第 4 図の M1a 層 , M1b 層）が埋めている，⑵年
代の異なる堆積面の各々の比高が同程度であることは，
F-9 断層の変位の累積性を示すものではない，⑶ F-9
断層の東側を隆起させるためには，正断層の下盤側が上
昇することになるため，このような現象は考えにくく，
指摘されている下盤側上がりの F-9 断層北側法面とは
対照的に，F-9 断層南側法面では，上盤側の蒲野沢層が
上昇するセンスの段差が確認されており，東側の地形的
高まりを形成する動きとは非調和的であることから，こ
の地形的高まりは断層運動によるものではないものと評
価している。

第４図　F-9 断層周辺のスケッチ（原子力規制庁 HP1）（p.36）参照）
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なお，F-9 断層破砕部の変形構造を詳細に観察するた
め，破砕部の試料を採取し分析中である。

4．第四系変状の成因
掘削されたトレンチ法面やボーリングコアにおいて，

有識者会合による評価書案では，現在，岩盤劣化部が顕
著に膨らんでいる様子が確認されない点や，最終間氷期

（約 12 万・13 万年前～約 8 万年前）以後の高海面期であ
る完新世（約 1 万年前～現在）に膨潤現象が確認されない
こと等から，第四系変状の成因が体積膨張（膨潤）による
とする主張は合理的でないとしている。この評価書案の
内容に対し当社は，体積膨張は地下水位の上昇・下降や
粘土鉱物の相転移等，いくつかの事象が複合して発生す
るものと考えており，トレンチ掘削，ボーリング掘進後
直ちに膨潤が確認されないからといって，体積膨張によ
る変状の発生が否定されるとするのは論理の飛躍である
と考えている。

また，岩盤の体積膨張によって変状が形成されたとす
る説は世界的に見ても例がないとの有識者意見に対し，
文献調査により類似事例があることが示された。詳細検
討中ではあるが，形態的な類似事例として，米国コロラ
ド州の Heaving bedrock による地盤変状等がある 4）。
この現象は，地層中に膨潤性粘土鉱物が含有されている
と，地表に部分的な膨張が生じることがあるとの事例で
ある。敷地内の断層破砕部および岩盤劣化部においても
膨潤性粘土鉱物が周辺に比べて多量に含有される傾向に
あり，上方に凸の撓み変形等が生じており，単純比較は
できないものの，変状の範囲や隆起量の規模はコロラド
の事例と比較して同程度であると考えられる。

なお，第四系変状の成因に関しては，検討を継続し，
既往データ，類似事例の検討およびデータの更なる拡充
を行っていく予定である。

Ⅳ．おわりに

これまでに開催された有識者会合において，当社はこ
れまで得られた科学的知見に基づき，敷地内断層は「耐
震設計上考慮すべき活断層ではない」との見解を説明し
ている。当社の見解は，これまでに蓄積した膨大な地質
調査データに基づき，断層破砕部の性状や地下深部の構
造等を含めた多面的，総合的な検討に基づくものであ
り，加えて，複数の学識経験者から当社の見解を技術
的，客観的に支持する見解書も頂いている。これまでの
評価会合では，評価書案の各論点についてまだ議論して

いない論点も残されており，また，議論いただいた論点
についても，有識者と当社の見解には乖離があることを
踏まえると，まだ議論を尽くすべき点が多々あると考え
ている。

当社は，東通原子力発電所の敷地内断層についての有
識者意見を踏まえ，2013 年 12 月までの予定で地質調査
等を実施しているところであり，あらためて敷地内断層
の活動性の有無に関する評価・確認を行っていくことと
している。

原子力規制委員会においては，今後とも議論を継続
し，地質調査で得られる新たなデータや知見を確認いた
だくとともに，これまでの審査に携わった学識経験者の
意見も聞く等，科学的データに基づいた幅広い議論を
行っていただきたいと考えている。

－参 考 文 献－
1） 東北電力東通原子力発電所敷地内破砕帯の調査に関する有識
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http://www.nsr.go.jp/committee/yuushikisya/higashidori_
hasaitai/data/0005_06.pdf

2） 原子力規制委員会 東通原子力発電所敷地内破砕帯の調査に
関する有識者会合（第 6 回評価会合），東北電力㈱東通原子力
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Ⅰ．はじめに
我が国の核燃料再処理技術は，ガラス固化などに若干

の課題が残るものの，東海再処理工場やホット試験施設
での経験を経て，商業施設である六ヶ所再処理工場が竣
工間近にあり，技術的にはほぼ完成段階にきている。と
ころが，その次の施設導入が今世紀中頃とかなり先に見
込まれ，機微技術のため輸出も容易ではないため，せっ
かく培った再処理技術を今後どう維持・継承するかが大
きな課題であった。そこで，2008 年 4 月に比較的若手の
再処理技術者・研究者が中心となり，「次世代再処理技
術」研究専門委員会を立ち上げ，継承すべき技術と将来
にあるべき再処理技術の検討を進めてきた。ところが，
東京電力福島第一原子力発電所（以下，福島第一）事故が
起こり，委員の多くが事故処理に従事するようになっ
て，再処理で培った技術を縦横に活用するとともに，デ
ブリ取り出しやデブリ処理など，既存技術を超えた困難
な技術課題に対峙するようになった。その一方で，燃料
サイクルの研究開発は大幅にスローダウンし，将来の再
処理施設に向けた技術開発の多くが中断された。

このような状況を鑑み，本委員会では福島第一の事故
対応を再処理の専門家の目で検討するとともに，再処理
技術開発を今後どう進めていくべきかを再度議論した。
その結果，長期的な原子力利用に再処理は不可欠であ

り，非核兵器国で唯一再処理を国際的に認められた国と
して，六ヶ所再処理工場の竣工と安定な運転に向けた技
術基盤の確立がまず重要と考えた。一方で，海外では核
拡散抵抗性の強化など現行プロセスの改良を進めてお
り，次の施設の導入時期に時代遅れとならないよう，世
界の動向を見つつ必要な技術開発を継続することの重要
性も指摘された。また，今後 30 ～ 40 年を要する福島第
一の廃止措置については，遠隔技術や分析技術など，再
処理要素技術を積極的に応用し貢献することがまず重要
で，結果として次期再処理施設（40 年後以降に竣工）に
技術がフィードバックされると考えられた。特に，溶融
固化燃料（以下，燃料デブリ）の取扱いでは，スリーマイ
ル島原子力発電所 2 号炉（以下，TMI-2）のように再処
理をしないで貯蔵・処分するのか，あるいは再処理して
資源回収するかが大きな判断ポイントであり，デブリ燃
料取出し開始後 10 年程度（現在から約 20 年後）で結論を
出すこととなっている。このため，TMI-2 事故以降の
技術開発を踏まえ，再処理技術の適用可能性について十
分に知見を集約し，政策判断に資することも重要と考え
られた。

事故後の厳しい状況を見ると，これらの方向性で，必
要性の高い研究開発課題を今後官民で絞り込んでいくこ
とが不可欠であろう。本稿では，それぞれで重要と思わ
れる研究開発課題とその現状について当委員会で検討し
た結果を紹介する。なお，長期的な人材育成がこれらの
課題解決への鍵であることから，再処理の基盤に関わる
人材育成の取り組みを最後に紹介する。

（主査・小山正史）

特
集

再処理技術開発の今後の展開
福島第一原子力発電所の事故を経て我が国の再処理技術 
開発はどうすすむべきか？

「次世代再処理技術」研究専門委員会

六ヶ所再処理工場で実用段階に至った我が国の再処理技術は，次の再処理施設導入までの長
い期間をどう維持・発展させるかが課題であった。そこへ福島第一原子力発電所の事故が発生
し，再処理で培われた技術が様々に活用される一方，次の再処理施設の導入時期はさらに不明
瞭となってきた。このような状況から，再処理の専門家が集まって進むべき研究開発の方向を
検討し，現行 PUREX 技術を成熟化する技術開発，それを高度化する技術開発，将来に向けた
革新的な技術開発から技術開発課題を選定した。さらに，再処理の経験をベースに福島第一原
子力発電所の廃止措置を調査し，既存の再処理技術がどう役に立ち，あるいは役に立つにはど
ういう技術開発が必要かを検討した。

Strategy on Nuclear Fuel Reprocessing Technologies for Future 
Deployment; After Fukushima Daiichi Accident：Research 
Committee on Advanced Reprocessing Technology.
　（2013 年  6 月 28 日  受理）

656



再処理技術開発の今後の展開

日本原子力学会誌，Vol.55，No.11（2013） （ 45 ）

Ⅱ．再処理の基盤的課題と研究開発の状況
前述の通り，我が国では六ヶ所施設の竣工後は，新規

施設導入までに相当期間を要すると考えられている。こ
の期間を技術開発上の空白としないよう，再処理の知
見・技術を維持，育成していくことが鍵である。具体的
には，まず，東海や六ヶ所で用いられている PUREX 再
処理技術を，様々なオペレーションに対して安定かつ合
理的に運用できるところまで成熟させることが重要であ
る。次には，その PUREX 法に，核拡散抵抗性や廃棄物
負荷低減など国際社会から次世代の再処理に求められる
性能を与える技術開発を進めること。さらには，次期施
設までの時間的余裕を考慮し，PUREX の改良では対応
しきれない性能の実現に向けて乾式再処理のような技術
体系の全く異なる革新技術を検討することも重要であろ
う。本章では，これらの観点で重要と思われる技術開発
を選定し，その現状とそれを支える基盤課題を整理・紹
介する。 （幹事・笹平　朗）

1. 現行再処理技術（PUREX法）の成熟化
（１）再処理シミュレーション技術の開発
ホット試験に莫大なコストがかかる再処理の技術開発

では数値シミュレーションは必要不可欠である。また，
シミュレーションコード開発自身が，これまでの知見を
整理する手段としても有効である。計算コストが大幅に
低下した現在，シミュレーションコードの開発と，それ
らを有効に活用した研究を大いに進めるべきである。

これまでに，再処理工程で使用される装置について
は，それぞれシミュレーションコードが開発され，設計
や運転に利用されてきた。特に PUREX 法の主工程であ
る抽出分離プロセスに関しては，様々なシミュレーショ
ンコードが開発され公開されている。そこで，抽出分離
プロセスを中心に，再処理シミュレーション技術の現状
と今後の課題について述べる。

抽出分離プロセスでは，ミキサセトラおよびパルスカ
ラムが用いられる。また，高速炉燃料の再処理において
は，遠心抽出器が検討されている。ミキサセトラおよび
遠心抽出器は，完全混合の仮定がほぼ成立し，さらに抽
出反応速度が十分速い場合，平衡段とみなすことがで
き，物質収支式のみで抽出器出口における成分濃度を予
測することができる。物質収支に必要な分配係数は濃度
の関数として得られる。U，Pu および硝酸の TBP との
平衡関係はよく整理されており，それらの分配係数も精
度よく求めることが可能である。したがって，ミキサセ
トラおよび遠心抽出器における，これら成分の定常状態
における濃度分布は，ほぼ正確にシミュレーションが可
能である。MIXSET1）がこの種の代表的な計算コードで
ある。

一方，パルスカラムは装置内の濃度分布が連続的に変

化する微分接触型の装置であり，装置内の流動状態に依
存する非理想流れのパラメータや液々界面の物質移動速
度を見積もる必要がある。前者は分散係数（軸方向拡散
係数）や逆混合係数で，後者は物質移動係数でまとめら
れる。これらの係数の値は理論的に求めることはでき
ず，実験結果を元に決定する必要がある。我が国では
PULCO2）および DYNAC3）がパルスカラム専用の計算
コードとして開発されているが，これら係数は既往の研
究や実規模のカラムを用いた実験結果をもとに決定され
ている。

PUREX 法では U と Pu の分離は Pu の価数を調整し
て行われ，還元試薬等による溶液内成分の酸化還元反応
速度もシミュレーションに不可欠である。これらは上記
コードに既に実装されており計算が可能である。また，
Np や Tc などの複雑な酸化還元挙動を示す元素につい
ても実装が進んでいる 4）。ただし，これら成分の酸化還
元反応と抽出挙動は共存成分の影響等によって大きく変
化するため，今後とも実験による検証とコードの改良が
必要である。

PUREX 法の抽出分離プロセスは複数の抽出器を組み
合わせて所定の分離を達成する。六ヶ所再処理工場で
は，共除染工程にパルスカラム，その他工程にミキサセ
トラを用いる。日本原子力研究開発機構（JAEA）で開発
された PARC5）は，異なる抽出器を組み合わせたプロセ
スにも対応できる計算コードである。抽出分離プロセス
以外も含んだ PUREX プロセス全体の計算が可能なシ
ミュレーションコードも開発され，廃棄物低減に関する
研究に応用された 6）。また，シミュレーションの応用と
して六ヶ所再処理工場の運転訓練シミュレータも開発さ
れている 7）。

以上のように再処理シミュレーションについては精力
的に開発が進められてきたが，シミュレーション技術の
正確さの向上には必ず実験による検証が必要であること
を指摘しておきたい。また，装置やプロセスのトラブル
を解決するためには，物理現象のシミュレーションも交
えて装置内の現象を把握する必要がある。例えば，ガラ
ス溶融炉内のガラスの流動および白金族元素粒子の挙動
は数値流体力学的な手法で可視化することができる 8）。
同様に，パルスカラムなど抽出装置内における液々混相
流，蒸発濃縮缶における気液混相流および熱伝達なども
数値流体力学を利用した研究の対象となるであろう。

（幹事・本間俊司）

（２）ガラス固化技術の開発
使用済燃料の再処理により発生した高レベル放射性廃

液のガラス固化法としてこれまでに実用化されているの
は，フランスのマルクールで開発されたカ焼炉付き高周
波溶融炉（AVM 法）と，米国やドイツ，日本などで開発
されたジュール加熱セラミック溶融炉（JHCM 法）の 2
種である。AVM法は高レベル放射性廃液をカ焼装置（カ
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ルサイナー）であらかじめ蒸発乾燥し，高周波電磁誘導
加熱炉でガラス化するもので，フランスでは 18,000 本
以上のガラス固化体製造実績がある。しかし，工程が複
雑で炉の大型化が難しく，また炉の寿命が短い等の課題
もある。

一方，JHCM 法は，高レベル廃液の蒸発乾燥とガラ
スへの溶融が一つの炉で行われる。米国では軍事廃液用
として，ドイツではカールスルーエ再処理工場（WAK）
の廃液用として，またロシア，英国では商業用として溶
融炉が設置されている。近年も技術開発は進められて，
処理速度の増大に向けて炉底部形状を工夫し，不溶解性
の貴金属 FP（Rh，Pd，Ru）の凝集による粘性の増加や
電気抵抗の低下を抑制したり 9），空冷方法の最適化によ
り電極材料の長寿命化などが検討されている 10）。

さらに将来に向けて，フランスやロシアではコールド
クルーシブ誘導加熱炉（CCIM）によるガラス固化技術を開
発中である。CCIM は高周波誘導でガラスを直接加熱す
る一方，炉壁を外部から冷却してガラスの凝固層を作る
ことで，炉壁の劣化を防ぎ長寿命化を図る新型炉である。

日本原燃では，JAEA が開発した JHCM 法ガラス溶
融炉をスケールアップして六ヶ所再処理工場に導入して
いるが，アクティブ試験（使用済燃料を用いた試験）で
は，白金族元素の堆積等による溶融ガラスの流下性低下
という課題が見出された。原因究明と対策確認のため，
JAEA 東海にある確証改良溶融炉（KMOC）での模擬試
験の結果を基に改善を図り，ガラス固化試験は最終段階
に入っている。まず溶融炉内の温度測定点を増やし，複
数の温度測定値の変化を総合的に判断することで電力調
整を行う運転方法を採用した。また，電力量から炉内温
度を予測できる熱バランス計算プログラムを改良し，廃
液組成や供給流量をパラメータとした安定運転範囲を確
認した。さらに，白金族元素の沈降・堆積を抑制するた
め，ガラス温度と炉底温度の管理目標を設定するととも
に，定期的な回復運転で長期連続運転を可能とした。洗
浄運転時は模擬廃液の供給によりカ焼層を維持し，空気
の流入を防ぐ断熱材で流下ノズル上部の温度低下を防い
でいる。

なお，既存溶融炉の更新に備えた次期ガラス溶融炉の
検討も進められている。まず，白金族元素コントロール
性向上のために炉底構造・傾斜角度を変更すると共に，
白金族元素に影響を受けない加熱手段を検討中である。
また，運転モニタのためのガラス液位計測法の改善，新
型ガラス素材導入／バブリング導入によるイエロー
フェーズ発生抑制，温度コントロール性向上のための炉
底ガラス冷却機能の強化等も検討されている。さらに，
異常状態からの回復を容易にするため，ストレーナ脱着
による白金族元素除去や炉内挿入棒による白金族元素除
去などの機能を取り入れている。 （幹事・井関忠宏）

2. 現行再処理技術の改良
（１）核拡散抵抗性の向上
（ａ） Pu と U の共回収技術（COEX 法と 

Co-Processing 法）
再処理プロセスにおける核不拡散性の向上方策の一

つとして，PUREX 法では単離精製される Pu を他の
アクチニドや FP 元素とともに取り扱うプロセスが検
討されている。その中で Pu を U とともに取り扱うプ
ロセスとしてフランスでは COEX 法 11），日本では Co-
Processing 法（以下「コプロ法」という）が研究されてい
る。両者を比較しつつ紹介する。

COEX 法では，プロセス概念を第 1図に示すように
第 1 サイクルで U，Pu を共抽出した後，Pu をⅢ価へ還
元し，逆抽出する際に水相側に U をリークさせること
で Pu の単離を防止する。そのため，PUREX 法におけ
る Pu を含む水相からの U 洗浄段は省略されている。こ
の点はコプロ法でも同様であるが，コプロ法では Pu 選
択的逆抽出段で一定の範囲の Pu 富化度，例えば 33 ～
67%（U/Pu ＝ 0.5 ～ 2）を目標に試薬や投入段を調整す
るのに対し，COEX 法では Pu 富化度を 83% 以下（U/
Pu ＞ 0.2）となるよう上限のみを規定することに特徴が
ある。そして，第 2Pu 精製サイクルの共抽出段で U を
添加したストリップ液で洗浄することにより目標とする
Pu 富化度（例えば 50%）に調整する。この後の逆抽出段
では Pu 富化度が変わらないよう硝酸ヒドロキシルアミ
ン（HAN）による還元を行うが，出口溶媒を第 1 サイク
ルの Pu 逆抽出段に供給することで溶媒への Pu リーク
を許容し，逆抽出の段数が過大にならないようにしてい
る。 （幹事・島田　隆）

（ｂ） Pu と U の共沈殿・脱硝技術
上記の COEX またはコプロ法を採用した場合，再処

理プロセス全体として高い核不拡散性を保持するために
は，得られる U-Pu 溶液の組成を変化させることなく酸
化物に転換し，安定保管あるいはリサイクル燃料製造の
ための原料を得るための技術が必要となる。

日本では東海再処理工場の運転開始にあたって，核拡

第 1図　COEXプロセスの概念，考え方
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散抵抗性に優れた Pu-U 混合転換技術に対する米国の要
求に応え，マイクロ波加熱直接脱硝法を開発した。これ
は，硝酸プルトニウムと硝酸ウラニルの混合溶液にマイ
クロ波を照射して加熱し，蒸発濃縮，溶融硝酸塩の生
成・熱分解を経て，脱硝酸化物（MOX 粉末）を得るもの
である。この方法は，混合転換試験設備および Pu 転換
技術開発施設における研究開発と運転実績を踏まえ，
六ヶ所再処理施設の U-Pu 混合脱硝施設に採用されてお
り，コプロ法で得られる U-Pu 溶液の転換にも適用され
ることになっている。

フランスでは U の転換は過酸化 U 沈殿法で行われて
いるが，最近，高温ガス中で硝酸 U 溶液を直接脱硝す
る ISOFLASH 法が開発された。一方，Pu に対しては
50 年以上にわたってシュウ酸沈殿法が利用されている
が，現在も製品（PuO2）仕様最適化のための R&D が続け
られている。この方法は，硝酸プルトニウム（Pu（NO3）
4）溶液にシュウ酸（H2C2O4）を加えてシュウ酸 Pu（Pu

（C2O4）2）として沈殿させ，液を分離した後にカ焼により
Pu 酸化物とするものである。再処理工場では，第 2図
に示すような渦撹拌式の沈殿槽，ドラムフィルタによる
固液分離，キルンによるカ焼の連続プロセスとなってい
る。現状，PUREX 法では，Pu 単独での処理であるが，
先に示された COEX プロセスへの適用も考えられ，そ
の場合，U と Pu の混合溶液にシュウ酸を加えて U と
Pu を共沈殿させ，それをカ焼することで，マイクロ波
加熱法同様に MOX 粉末として回収することができる。

製品仕様（不純物量，粒度など）に最も大きな影響を及
ぼすと考えられる操作は沈殿生成であることから，この
工程における条件設定が重要となっている。20 年ほど
前から原子力・代替エネルギー庁（CEA）と原子力開発
局（DEN）を中心に，AREVA によるプラント運転での
プロセスデータの支援を受けて，沈殿槽内をモデル化
し，シミュレーションによる解析に取り組んでいる 11）。

CEA と DEN では，カ焼転換についても研究を行っ

ており，シュウ酸 Pu の 6 水塩を加熱する過程における
重量減少を測定することにより，6 段階の酸化形態を経
て PuO2 が得られることを明らかにした。さらに，カ焼
工程条件を最適化するために，AREVA と共同で新たな
データを取得した上で，モデル化によるシミュレーショ
ン解析を進めている。 （幹事・染谷　浩）

（２）廃棄物負荷の低減
（ｃ）MA 分離・回収技術の開発
高燃焼度化や MOX 利用が進むと，PUREX 再処理に

より発生する高レベル廃液中の長寿命の MA（Np, Am, 
Cm）含有量が増え，ガラス固化体の長期にわたる潜在
的有害度や発熱の増加が懸念される。そこで，MA を分
離・回収して高速炉等で燃焼・核変換することで，ガラ
ス固化体の環境負荷低減を図ることが世界的に検討され
ている。例えば，軽水炉 UO2 を処理してできる高レベ
ル廃液は，潜在的有害度が天然ウランを下回るのに約 1
万年かかるが，MA 分離により数百年に短縮できる。ま
た発電量当たりに必要な処分場面積は発熱で規定される
ため，MA 分離により軽水炉 UO2 燃料では 20% 減，同
MOX 燃料では 70% 減，高速炉 MOX 燃料では 60% 減
と推定されている 12）。

このため，フランスでは廃棄物の管理に係る法律に基
づき，PUREX 法再処理に追加する形で MA を分離回
収する DIAMEX-SANEX 法と，Pu と MA を再処理で
一括回収する GANEX 法につき，ホット試験まで実施
して産業化の見通しを検討した。DIAMEX-SANEX 法
はジアミド系の HDEHP-DMDOHEMA で An3+ と La3+

を共抽出し，次に HEDTA 溶媒に An3+ を回収する。実
高レベル廃液（HLW）を用いた試験では 99.9% 以上の Np
と Am，Cm を分離回収に成功した。GANEX 法は U を
分離回収する第 1 サイクルと，アクチニドの群分離回収
を行う第 2 サイクルからなり，HLW に硝酸ウラニルを
添加した模擬溶解液を用いた試験が行われた。第 1 サイ
クルでは，DEHiBA を用いて 99.99% 以上の U 回収率と
4,100 の Pu 除染係数を得ている。第 2 サイクルでは，
HDEHP- DMDOHEMA を用いて，第 1 サイクルのラ
フィネートから 99％以上のアクチニドを回収した。以
上より，CEA は 2012 年の報告書 13）で，MA の分離技
術は実験室レベルで実証済で，産業化までに基本的な障
害はないと結論している。

一方，日本では，旧原研がリン酸系抽出剤である
DIDPA を用いた 4 群群分離プロセスを開発し，2 リッ
トル規模の実廃液で元素分離性能を確認してプロセス成
立性が確認されている。また旧サイクル機構は，CMPO
と TRUEX を用いた SETFICS/TRUEX 法を提案し，
塩析剤の HAN とヒドラジン系洗浄剤を利用するフロー
シートを新たに開発した。その成立性は，「常陽」使用済
燃料の溶解液から U，Pu を抽出した残液（約 1.7 リット
ル）を用いて小型遠心抽出器で確認された。この試験で第 2図　シュウ酸沈殿プロセス 11)
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は，Am 及び Cm の損失率が 1% 以下（回収量：Am 約
400mg，Cm 約 2mg）で，主要 FP につき，DFCs ＞ 3,100, 
DFPr ＞ 10, DFNd ～ 1.8, DFSm ～ 1.9を得ている 12）。一方，
JAEA 発足後，廃棄物発生量を抑え抽出性能を向上する
アミド系抽出剤 TODGA 及び TDdDGA の開発を進め，
Am，Cm トレーサーを含む模擬廃液試験により Am 回
収率 99.99% を達成した。このプロダクトの MA/Ln 分
離に向け TPEN 系抽出剤，PTA 抽出剤，NTA アミド
抽出剤等の開発が進められている。また，大学等でも基
礎研究として新たな抽出剤等が提案されており，例えば
東工大では，感温性ゲル（TPPEN-NIPA ゲル）による
MA/Ln 分離を提案し，241Am を用いたカラム試験で，
温度を 5℃から 40℃の幅で変化させることにより，流出
液中にフィード溶液の 7 倍の高濃度 Am を回収してい
る。これら日本独自の技術は，今後フランスのように産
業可能性の評価まで進めることが重要である。

（委員・松村達郎，主査・小山正史）

3. 革新的な再処理技術の検討
PUREX 法はもともと極低燃焼度の燃料を対象として

いたため，燃焼度の高い軽水炉燃料への適用には多くの
技術開発が必要であった。さらに燃焼度の高い高速炉で
は，使用済燃料はより高温，高放射線，高 Pu+FP とな
るため，様々な技術開発が必要と考えられ，核拡散抵抗
性の確保や MA 回収などの次世代再処理の性能を付加
するには，さらなる技術開発が必要となることは自明で
ある。そこで，高速炉リードタイムの余裕と，軽水炉ほ
どの高い分離・除染を要さないことを利用し，全く異な
る技術体系，すなわち，放射線劣化の懸念のある有機溶
媒や中性子減速材である水を使用しない再処理技術，い
わゆる乾式法が国内外で着目され，研究開発が進められ
ている。ここでは，代表的な乾式再処理技術の開発現状
を紹介する。
（１）金属電解法
金属電解法は，高速炉金属燃料（U-Pu-Zr）に対し米

国で開発されたもので，500℃の塩化リチウム－塩化カ
リウム混合溶融塩を溶媒とする乾式再処理法である。電
解精製や還元抽出などのアクチニド分離回収工程で，常
に MA が Pu に同伴するため，核拡散抵抗性と環境負荷
低減が特徴となっている。他の燃料形態については，窒
化物燃料はほぼそのまま，酸化物燃料は溶融塩化物中で
の電解還元により，適用できることが期待され，一部実
使用済燃料で試験が行われている 14）。照射後金属燃料
からのアクチニド回収を含めた主要工程の原理確認と要
素技術開発はほぼ完了し，米国では高速実験炉 EBR-
Ⅱの使用済金属燃料の処理が実用規模で日常的に実施さ
れており，日本やインド，韓国などでは工学規模のプロ
セス機器開発が進められている。
（２）酸化物電解法

酸化物電解法は，溶融塩化物浴中に燃料物質を溶解
し，電極電位および浴中酸素ポテンシャルを制御するこ
とにより，UO2 または（U, Pu）O2 として陰極表面上に電
解析出させるものである。当初はロシアで，振動充填法
による燃料製造に適した顆粒製造技術として開発されて
きたものを，電解制御による FP との分離を図ることに
より，再処理技術としての応用が進められてきた。日本
では，電解による MOX 回収や貴金属 FP 分離などプロ
セス改良を含む研究開発が行われてきているが，MA 回
収の技術的見通しなどの課題が指摘されている 15）。
（３）フッ化物揮発法
フッ化物揮発法は，UF6（昇華点：56.54℃）の物理化

学的特性の違いを応用して使用済燃料からまず U を
フッ化・分離し，さらにフッ化条件を変えることにより
PuF6（沸点：62.5℃）を単独で，または UF6 と共に回収
するものである。当初，米国やロシアで研究が行われた
が，近年は日本でプロセス改良を含む研究開発が行われ
ている。その中で，固体である PuF4 が生成する条件が
見出され，フッ化による Pu の分離を行わない方法，す
なわち，U のみを UF6 として回収し，Pu は PuF4 の形
態で他の揮発しない物質に混合させ，湿式法で不純物除
去する Fluorex 法が考案されている。

（幹事・飯塚政利，同・笹平　朗）

Ⅲ．  軽水炉破損燃料への再処理技術 
適用に関する検討

福島第一原子力発電所 1 ～ 4 号機の廃炉を進める上
で，事故により損傷し，現在も炉内に存在する燃料デブ
リを，どのようにして取り出して密閉容器に閉じ込めを
行うか，さらに最終的にはどう処理・処分するかは，最
も重要ながら大変技術的難易度の高い課題であるため，
事前の徹底した調査・検討と研究開発が不可欠である。

このため，当委員会ではまず，燃料デブリの処理・処
分が第 3図のようなスキームを経て実施されるものと
想定し調査を行った。これに「福島第一原子力発電所 1
～ 4 号機の廃炉措置等に向けた中長期ロードマップ（以
下，ロードマップ）」21）で示されているスケジュールを併
せると，燃料デブリは 2022 年頃から取り出しが開始さ
れて，計測，分析，観察等によって分類し，分類ごとに
必要なまたは可能な前処理，計量管理を実施し，保管す
ることになる。保管に際しては，それぞれの分類に適し
た臨界安全管理と閉じ込め等が可能な容器に収納する。
また，それぞれの分類に応じ，長期貯蔵を含めて最終的
な処理・処分方法を十分に検討し，2032 年頃に判断す
る。それらは分類に応じて異なったものが選択される可
能性もあるが，いずれの場合においても最終的な処分の
前に廃棄体ごとに必要な評価を実施し，廃棄体化に必要
な分離（再処理），減容，除染処理，あるいは安定化処理
を 2042 年頃より順次実施していくものと考えられる。
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これらの工程に対し，活用できると考えられる再処理の
要素技術を図中に破線で示している。

本章では，このスキームに則って燃料デブリの処理・
処分を判断するために必要となる，燃料デブリの特性や
取り出し技術についての既存知見をまとめるとともに，
処理・処分への再処理技術の適用可能性の検討結果を紹
介し，最後に今後必要な研究開発課題をまとめる。

1.   燃料デブリの取出しと処理・処分方策に 
関する調査

（１） スリーマイル島原子力発電所燃料デブリの性状
TMI-2 燃料デブリの性状については，米国原子力学

会の特集号 17）や本誌（54 巻，11 号）の解説記事 18）など多
くの報告がある。ここでは，これらを元にデブリの取り
出しや処理・処分に関わる性状を紹介する。

TMI-2 燃料デブリ（130t 程度）は炉心溶融及びその後
の冷却によって，第 4図に示すように大まかに 4 つの
形状の異なる部位に分けられている。すなわち溶岩が固
まったような，気孔の多い上部炉心燃料デブリ（0.5 ～
1m 厚），溶けた燃料や被覆管などが密に固まった溶融
プールデブリ（直径約 3m 中心厚さ約 1.5m），溶融プー
ルデブリを取り巻くクラストデブリ，そしてバッフル板
に開いた穴を通じて流下し，炉底に固まった下部ヘッド
デブリである。そのほか，溶融しなかった燃料体や炉心
支持構造物が溶融部上下に存在している。ボーリング調
査で試料を採取した分析結果からは，上部炉心デブリと
溶融プールデブリ，下部ヘッドデブリは，いずれも 

（U，Zr）O2 セラミック相（平均密度は 7.7 ～ 8.6g/cm3 程
度）が主で，被覆管と燃料が反応して溶融したことを示
している。一方，クラストは構造材や被覆管材あるいは
制御棒（Ag，In，Cd）が溶融固化した金属層が多かった。
ミクロ観察によると，下部ヘッドには融点近傍まで温度
が上がったと見られる UO2 に，構造材や被覆管材，制
御材の相が観察された。

TMI-2 燃料デブリのガンマ線分析から燃焼度は3,000～
3,700 MWd/t19）と見積もられており，核分裂生成物

（FP）の蓄積量は多くない。希ガスと揮発性のヨウ素や
セシウムを除く主要な FP はほぼ燃料物質の分布と一致
し，アンチモンやルテニウムはクラスト層の金属部に多
く存在していたことが報告されている。

（委員・有田裕二）

（２） 福島第一燃料デブリの性状，取出し方法と 
スケジュール

東京電力が公表した「福島第一原子力発電所 1 ～ 3 号
機の炉心損傷状況の推定について」（平成 23 年 11 月 30
日）20）によれば，解析コードを用いた評価等により，1
号炉については，燃料は地震発生前の位置から溶融して
下方にすべて移動し，損傷燃料によって原子炉圧力容器
の破損も発生している可能性が高く，格納容器底部に相
当量滴下していったと推定されている。また，2 号機，
3 号機については，燃料は損傷・溶融したものの，一部
は炉心部に残り，一部は原子炉圧力容器下部プレナムま
たは原子炉格納容器ペデスタルへ落下したと評価されて
いる。

これらの状況は，TMI-2 やチェルノブイリなどの過
去の炉心溶融事故の経験から想定して，高温になった燃
料が被覆管や制御棒及び炉心構造材等と反応し，U・Zr
系の溶融物となり，さらに，ペデスタルに落下した溶融
物はコンクリート成分と反応（MCCI）して種々の溶融化
合物が生成しているものと考えられる。

福島第一は沸騰水型原子炉（BWR）であるが，炉心材
料の組成は UO2，Zr，ステンレス鋼が主なものであり，
原子炉圧力容器内部にある燃料デブリの大まかな種類に
ついては，加圧水型原子炉（PWR）の TMI-2 の場合と大
きく違わないと考えられる。ただし，BWR では Zr の
存在量が多く，また制御棒には B4C を用いているため，
燃料デブリ中の Zr の割合やホウ化物，炭化物の割合が
TMI-2 の場合よりも多くなる可能性が考えられる。ま
た，福島事故では原子炉冷却のため海水が投入されてお
り，海水成分との相互作用を起こした可能性が考えら
れ，さらに 1 号機については，MCCI を考慮する必要が

第 3図　想定する燃料デブリの処理・処分スキーム

上部炉心デブリ

クラストデブリ

溶融プールデブリ

下部ヘッドデブリ

第 4図　事故後の TMI-2 における燃料デブリの様子
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ある。
これらの燃料デブリについては，JAEA などで模擬デ

ブリを用いた研究が進められており 20），多量の Zr，海
水注入，B4C と構造材との反応，MCCI といった福島第
一原子力発電所特有の因子も考慮した燃料デブリの相状
態・化学形の評価，熱的特性等の物性測定及び燃料取り
出しやその後の処理シナリオの検討に向けた基礎データ
採取等の取り組みが行われている。

ロードマップ 16）によれば，2011 年 12 月の原子炉安定
状態達成以降 10 年以内に燃料デブリ取出し開始となっ
ており，燃料取出し終了までにはさらに 10 ～ 15 年かか
るとしている。原子炉からの燃料デブリ取出しについて
は，炉内状況が十分に把握されていない現段階において
具体的な検討を進めることは難しいが，TMI-2 の経験
は大いに参考となると思われる。

TMI-2 の燃料取出しは，炉心を冠水させた後，炉心
上部に作業台を設置し，炉心上部に堆積した燃料デブリ
から順に下部方向の取出しを行っている。しかし，燃料
デブリは場所によって形状が多種多様であったため，各
部位に応じた様々な取出し装置等が開発されている。実
際に使用された取出し装置等を整理すると切断・破壊
ツール（衝撃破壊，せん断，溶融切断，コア・ボーリン
グ装置），燃料回収用ツール（摘み取り，吸引システム）
に分類され，小径の燃料デブリは掴み取りや吸引システ
ムを用いて取り出され，塊状の燃料デブリは衝撃破壊や
コア・ボーリング装置により砕いてから，小径の燃料デ
ブリと同様に取り出している。

福島第一の燃料デブリ取出しでは，これらの TMI-2
で実績のある取出し方法や装置を参考とし，今後の事故
解析の詳細化や炉内点検を経て，具体化が進められる予
定である。 （幹事・永里良彦）

2. 燃料デブリの処理・処分方策の検討
（１）燃料デブリ処理・処分の目的と必要性
福島第一の燃料デブリについては，TMI-2 と同様に，

そのまま密閉容器で長期貯蔵あるいは直接処分する，と
いう考え方がある。しかし，TMI-2 に比べて約 3 倍と
なる 300t もの核燃料物質を含み，かつ Pu 含有量が多
いこと，民生再処理を行わない米国と全量再処理を前提
とする日本では国の政策が大きく異なっていることなど
から，TMI-2 の前例にとらわれず幅広い選択肢を検討
することが重要である。特に福島第一の燃料デブリは，
事故時の放出に加え，循環注水冷却による溶出（Cs は事
故時蓄積量の約 30％が汚染水処理で回収：第 5図 22））に
より，大幅に FP 濃度が低減していると考えられる。し
たがって，通常の使用済燃料に比べて線量の減衰が早
く，直接処分という人間の非管理下に委ねてしまうこと
が核物質防護上問題となる懸念もある。このような観点
で，燃料デブリを通常の使用済燃料と同様に，再処理す

る選択肢もあり得ると思われる。ただし TMI-2 燃料デ
ブリでは硝酸やフッ酸に対する難溶性が報告されてお
り，現行再処理施設（PUREX 法）の単純な適用は困難な
ため，新たな技術開発の必要性も含めて，技術的成立性
の見極めが不可欠である。

一方，燃料デブリを廃棄物として処分する場合でも，
現状構築されている放射性廃棄物の処分における安全性
確保の考え方に沿った処分概念を構築した上で，燃料デ
ブリの廃棄体化のための処理技術が必要であろう。
（2）燃料デブリ処理・処分に対する検討の視点と要件
上述の目的と必要性から燃料デブリの処理・処分を検

討する上での視点を整理すると，まず①放射性物質取扱
いにおける安全性確保の視点，②核燃料物質としての取
扱いの視点が必要である。また，燃料デブリが炉内の生
成場所や構成要素によって多様な組成，物性をもつこと
がその処理・処分を難しくするため，③燃料デブリの多
様性への考慮が必要である。さらに，最終的な廃棄体と
しての特性が重要であることから，④放射性廃棄物とし
ての処分の視点が挙げられる。以上 4 つの視点から処
理・処分の各工程への要件を検討した結果を紹介する。
① 放射性物質取扱いにおける安全性確保の視点
燃料デブリには核燃料物質と FP 等の放射性物質が含

まれることから，炉内から取り出した燃料デブリは，腐
食反応を考慮した材料の容器で閉じ込め，遮へいする必
要がある。また，この容器には，水の放射線分解による
水素発生を避けるための乾燥操作や不活性ガスによる希
釈，崩壊熱の冷却などを考慮する必要がある。
② 燃料物質としての取扱いの視点
臨界安全の観点からは，燃料デブリをある臨界管理制

限の下で取り扱う必要があり，個々の燃料デブリに含ま
れる核燃料物質の種類と量の推定や水分などの減速材の
存在，容器の形状などを可能な限り事前に検討しておく
必要がある。計量管理（または保障措置）の観点では，燃
料デブリは集合体を一単位とする通常の計量管理手法が
適用できないため，合理的に計量管理を行える計量管理
手法を IAEA 等との調整を経て構築する必要がある 21）。

第５図　汚染水処理でデブリから回収されたCs 量 22）
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③ 燃料デブリの多様性への考慮
燃料デブリは多様な成分・組成を持つと想定され，全

てを同じように取扱うことは合理性に欠けると考えられ
る。このため，燃料デブリについては，炉内から取り出
した直後に分類し，分類ごとに適切な臨界安全管理や計
量管理，処理方法を選択することが合理的と考えられ
る。このため分類の考え方を十分整理し，できるだけ短
時間で分類する技術を予め選定することが重要である。
④ 放射性廃棄物としての処分の視点
燃料デブリを（無処理で）直接処分する場合も，処理後

に処分する場合も，最終的には放射性廃棄物として処分
される。燃料デブリに含まれる放射性物質は使用済燃料
と共通であり，ガラス固化体の場合と同様の考え方によ
り処分時評価が可能と考えられる。すなわち，廃棄体に
含まれる核種，放射能量（ソースターム）の評価から，核
種の浸出率の評価，オーバーパックや人工バリア，天然
バリアの遅延効果，地下水での移行評価を経て，被ばく
評価が行われる。このうち各バリアの評価は従来の知見
が適用可能なため，燃料デブリのソースタームと廃棄体
からの浸出率を新たに評価する必要がある。

燃料デブリのソースタームは，分析が困難であれば，
1 ～ 3 号機全体のインベントリーから保守的に推定する
しかない。特に，ガラス固化体と比較して多量のアクチ
ニド（特に Pu）が含まれるため，固化体からの長期的な
発熱量がより大きくなり，必要な処分場面積が増大する
可能性がある。したがって，合理的な処分には，分析技
術を開発しソースターム精度を上げるか，何らかの処理
でソースタームを低減することが効果的である。例え
ば，半減期の長いアクチニドの分離・除去ができれば処
分負荷の低減も見込むことができよう。

また，浸出率については燃料デブリが多様な形態を持
つため，直接処分するとした場合には瞬時放出として評
価せざるを得ないと思われる。このため，何らかの安定
化処理を行うことで浸出率が設定可能となれば，放出放
射能と被ばく量を合理的に評価できる可能性がある。

（幹事・島田　隆）

（３） 燃料デブリ処理・処分への再処理技術適用性
以上を勘案し，本項ではこれまで開発されてきた再処

理技術を燃料デブリ処理に応用できないかを検討した。
（ａ）湿式（酸溶解）処理
工業的再処理は硝酸水溶液からの溶媒抽出に基づいて

おり，燃料デブリへの応用を考えるに当たっては，硝酸
水溶液に溶解する，あるいは転換する技術の検討が重要
である。TMI-2 事故の経験では，アイダホ国立工学研
究所によるコア・デブリの溶解に関する知見が報告され
ている 23）。燃料デブリの多くは硝酸とフッ酸によって
は不溶であり，二硫酸（ピロ硫酸）が効果的であったとし
ている。一方で，ホットセル内での分析においては，安
全のために，硝酸とフッ酸を用い，時間をかけて溶解す

る方法が適用された。TMI-2 の事業者である GPU 
Nuclear 社は，除染法の一つである OPG‒AP‒CITROX
法の適用について試みた 24）。この方法は，シュウ酸―
過酸化物―グルコン酸の緩衝液と炭酸水素カリウム溶液
を用いる。U や U‒Zr 酸化物溶融物の溶解率は 20 時間
後において 10 ～ 30% に留まった。

JAEA ではこれらの知見を踏まえ，U‒Zr 混合酸化物
の溶解性を調べている 20）。Zr の含有量が高い場合には
硝酸あるいは硝酸 ‒ フッ酸に対する難溶性が確認された
一方で，Zr の含有量が低い（10%）場合には硝酸に対し
可溶であることが確認された。この性質を考慮して，
Zr の含有量が高い燃料デブリに UO2 を加えて固溶体を
調製し，硝酸に溶解する方法が考えられた。5mol% 
U‒95mol% Zr の模擬デブリを溶解試験に供した後の溶
解残渣を 90mol% U に加工することで，1% であった溶
解率が約 96% に向上した。これは，難溶性の燃料デブ
リを可溶化する前処理工程の可能性を提供すると考えら
れる。 （幹事・駒　義和）

（ｂ）乾式処理
米国アルゴンヌ国立研究所（ANL）は乾式再処理技術

として開発した Li 還元法が，TMI-2 燃料デブリの処理
に適用できることに着目し，U，Zr，Fe2O3，Cr2O3 の
テルミット反応により模擬コリウム（58UO2-11ZrO2-
14Zr-14Fe-3Cr）を作成し還元試験を 1996 年に行っ
た 25）。その結果，650℃の LiCl 浴中に浸して金属 Li を
加えることにより 20 時間以内にコリウム中の U を金属
に還元することができたと報告している。この成果を踏
まえ，福島第一燃料デブリの乾式法による安定化処理が
検討され，いくつかの方法が提案されている。

一つは，上記の Li 還元に替わる酸化物還元法として
近年開発された電解還元法 26）を適用するものである。
電中研と JAEA は電解還元によるデブリ中のアクチニ
ドの金属への還元ができれば，金属電解法で開発したア
クチニド分離や安定化技術が適用できるとし，模擬デブ
リ（U, Zr）O2 や ZrO2 を対象とした電解還元試験を実施
している。その結果これまでに，模擬デブリ中の U は
金属に還元可能であること，ZrO2 は溶融塩中の Li2O と
反応して複合酸化物を形成し還元されにくいこと等が明
らかとなった 27）。さらに，電中研はドイツの超ウラン
元素研究所と協力して TMI-2 実デブリの電解還元試験
を行い，第 6図に示すような金属様の還元物が得られ
たことを報告している 28）。

もう一つは，溶融塩化物中にデブリを浸して塩素ガス
を吹き込むことにより，デブリ中のアクチニドを塩素化
した後，上記と同じく電解や選択的沈殿などの処理によ
り分離 / 安定化する方法であり，アクチニド酸化物など
で原理は実証されている。塩素ガスによる塩素化は高い
溶解性が期待できる反面，構造材料の腐食の観点から工
学的成立性については検討が必要である。
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いずれにしても難溶性の燃料デブリの溶解という観点
から，乾式法には技術的な利点があると考えられる。特
に福島第一原子力発電所では，高温での溶融と長期にわ
たる注水により，溶融デブリ中に残存する Cs や Sr，
Ba の濃度が低いため，溶融塩が再利用でき FP やアク
チニドは湿式法と同様なガラス固化体として廃棄できる
と期待されている。このため，コストを含めた現実的な
検討に向け，デブリ物性や処理条件の影響などの基礎特
性の把握と，最終的な回収物・廃棄体を得るまでの処理
プロセス・施設概念を明らかにしていくことが重要であ
る。 （幹事・飯塚政利）

3.  燃料デブリ処理・処分に必要な研究開発項目
の摘出

前述のように，燃料デブリは，主な構成成分は変わら
ないものの，事故の進展具合により，その分布や形状，
密度や強度等の物理特性や化学特性，および不均一さな
どの様態が大きく変化し，取出しや処理・処分方策の選
定に影響する。このため，解析による燃料破損状況推
定，燃料デブリの様々な物性評価（模擬／ TMI デブリ
の測定と物性推算）が進められている。しかし，現行解
析コードは詳細化や精度に限界があり，物性測定は溶融
固化燃料の製造が難しく，また物性推定も平衡単一相以
外はまだ難しい。幸い福島第一では，ロボットや遠隔で
の内部観察が順調に進展しているため，今後得られる実
際の燃料デブリの調査結果を柔軟に取り込んで，複雑な
炉内反応を，実用に役立つレベルで，解析・評価できる
ようになることが望まれる。

一方，処理・処分の観点からは，高温で溶融し長期の
注水で洗浄された燃料デブリに残存する FP の種類と量
の同定と，燃料デブリを酸や溶融塩で処理する場合の反
応速度や浸出率などプロセスを設計するための基盤デー
タの充実が重要である。後者については，多様な燃料デ
ブリに対応できるよう，試験と評価モデルの構築を戦略
的に進めていくことが肝要である。これらが得られれ
ば，次世代再処理や既存再処理の開発経験を活用し，実
用施設をイメージしつつプロセス設計を効率的に進める
ことができるものと思われる。 （幹事・水口浩司）

Ⅳ．再処理基盤の拡充に向けた人材育成の取り組み
現在，第一線で研究・技術開発に取り組む人々には，

次世代へ知見を残しつつ後継となる人材を育成するとい
う使命がある。特に，福島事故以降，燃料サイクルの是
非も含めた議論がなされ，これまでのようなスピードで
再処理技術の開発が進められない現状があり，将来世代
における人材の枯渇および技術基盤の喪失が懸念され
る。本章では，人材育成を含む再処理基盤の長期的な維
持継続のための現状から今後の取り組みを紹介する。
（１） 再処理プロセス・化学ハンドブック（第 2版） 

の改訂
燃料の高燃焼度化や MOX 燃料に対応する再処理プロ

セスの技術開発に資するためのデータベース整備を目的
として，湿式再処理技術に関する基礎化学データおよび
プロセス解析コードと解析結果を整理・評価した「再処
理プロセス・化学ハンドブック（第 1 版）」を旧日本原子
力研究所が 2001 年に発行した（JAERI-Review 2001-
038）。その後，新規取得データや文献調査に基づく改訂
作業が行われ，2008 年に第 2 版（JAEA-Review-2008 
-037）が JAEA より公刊された。また，軽水炉から高速
炉への移行期に際し，第 3 版の 2014 年公刊を目指して
2011 年より改訂作業が開始された。第 3 版では，最新
かつ実用的な情報を反映させるとともに，利用者が読み
やすく活用しやすい構成を目指している。
（２） 日本アクチノイドネットワーク（J-Actinet）の 

活動
アクチノイド研究を推進するためには，α放射体を取

り扱う研究環境を維持管理する必要があり，資金面でも
大きな負担を強いられる。そこで，組織の枠を超えた連
携による研究支援体制を構築し，新たな研究開発を推進
するとともに，原子力分野におけるアクチノイド研究の
ノウハウを若手研究者への継承することを目的として，
日本アクチノイドネットワークが設立された 29）。提案
機関として，北海道大学，東北大学，東京大学，東京工
業大学，名古屋大学，京都大学，大阪大学，九州大学，
JAEA が連携し，電力中央研究所，ニュークリア・デベ
ロップメント，日本核燃料開発，他が協力している。主
な活動内容は下記の通りである。

・ 将来の核燃料サイクルを担うアクチノイド基礎科学
の振興と若手研究者・技術者の育成

・ JAEA，東北大学，京都大学のアクチノイド関連研
究施設を利用して，若手研究者・技術者に先端的科
学にふれる機会を与えることにより体験的理解を深
める

・ 異分野も巻き込み最先端の実験科学と計算科学を結
合した連携研究テーマを実施する。

これらに基づき，計算科学スクール，サマースクー
ル，欧州サマースクール派遣，国際会議派遣など具体的

第 6図　実 TMI-2 デブリの電解還元後試料の断面 28）
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な活動を行っているが，継続的な運営が課題である。
（３）大学における原子力技術者育成
平成 19 年度から文部科学省と経済産業省の連携事業

として「原子力人材育成プログラム」が開始され，多くの
大学や高専が原子力人材育成に取り組んでいる。平成
24 年度までの 6 年間で 182 件（複数年にわたる場合は年
1 件とカウント）の事業が実施された。そのうち，事業
名に「再処理」や「燃料サイクル」が含まれる取り組みは
12 件にとどまる（複数年継続事業を含む。実質 7 件）。

各大学が実施している独自の取り組みも数多く存在す
るが，「再処理技術」に主眼を置いた取り組みは非常に少
ない。大学における再処理や燃料サイクル分野の人材育
成は，教員の専門分野に依存する部分が大きい。した
がって，教員個人の研究活動の範囲内での学生指導や外
部機関との連携研究（インターンシップを含む）が主な人
材育成の場となっているのが現状である。今後，組織的
な取り組みも含めて，再処理や燃料サイクル分野の人材
育成が必要とされるであろう。
（４）福島第一の廃炉に向けた中長期的な人材育成
ロードマップ 16）では，廃止措置に関わる現場作業及

び研究開発プロジェクトを進めるには，政府の強力な人
材育成推進体制の下，大学等の教育・研究機関や JAEA
及び民間が連携して人材育成を進めていくべきだとして
いる。前章に示したように，燃料デブリの処理・処分の
判断に関わるテーマは，困難な課題であるが，我が国独
自の新たなプロセスの開発など，長期的な人材育成に相
応しい研究テーマとなり得ると思われる。

（幹事・浅沼徳子）

V．おわりに
福島第一の廃止措置への対応と次期再処理施設に向け

た準備はいずれも中長期に及ぶ課題であり，時期も前後
する。このため，今後，技術や研究テーマの共有化・合
理化を図り，効率的に進めていくことが重要となると思
われる。本稿では，その第一段階として，双方において
重要な研究開発課題を抽出し，その現状を取りまとめて
報告した。今後の議論のたたき台となれば幸いである。

なお，紙数の関係で触れなかったが，精度の高い計量
管理を大型再処理工場に実現した保障措置技術は，我が
国の再処理技術のもう一つの重要な基盤である。本稿で
紹介した将来に向けた再処理技術では，開発段階から保
障措置技術とフェーズを合わせることで，より平和利用
に適した再処理施設を構築することができると考えられ
る。原子力発電容量の大幅な増大が見込まれるアジアで
は，将来マルチナショナルな再処理施設が必要となる可
能性もあり，このような再処理技術ができれば，我が国
がより主導的な役割を果たすことが期待できよう。

（主査・小山正史）
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－最近の編集委員会の話題より－
（9 月13日第 3 回編集幹事会）

【論文誌関係】
・ 学位論文全文電子公開に伴う，本学会論文誌の受理要件の変更に関して

検討した。他学会論文誌の取り扱いを調べることとした。
・ 英文誌の出版状況が報告された。8 月期に 32 論文が投稿された。10 月号

電子版公開済み，11 月号入稿済み。
・論文誌関連規定類の見直し検討経過が報告された。
・学会賞論文賞への編集委員会からの推薦論文を確定した。
・イランからの投稿論文 3 件の取り扱い結果が報告された。
・和文論文投稿数が減少していることが報告された。
【学会誌関係】
・ 編集委員長から経営改善特別小委員会と編集委員会との意見交換会の報

告があった。
・ 新型炉部会，熱流動部会の担当者から，それぞれの活動状況の説明を受

け，学会誌記事になりそうなテーマについてディスカッションを行った。
・ 学会誌の PDF 記事公開について，まず他学会の PDF 化の状況と，導入

した場合の評価を，新委員に担当してもらうこととした。
・ 2013年秋の大会での企画セッションで学会誌記事にふさわしいものがない

か，また，進捗状況を確認した。
・ Elsevier 社が運営しているか「Scopus」というデータベースに，学会誌を登

載したいという要望が，Elsevier 社から出ているという報告が事務局より
あった。他に登載されているジャーナルなどを調べ，判断していくことと
した。

・ 2013 年 10 月号より印刷所を移行し，校正作業が終了した旨の報告が事務
局よりあった。

（10 月 7日第 4 回編集幹事会）
【論文誌関係】
・ 学位論文全文電子公開に伴う本学会論文誌の受理要件の変更に関して検

討し，特例として全文公開 1 年間に限り新規性を喪失しないと見なすこと
とした。

・ 英文誌の出版状況が報告された。9 月期に 23 論文が投稿された。11 月号
電子版公開済み，12 月号入稿済み。

・ 英文誌の特集号として，Physor2014 国際会議と福島原発廃止措置関連を
承認した。なお，後者は論文を公募することとした。

・ 論文誌関連規定類の見直し検討経過が報告された。論文審査・査読担当
者選出に関する手順書を承認した。

・ JNST Most Cited Article Award（2007）を 4 論文に贈ることを確定した。
・ JNST 50 周年記念 Review（海外著者）は，各部会から推薦された上位 1 名

に順次依頼することが了承された。
・ 第 7 分野の編集委員の交代を仮承認した。
【学会誌関係】
・ 学会誌編集長より，経営改善特別小委員会との意見交換会の報告があった。
・ HMS 研究部会，水化学部会の担当者から，それぞれの部会の活動状況の

説明を受け，学会誌記事になりそうなテーマについてディスカッションを
行った。

・ 学会誌記事企画の進捗状況の確認を行った。打診を行っていない案件につ
いては早急に対応するよう担当委員に依頼した。

・ 10 月号の印刷費について，印刷所から最初に提出された見積もり通りの金
額になっている旨の報告があった。

・ 来年 4 月号からの表紙新レイアウトの決定報告があった。写真はこれから
選別する。表紙を新レイアウトに変更するに伴い，本文の目次や記事デザ
インも変更する予定である。

編集委員会連絡先≪ hensyu@aesj.or.jp ≫

From Editors 編集委員会からのお知らせ

小山正史（こやま・ただふみ）
電力中央研究所

（専門分野／関心分野）再処理，熱力学，汚染水処理

笹平　朗（ささひら・あきら）
㈱日立製作所

（専門分野／関心分野）化学，燃料再処理

本間俊司（ほんま・しゅんじ）
埼玉大学

（専門分野／関心分野）再処理，化学工学，数値流力学

井関忠宏（いせき・ただひろ）
日本原燃㈱

（専門分野／関心分野）燃料再処理

島田　隆（しまだ・たかし）
三菱重工㈱

（専門分野／関心分野）燃料再処理

著 者 紹 介

染谷　浩（そめや・ひろし）
三菱マテリアル㈱

（専門分野／関心分野）燃料再処理，核燃料

松村達郎（まつむら・たつろう）
日本原子力研究開発機構

（専門分野／関心分野）燃料再処理，MA 分離

飯塚政利（いいづか・まさとし）
電力中央研究所

（専門分野／関心分野）再処理，溶融塩化学

有田裕二（ありた・ゆうじ）
福井大学

（専門分野／関心分野）核燃料，燃料再処理

永里良彦（ながさと・よしひこ）
日本原子力研究開発機構

（専門分野／関心分野）燃料再処理

駒　義和（こま・よしかず）
日本原子力研究開発機構

（専門分野／関心分野）燃料再処理，MA 分離

水口浩司（みずぐち・こうじ）
㈱東芝

（専門分野／関心分野）燃料再処理

浅沼徳子（あさぬま・のりこ）
東海大学

（専門分野／関心分野）再処理化学
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レントゲンによる X 線の発見からわずか 110 年，量
子放射線は，X 線検診，がん治療，滅菌殺菌など医療
分野や非破壊検査，超微細加工，半導体技術，高分子重
合などの工業分野，品種改良などの農業分野において広
く活用されている。わが国においても放射線利用の経済
規模は数兆円に達し，イオン加速器から得られる荷電粒
子ビームや 2 次ビームとしての放射光や中性子線などの
量子ビームは，今日の最先端の科学研究分野で積極的に
利用されている。2011 年 3 月 11 日に起こった東京電力
福島第一原子力発電所の事故以降，原子力エネルギー政
策の見直しが行われているが，世界的には今後とも原子
力が発電の主要な部分を占めると予想されるため，原子
力産業は今後ともわが国の重要な産業分野であることが
期待される。したがって原子力発電所事故以降，様々な
メディアから発信される風評に対し，一般人が正しく判
断できるように放射線教育を充実させると共に，原子力
発電の安全をより広い視点で確保するために必要な放射
線防護，食品，環境安全等に関する放射線取扱の専門家
の人材育成は，原子力産業の将来のために喫緊の課題と
なっている。

大阪府立大学の中百舌鳥キャンパスには , わが国の大
学の中でも有数の規模を持つ密封放射線施設（線源棟，
床面積 1,760m2）・非密封放射線施設（トレーサー棟，床
面積 2,046m2），大気環境監視施設（屋外管理棟，床面積

大阪府立大学 大学院量子放射線工学分野新設について
放射線利用分野の人材育成への新たな決意

大阪府立大学　古田 雅一

本年 4 月，大阪府立大学の放射線研究センターを母体とした新たな大学院専攻，量子放射線系専攻量
子放射線工学分野が本学大学院工学研究科に開設された。新専攻は放射線研究センターが維持管理する
大規模な放射線利用施設，クリーンルーム施設を母体としている。本施設の運営を通じて長年培ってき
た放射線，量子線を活用した教育研究，民間も含めた大学内外からの依頼照射，共同利用研究，放射線
に関する研修活動，「みんなのくらしと放射線展」など，地域に対する知識普及活動などの経験を生か
し，研究者，技術者として必要な実践的な放射線取扱技術や資格の取得を目指している。さらに知識普
及活動に参加することで放射線の理解促進に不可欠な社会との関係やコミュニケーション力を養えるこ
とも本専攻の特長である。

51m2），クリーンルーム施設が存在する（第 1図）。これ
らの施設の維持管理と研究開発は現在，筆者を含め，本
学の地域連携研究機構，放射線研究センターの教職員に
より維持管理されている。教員は 4 つの研究グループ

「環境計測科学グループ」「量子線材料科学グループ」「量
子線化学生物学グループ」「量子ナノ材料科学グループ」
に所属し，これらの施設を鋭意活用しつつ，放射線，量
子線を活用した教育研究，民間も含めた大学内外からの
依頼照射，共同利用研究，放射線に関する研修活動，

「みんなのくらしと放射線展」など地域に対する知識普及
活動などに励んできた。これらの活動のなかで，大学生
や大学院生に対してより高度な知識を授けたい，研究活
動を共にすることで時代に即した放射線利用の専門家を
育てたい，という思いが募り，放射線利用に関する大学
院専攻の設置を目標に鋭意努力してきた。これらの努力
の甲斐あって今年 4 月から「量子放射線系専攻量子放射
線工学分野」が本学大学院工学研究科に設置され，11 名

The Newly-established Division of Quantum Radiation and 
Engineering, Osaka Prefecture University；Human resource 
development in the field of quantum radiation applications with 
fresh determination ：Masakazu FURUTA.
　（2013 年 8 月 18 日 受理）

報 告

第 1図　大阪府立大学の放射線施設の全景

屋外管理棟

線源棟

クリーンルーム

トレーサー棟
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の博士前期課程の院生，3 名の博士後期課程の院生を迎
えることができた。本稿においてはこの新専攻の内容に
ついて簡単に紹介したい。

本学の放射線利用施設はもともと 1990 年に統合され
た大阪府立放射線中央研究所の研究施設を受け継いだも
ので，50 年以上にわたり学内外の研究者に利用されて
きた。線源棟の主な放射線源は，Co-60 ガンマ線源（第
2図）と 10MeV 以上の高エネルギー電子線が得られる
電子線形加速器（第 3図），数百 keV レベルの電子線が
得られるコッククロフト・ワルトン型電子加速器であ
る。ガンマ線源は，材料の改質，耐放射線性試験，滅菌
や生物への照射などが行われている。また，固体表面活
性化による反応促進，人工衛星搭載機器の照射効果など
がコッククロフト・ワルトン型電子加速器が用いられて
おり，新しい研究として注目されている。

またトレーサー棟においては 3H，14C，32P，35S など
18 種の放射性核種が利用可能であり，バイオ研究に汎
用される核種に加えて原子力発電所事故後に問題となっ
ている 131I，134Cs，137Cs の利用も可能であり，Ge 半導
体検出器をはじめ，精密な放射線測定も行える種々の測
定機器を備えている。本施設は様々な用途に対応した

10 以上の実験室や測定室を備え，多人数の学生実習，
外部企業も利用可能な多機能の施設となっており，現在
ではイオンや塩類など，水以外の不純物は透過しない性
質を持つ逆浸透膜（RO 膜）による 131I，137Cs の除染を目
指した研究，また微生物による環境水や土壌からの
137Cs の除去などの研究が産学の共同研究として行われ
ている。

屋外管理棟においては，食品や環境試料の放射線モニ
タリングが行えるような測定，解析設備が完備してお
り，原子力発電所事故以来，福島産食品の放射線測定な
ど様々な環境放射線測定に引っ張りだこの状況である。

クリーンルームにはクラス 1000，クラス 100，クラス
10 の 3 つの部屋があり， 大学のクリーンルームとして
は最高レベルの施設となっている。このクリーンルーム
は，清浄度を保てる垂直層流方式（ダウンフロー方式）を
採用しており，空調設備のある天井，全面グレーティン
グの作業室，ガスや純水の配管のある床の 3 層構造と
なっている。ここでは，超純水や各種の高純度ガスが使
用できるようになっており，電子・光デバイスの革新の
ために半導体などの材料の開発などに加えて様々な分野
の研究者との共同研究が行われている（第 4図）。

院生は上記 4 つの研究グループにそれぞれ所属し，大
型電子線加速器や各種の放射線測定機器を利用した環境
計測や放射線計測（環境計測科学グループ），ガンマ線な
どの放射線，加速器からの高エネルギー電子線，イオン
ビーム，高輝度放射光，各種プラズマ源などの量子線を
利用した新規マテリアルの開発，分析，評価，固体表面
での放射線誘起反応，超微弱電子線の照射利用，中性子
ラジオグラフィによる非破壊検査，放射線化学反応の高
時間分解解析，宇宙衛星関連半導体材料の放射線照射試
験，高強度遠赤外放射光による吸収分光，ダイバーター
プラズマや大気圧放電プラズマの熱流束解析（量子線材
料科学グループ），量子線を用いた放射線殺滅菌，食品
照射，さらに加熱，プラズマ併用による高機能化，放射

第 4図　クリーンルーム室内風景

第 2図　 ガンマ線照射プールと水中の放射線源からの 
チェレンコフ光

第 3図　電子線形加速器システム
写真　左：Bending magnet方向からAccelerating wave guide
を望む。　中央：Quadrupole magnets を介して水平に伸びる
加速管　右 :Shielding wall の外側に配置された Beam profile 
monitor と Beam Current monitor
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線架橋による新規生体材料開発，微生物，錯体による原
子力発電所事故による 131I，134Cs，137Cs の除染，水浄化，
これらに対応した微生物の放射線育種など（量子線化学
生物学グループ），超微細加工，半導体技術を駆使した
次世代光デバイスの提案とその材料の分子線成長法

（MBE）および有機金属気相成長法（MOVPE）による開
発（量子ナノ材料科学グループ）など，先端的な科学技術
を融合させた多彩な学際的研究に携わることにより，放
射線取扱の基礎から応用まで研究者，技術者として必要
な技術を学ぶことができる。

博士前期課程の講義は，放射線の基礎から応用分野ま
での幅広い科目が用意されている。本学の大規模な放射
線施設と装置や「みんなのくらしと放射線展」などの一般
向けの知識普及イベントを活用した実践的な放射線取扱
技術や資格の取得と理解促進に不可欠な社会との関係や
コミュニケーション力を養うことができる（第 5図）。

量子放射線の基礎については，量子放射線と物質との
相互作用を基礎的な物理過程から理解する「量子科学特
論」と，放射線取扱いの基礎科学技術を総合的に理解す
る「最新放射線安全管理学特論」が用意され，後者は，放
射線取扱主任者免状の国家試験に対応している。

応用分野については，「放射線物理工学特論」，「放射
線化学・バイオ応用理工学特論」，「放射線医学・防護学
特論」が用意され，それぞれ工業，農業，バイオ，医学
分野における放射線利用，および放射線防護学の先端知
識が学べる。さらに光量子線，粒子線関連の応用分野に
ついて，「高度光量子科学技術特論」，「高度粒子線科学
技術特論」も用意されている。また本学の放射線施設，
関連装置，機器を利用した実践教育としては，「最新量
子放射線機器工学特論」，「放射線計測学特論」がある。
さらにエネルギー分野への応用として「原子力エネル
ギー工学特論」も用意されている。

放射線と社会との関わりについては，「放射線の社会
学特論」でリスクコミュニケーションの基礎を学び，実
際に行われている知識普及活動なども利用しながら実践
教育を行う。さらに量子放射線の応用研究において，特
に進展の著しい理工学分野およびバイオ・医療分野の研
究フロンティアについては各分野の第一線で活躍する研
究者を招き，集中講義「量子放射線応用科学技術フロン
ティア」も適宜開講する予定である。

一方，博士後期課程においては担当教授のそれぞれの
専門領域を中心とした専門性の高い講義を受講し，同時
に研究指導により，独立した研究者になるために必要な

技能を習得する。
大学院入試は例年 8 月下旬に本学工学研究科大学院入

試の一環として行われるが，今年度は来年 2 月に 2 次試
験が行われる予定である。試験科目は専門科目の筆記試
験と面接から成り，英語は TOEIC などの外部試験結果
を用いる。詳しくはホームページ http://www.riast.
osakafu-u.ac.jp/senko/index.html を参照いただきたい。

筆者の研究分野，食品や医用材料の放射線殺滅菌技術
は，加熱できない香辛料や冷凍食品に対して極めて有効
であり，東アジアを中心に実用化が進んできている。一
方で国内における食品の放射線照射に関しては，1972
年にジャガイモの芽止め照射が世界に先駆けて許可され
て以来，今日に至るまで新たな許可品目がないのが現状
である。この停滞の中，食品の放射線照射を専門とする
研究者が著しく減少し，後継者の育成が急務となってい
る。2013 年に入り，牛生レバーの放射線殺菌法の有効
性の検討が厚生労働省で始まるなど，明るい話題も生ま
れている。これを励みにしつつこれからの放射線利用技
術を担う若い人材を育てたいと決意を新たにしている。
来年度もまた新たな人材と出会えることを心待ちにして
いる。どうか今後ともご支援のほどよろしくお願いいた
したい。

第 5図　 「みんなのくらしと放射線展」での親子に対する 
知識普及活動（講演中の筆者）

古田雅一（ふるた・まさかず）
大阪府立大学

（専門分野 / 関心分野）量子線による殺滅
菌，食品照射，量子線による材料開発，
放射線，量子ビーム応用科学

 著 者 紹 介 
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Ⅰ．はじめに

第 1 回の解説で，高レベル放射性廃棄物（以下，高レ
ベル廃棄物という）の地層処分において議論されている
可逆性と回収可能性について全般的な解説を行った。
R&R プロジェクトのまとめでは，回収可能性の目的は
以下のとおりであった 3）。

・  将来に対する謙虚な態度あるいは新しい考えや提言
を受け入れる姿勢を持つこと。

・安全性にさらなる保証を与えること。
・  「不可逆的な」状況に縛られたくないという公衆の希

望に留意すること。
・  一部の国の処分プログラムでは，操業安全のため
（何か問題が発生した場合）には安全な状態に戻せる
ように常に備えておくこと。

第 2 回の解説では，回収可能性という技術的側面につ
いて各国の取り組み状況を紹介する。今回参照した資料
を以下に示す。

① EC/EURATOM（欧州委員会／欧州原子力共同体）
で 1998 年から 1999 年にかけて実施された「深地層処分
場における長寿命放射性廃棄物の回収可能性に関する協
調行動」プロジェクト（以下，回収可能性協調行動プロ
ジェクトという）の成果 1）。

② OECD/NEA（経済協力開発機構／原子力機関）で
2007 年から 2011 年にかけて実施された「高レベル放射
性廃棄物および使用済燃料の深地層処分のための可逆性
と回収可能性」プロジェクト（R&R プロジェクト）で各国
の状況を取りまとめた報告書 2）。

解説シリーズ

高レベル放射性廃棄物処分の可逆性と回収可能性
第2回　回収可能性を中心にした各国の検討状況

原子力環境整備促進・資金管理センター　田辺 博三

処分事業の実施段階における可逆性・回収可能性（R&R）が各国で取り上げられ，議論が行
われるなど関心が高まっている。第 2 回の解説では，回収可能性の技術的側面について，各国
の取り組み状況をまとめた EC/EURATOM の回収可能性協調行動プロジェクトの成果 1）を中
心に解説した。

③ ①，②以降の各国の最新情報（随時）。
④ EC/EURATOM で実施中/実施済の国際共同研究

プロジェクト（PEBS：工学バリアシステムの長期性能，
MoDeRn：安全な処分場操業と段階的な閉鎖のためのモ
ニタリングの開発，ESDRED：処分場設計の工学的研
究と実証）の成果。

このうち，①は各国の回収可能性への取り組みを包括
的かつ詳しく調査したものであり，回収可能性を技術的
側面から解説するのには最適の情報源になるものであ
る。ただし，1999 年までの情報であるため，その後，
国によっては回収可能性に関わる技術開発，処分場の設
計，法規制の策定など，新たな動きがあったものがあ
り，それらの情報源として②，③を利用して，可能な限
り補足情報として追記するようにした。

回収可能性を理解するためには，各国の処分概念（母
岩，工学バリア，処分場設計などの特徴）の理解が不可
欠である。④に示した国際共同研究プロジェクトでは各
国 の 工 学 バ リ ア（PEBS）， 処 分 場 設 計 と 段 階

（MoDeRn），廃棄物の定置技術実証と回収可能性の評価
（ESDRED）が取り上げられており参考として利用した。

Ⅱ．各国の回収可能性の取り込み状況

1．  回収可能性協調行動プロジェクト（1998 年
～ 1999 年）時点の状況

回収可能性協調行動プロジェクトには，EU（欧州連
合）のベルギー，フィンランド，フランス，ドイツ，オ
ランダ，スペイン，スウェーデン，英国の 8 か国とスイ
スの併せて 9 か国の専門家が参加した。参加者は各国の
回収可能性概念を理解するために，
・廃棄物管理の背景情報
・回収可能性の背景と目的
・回収可能性の概念
・回収可能性の技術的側面
・安全関連問題

Reversibility & Retrievability（R&R）for Geological Disposal 
of High-level Radioactive Waste（2）; Status of Retrievability in 
Several Countries: Hiromi TANABE.
　（2013 年 8 月 14 日 受理）
■前回のタイトル
第１回　可逆性と回収可能性はどういうことなのか
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・回収可能性を備えることのコスト面の影響
・研究開発
についてまとめた。その結果，各国の回収可能性の取り
込みレベルが第 1表にまとめられた。なお，英国はこ
の時点では高レベル廃棄物の政策が未定であったため，
表は中レベル廃棄物について示されている。概要は以下
のとおりである。
・ほとんどすべての国で回収可能性の調査が実施されて
いる。
・ ほとんどの機関が，回収可能性は公衆の関心事項であ

り，社会的意思決定との関連で重要と指摘している。
・ 回収可能性が取り上げられる以前に開発された処分概

念においても高品質の多重バリアシステムにより可逆
性の極めて高い処分システムが実現している。

・ 7 か国で回収が容易な期間の明確なイメージが得られ
ており，5 か国で閉鎖後一定期間までは回収可能な期
間と見なしている。

・ 大部分の国で決定すべき問題がいくつか残っている。
2．回収可能性協調行動プロジェクト以降の進展
回収可能性協調行動プロジェクト以降，十数年の間

に，各国で R&R の議論が進展し，法規制に具体的に規
定される国も出てきている。また，廃棄物の定置技術や
回収技術の研究開発・実証が進められている 2）。一方
で，オランダとスペインでは地層処分場開発が中断して
いる。各国の新たな動きの概要を以下に示す。

⑴　ベルギーでは 2010 年に「放射性廃棄物最終処分施
設の許認可制度に関する王令」ドラフトを作成しており，
段階的なアプローチに基づく許認可プロセスが示されて
いる。このドラフトは，最終化に先立って実施されたパ
ブリックコメント（2010 年 9 月 1 日～ 10 月 31 日実施）
に供するために公表されたものであり，未施行のもので
ある。

⑵　フィンランドでは 2008 年改訂の安全規則は回収

可能性を要求していないが，2001 年の原則決定時の安全
規則に基づき回収可能性が要求されている。2012 年に
処分場の建設許可申請を行った。申請において回収可能
性と回収コストの報告書を提出することになっている。

⑶　フランスでは 1991 年に制定された「放射性廃棄物
管理研究に関する法律」に基づき，事業者（Andra）は
2005 年に可逆性を考慮した処分概念（Dissier2005）を開
発した。2006 年に制定された「放射性廃棄物及び放射性
物質の持続可能な管理に関する計画法」（放射性廃棄物等
管理計画法という）では，百年間を下回らない可逆性期
間が規定されている。放射性廃棄物等管理計画法および
関連するデクレ（政令）では遅くとも 2014 年末までに処
分場の設置許可申請を行うこと，設置許可申請後に可逆
性の条件を定める法が制定されること，この法律に示さ
れた条件において放射性廃棄物の深地層処分場の可逆性
が保証されていない場合には，処分場の設置認可が発給
されることはないことが規定されている。

⑷　ドイツでは 2009 年に更新された「発熱性廃棄物の
安全要件」で，閉鎖前までの回収可能性と閉鎖後 500 年
間の緊急回収が規定されている。回収可能性の議論の背
景にはアッセⅡ研究鉱山で試験的処分された低中レベル
廃棄物の回収問題があった。

⑸　オランダでは 1993 年の政府決定で回収可能性要
件が示された。それに基づいて CORA プロジェクト（回
収可能な地層処分と 100 ～ 300 年の長期貯蔵の比較研
究）が行われ 2002 年に終了した（Ⅲ-2 節参照）。その結果
を受けた政府は，放射性廃棄物量が少なく貯蔵可能であ
る，処分に対する公衆や政治的なアクセプタンスが低い
などの理由から長期貯蔵を選択した。現在，COVRA（中
央貯蔵機関）がすべての放射性廃棄物を貯蔵している。

⑹　スペインではサイト選定プロセスは事業者
（ENRESA）によって 1986 年に開始され，2000 年までに
候補地を指定する計画であった。しかし，選定プロセス
を進めるにあたって遭遇した困難のため，スペイン上院
は，1996 年末に，放射性廃棄物管理政策をいかに展開
するかについて政府に勧告を行う審査委員会（Inquiry 
Committee）の設置を決定した。委員会は，各国のアプ
ローチについて再検討を行い，様々な専門家，各種専門
グループおよび研究機関の代表者の意見や見解に基づい
て報告した。これらの結果および中間貯蔵の安全技術の
適切性を考慮して，スペイン政府は 2010 年頃まで最終
管理に関する決定を延期することが妥当と考えた。しか
し 2006 年の第 6 次 GRWP（総合放射性廃棄物計画）では
地層処分場の操業開始を 2050 年に延期することが決め
られ，現在でもサイト選定は再開されていない。

⑺　スウェーデンでは回収可能性は法律でも政府から
も明示的には要求されていないが，事業者（SKB）は設
計にそれを組み込んでいる 3）。SKB は環境法典と原子
力活動法に基づき 2011 年に地層処分場の立地・建設許

第1表　各国の回収可能性の取り込みレベル（1999年時点） 

HL：ガラス固化体，SF：使用済燃料，IL：中レベル廃棄物，
LL：低レベル廃棄物
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可申請を行った。申請書の中で回収可能性について言及
している。

⑻　スイスでは 2005 年に施行された原子力法令で閉
鎖前までの回収可能性を規定するとともに，2009 年に
ENSI（連邦原子力安全検査局）が策定した指針「地層処分
場の設計原則とセーフティーケースに関する要件」でも
規定している。事業者（Nagra）は「処分の実現可能性実
証プロジェクト」で，原子力法令に基づく回収可能性な
どを考慮した処分概念（NAGRA, NTB02-05, 2002）を開
発している。

⑼　英国では 2006 年に高レベル廃棄物を地層処分す
る方針を決めた（第 2表は中レベル廃棄物に関する記述
である）。2009 年に EA（環境規制機関）等が策定した「地
層処分施設の許可要件に関するガイダンス」では，回収
可能性を要求していないが，実施主体が回収可能性のた
めに措置を講じる場合には安全性を損なうものであって
はならないことが規定されている。

なお，上記の国において回収可能性を考慮した設計や
回収のコストを検討した事例はあるが，処分コストに回
収コストを含めるという判断を行った事例はない。

Ⅲ．各国の処分概念と回収可能性の検討

1．各国の処分概念の特徴
一般的に地層処分場の設計は処分場が設置される母岩

の建設性と長期安全性に関する特徴に基づいて行われ
る。回収可能性協調行動プロジェクトに参加した第 1 表
の国では，候補の母岩は，結晶質岩（スウェーデン，

フィンランド，スペイン），粘土層（ベルギー，スイス，
フランス），岩塩（ドイツ，オランダ）となっている。

具体的には，処分場の設計において，地下施設の建設
性に影響するパラメータ（掘削性，処分深度，空洞安定
性・コンバージェンス（変形）性など）と長期安全性に影
響するパラメータ（地下水流速，地下水化学，拡散係数，
亀裂など）が考慮される。このうち，結晶質岩において
は，亀裂が存在することなどから地下水流れが比較的大
きいので，水を通しにくいベントナイトが緩衝材や埋め
戻し材として使用される。これに対して粘土層において
はそれ自体が地下水を通しにくく，ベントナイト緩衝材
と同様に放射性核種の移行を遅延する効果があるが，ベ
ントナイト緩衝材の使用の有無は国によって異なってい
る。また，ガラス固化体の処分にはベントナイト緩衝材
を使用しないものの，使用済燃料の処分の場合は，ガラ
ス固化体に比べて大きな発熱量と長い発熱期間を有して
おり，その環境への熱的影響に配慮して使用する国があ
る。岩塩においては地下水流れがないなどから，ベント
ナイトは使用されず，埋め戻し材に掘削した岩塩が使用
される。

以上のように，処分概念は母岩の地質環境条件に基づ
いて設計されることが基本であるが，さらに各国の政策
や事業者の設計方針などが反映されて決められている

（Ⅲ-2 節参照）。
なお，サイト選定が終了したスウェーデン，フィンラ

ンド，フランスでは候補母岩が絞られているが，その他
の国々では，複数の候補母岩が存在し，それぞれに対し

第２表　参加国の処分場の特徴と回収可能性のための配慮例 

*1： 熱影響期間は廃棄物をオーバーパックで閉じ込めることが必要であり，その期間は約千年である。材料は炭素鋼である。 
なお，一部の国では銅製のオーバーパックを使用して十万年以上の閉じ込めを検討している。

*2：ベントナイト緩衝材を使用する国の一部では処分後，数十年にわたって 100℃を超える（百数十℃）設計もある。
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て処分概念の検討を並行して進めている場合もある。
2．各国の処分概念と回収可能性の検討

（１） 結晶質岩（スウェーデン，フィンランド，スペイン）
スウェーデンは 1983 年に KBS-3 概念を開発した。

フィンランドもこの概念を適用している。第 1図にス
ウェーデンの KBS-3 処分概念図を示す。使用済燃料を
鋳鉄製容器（内側）と銅製容器（外側）の 2 重構造の容器

（わが国のオーバーパックに相当）に封入し，周囲にベン
トナイト緩衝材を設置する概念である。現在は竪置方式
が先行しているが，横置方式についても開発が進められ
ている。横置方式では廃棄物と緩衝材を地上で事前に一
体化施行したもの（スーパーコンテナ）を定置する方法を
開発している。両者は強い協力関係のもとで R&D を実
施しており，スウェーデンのエスポ島にある地下研究所

（HRL）では，2000 年から 2005 年にかけて竪置方式の概
念で緩衝材の再飽和・膨潤試験を実施し，その後，2006
年 1 月から 5 月にかけて，緩衝材を塩水により除去し廃
棄物を回収する試験が行われた（SKB TR-11-10 など）。
緩衝材除去試験の概念図と緩衝材除去後の上部からの写
真を第 2図に示す 3）。HRL では 2010 年からプロトタイ
プ処分場の解体試験を開始しており，その中で回収可能
性に関するさらなる知見が得られる予定である。フィン
ランドで行われた回収技術の検討結果は POSIVA 
WR99-21 などに報告されている。また，横置方式の概
念で緩衝材を除去し高レベル廃棄物を回収する構想も検
討されている（第 3図参照。POSIVA 2008-03）。処分場
の設計において回収可能性のための特段の技術的特徴は

必要としないとしている 3）。
スペインは横置方式の概念を検討している。第 4図

に処分概念を示す。高レベル廃棄物を炭素鋼オーバー
パックに封入し，ベントナイト緩衝材を周囲に設置する
概念である。
（２）粘土層（ベルギー，スイス，フランス）

ベルギー，スイス，フランスは粘土層を候補母岩とし
ているが，処分概念は異なっている。ベルギーの処分概
念（第 5図）では，高レベル廃棄物を地上で炭素鋼オー
バーパックに封入しコンクリート緩衝材と一体化施工し
たもの（スーパーコンテナ）を処分坑道に定置する。処分

第１図　スウェーデンの処分概念（MoDeRn）

第３図　 横置方式の場合の回収可能性の構想図 
（POSIVA2008-03）

第２図　スウェーデンで実施された回収試験 3）

（a）試験装置の概念図

（b）緩衝材除去後の写真

第４図　スペインの処分概念（PEBS）

（a）　径方向断面図

（b）　軸方向断面図

第５図　ベルギーの処分概念（ESDRED）
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を処分坑道から水平方向に掘削された処分孔に 1 体ずつ
定置し，岩塩プラグで密封する。オランダでは「ローリ
ング・プレゼント（毎年見直しを行って新たな計画を立
てる）」のシナリオに基づき処分施設が「地下の一時貯蔵

第６図　スイスの処分概念（PEBS）

第８図　 フランスの回収用牽引ロボット装置例 
（DOSSIER2005）

第７図　フランスの処分概念（ESDRED）

坑道にコンクリートのライニング（支保工）を施工し，
スーパーコンテナと坑道の隙間は粒状の埋め戻し材を使
用することで回収を容易にすることを検討している 2）。

スイスの処分概念（第 6図）では，高レベル廃棄物は
炭素鋼オーバーパックに封入し，処分坑道にあらかじめ
設置されたベントナイト緩衝材ブロックの上に定置す
る。処分坑道との隙間はペレット状のベントナイト緩衝
材を充填する。処分施設はすみやかに埋め戻し密封する
が，すべての操業の終了後も併設されたパイロット施設
での実廃棄物のモニタリング（観察）が 50 年間延長して
行われることが計画されており，その間はアクセス立坑
などが維持されるので問題があれば回収可能である。

フランスの処分概念（第 7図）では，水平方向に掘削
した処分孔に鋼製ライナーを設置し，その中に炭素鋼
オーバーパックに封入した高レベル廃棄物（ガラス固化
体）を定置する。鋼製ライナーとパッケージが健全な間
は定置と逆動線で回収することができる。回収のための
装置例を第 8図に示す。なお，発熱量の高い使用済燃
料の処分ではベントナイト緩衝材を鋼製ライナーの周囲
に設置する概念となっている。
（３）岩塩（ドイツ，オランダ）

ドイツ，オランダとも埋め戻し材には掘削した岩塩が
使用される。ドイツの処分概念（第 9図）では，高レベ
ル廃棄物を金属製容器に封入して処分孔に定置する。回
収を容易にするため廃棄物パッケージを鋼製ライナーの
中に定置する検討も行っている。

オランダの処分概念（第 10図）では，高レベル廃棄物

第９図　ドイツの処分概念（MoDeRn）

（a）岩塩プラグ除去

第 10図　オランダの処分概念と回収 1）

（b）オーバーコアリング

（c）廃棄物引き出し

（d）廃棄物回収
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施設」として機能する期間を設けており，この期間中は，
比較的容易に廃棄物を回収できなければならない。処分
場を「開放」したままにするか，または「閉鎖」するかにつ
いて定期的に決定が下されると予想される。決定の間隔
は，社会・経済動向，処分場内設備の推定寿命，メンテ
ナンス・監視活動の費用などに左右される。この構想で
は，25 年間隔が想定されている。25 年の各期間が終わ
る前に，一時貯蔵段階をさらに 25 年延長するか，また
は処分場を閉鎖するかについての決定を下さなければな
らない 1）。廃棄物を回収する場合は，まず岩塩プラグを
ドリルで掘削除去し，次に廃棄物パッケージの周囲の岩
塩をオーバーコアリングにより掘削し，最後に廃棄物を
回収する検討が行われた 1）。

Ⅳ．回収可能性の技術的課題

回収可能性協調行動プロジェクトで得られた回収可能
性の技術的課題に関する知見を以下に示す。
1．処分段階の延長が及ぼす影響
回収可能性を容易にする方法として，処分場の状態が

受動的な状態（廃棄物の定置作業や埋め戻し作業などを
行っていない静的な状態）において，その状態の維持期
間をさらに延長することが考えられる。以下に延長期間
が回収可能性と処分場の安全性に与える影響を示す。

⑴　 もともと計画していた期間に相当する期間を延長
する場合

すべての国において，処分場設計や廃棄物パッケージ
回収技術の修正は必要ないものと想定している。また，
延長による操業および長期安全性への影響は重要なもの
にはならないと考えている。

⑵　 さらにはるかに長い期間にわたり延長する場合
すべての国において，その当初設定された期間をはる

かに超える期間にわたる延長がなされた場合にのみ，処
分場設計または適用される廃棄物パッケージの回収技術
に修正を加える必要が生じる可能性があると考えてお
り，この場合，処分場の長期安全性への影響の検討を進め
る必要があると考えている。以下に延長することにより
処分場の安全性にどのような影響があり得るかを示す。

① 操業安全性への影響
　・ 作業員に対する通常のリスク（高温，ガス蓄積，

空洞安定性等）
　・ 作業員および環境への放射線学的な影響
② 長期安全性への影響
　（a） 処分場の換気と地下排水の延長によって生じる

影響
　　・人工バリアへの影響（酸化および脱飽和）
　　・ 母岩への影響（酸化と脱飽和，溶質析出と塩分

濃度増加，望ましくない化学特性を備える水の
浸入）

　（b） 母岩の長期的な安定性と，岩石による支持およ

び処分場密封材の耐久性に対する影響
　　・掘削影響領域（EDZ）の長期的な変遷への影響
　　・岩石支持構造の耐久性への影響
　　・処分場密封材への影響
　（c）異常な状況に伴うリスクの増大
　　・ 社会的混乱などの結果として，処分場が密封さ

れずに放棄（保守中止）される。処分場環境に対
する管理が失われるため，放射性核種が地表に
戻るリスクや，人間の侵入リスクが高まる　

　　・ 処分場施設の誤用（例えば，望ましくない物質
が偶然または意図的に収容される，処分場資材
が不適切な形で回収される場合など）

　　・ 偶発事故または予想外の事象（火災，処分場の
浸水など）

2．回収可能性を容易にする設計上の手段
ほとんどの国は，自国の現行処分場概念ではすでに，

大規模な設計の変更を行わずとも，かなりの水準の回収
可能性が実現されていると考えている。

一部の国は，回収可能性を高めるために自国の処分概
念に以下の設計変更を加えることを検討している。

・ 定置された廃棄物パッケージに長期間にわたり容易に
アクセスできるようにするための処分孔の設計変更。

・ 処分場設計パラメータ（地下空洞の安定性，処分孔
あたりの廃棄物パッケージの数，開放した状態の処
分孔内での環境条件の管理，連絡坑道と定置された
廃棄物パッケージとの距離，鋼製ライナーの剛性と
水密性など）の再検討
3．  回収を行うかどうかの判断に資するモニタ
リング

回収の判断は処分場のモニタリングデータなどを判断
して行う場合と，モニタリングには無関係に社会的意思
決定（例えば「将来の世代に代替廃棄物管理オプションを
残すため」という理由）によって行う場合がある。

モニタリングデータによる場合は，以下のようなこと
が想定される。

・ モニタリングデータによって，要求された基準が達
成できていない，あるいは処分場システムの挙動が
許容外のものであると示された場合には，是正処置
が要求され，究極の是正処置は廃棄物の回収である。
4．  回収の実施可能性を判断するためのモニタ
リング

回収可能性を判断するためのモニタリングとして，以
下のものが挙げられた。

・ 廃棄物パッケージの健全性と廃棄物へのアクセス可
能性に関わる一定のパラメータを監視することによ
り，実際の回収作業がどれほど容易な（または複雑
な）ものとなるかを判定する。

・ 処分孔，処分坑道，連絡坑道およびアクセス立坑の
埋め戻し，密封，閉鎖を延長する決定を行う上で必
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要なデータを収集する。
・ 操業の可逆性を実現するために設定されたさまざま

なシステムが所期の目的に見合ったものであること
を立証する。

これらのモニタリングの測定項目には，温度，水飽
和，地球化学的条件，空洞安定性などが挙げられる。

また，処分場の段階の進展に応じて廃棄物パッケージ
環境などのモニタリングの容易さや方法が処分場の状態
に応じてどのように変わるかについて以下のようにまと
められた。

① 処分場の設計・建設期間
廃棄物パッケージが中間貯蔵施設に置かれている期間

でありアクセスは容易である。さらに，貯蔵施設から廃
棄物パッケージを取り出す装置を設計するための環境条
件は容易に監視できる。

② 処分孔への定置後の維持期間
処分孔への廃棄物と緩衝材の定置後にモニタリングの

対象となる廃棄物パッケージ環境は，緩衝材内部の環境
であろう。監視される主要なパラメータは，温度，水飽
和条件および地球化学的条件である。最初の 2 点は継続
的な監視が可能だが，3 点目に関するデータはおそらく
サンプリングを通じて収集されることになろう。アクセ
ス可能な地下空洞に関して，岩石の動きを対象としたモ
ニタリングが継続されるだろう。密封された区域内で
は，アコースティック・エミッション（AE：Acoustic 
Emission）；材料が変形あるいは破壊する際に，内部に
蓄えていた弾性エネルギーを音波（弾性波，AE 波）とし
て放出する現象）の測定（AE 法）により岩石の重要な動
きを探知することができるだろう。密封された空洞の再
飽和レベルも，多数存在する技術のいずれかを用いて監
視することができるだろう。

③  処分坑道埋め戻し後の維持期間あるいは連絡坑道
埋め戻し後の維持期間

処分坑道の埋め戻しおよび密封と，それに続く連絡坑
道の埋め戻しおよび密封がなされた後も，当初は連絡坑
道を通じて，さらにその後はアクセス立坑を通じて，地
下施設の一部にアクセスすることができるだろう。これ
により②と同様の廃棄物パッケージ環境のモニタリング
の継続が可能になるが，作業の難度は増すことになるだ
ろう。アクセス可能な状態が維持されているうちは，地
下空洞での岩石の動きを対象としたモニタリングを実行
できるだろう。密封された区域内では，AE 法を用いて
岩石の主要な動きを探知することができるだろう。

④  アクセス立坑埋め戻し・閉鎖後で間接的監視（制度
的管理）を伴う閉鎖後期間

アクセス立坑の埋め戻しおよび密封が行われた後は，
処分場と廃棄物へのアクセスは，地表からのボアホール
か遠隔モニタリング技術（AE 法など）を用いてなされる
だろう。廃棄物パッケージ環境の監視は，処分場に直接

つながっているボアホールからしか実施できないだろ
う。廃棄物定置期間中に，この種のボアホールを建設す
る必要があろう。この種のボアホールは処分場の長期安
全性にとって大きな不利益となり得るため，ボアホール
建設を決定する際には，生じ得る利益と秤にかけた上
で，慎重な判断が必要であろう。処分場母岩の条件およ
び再飽和規模に関する定性的な情報を収集するために，
数多くの遠隔モニタリング技術を利用することができる
だろう。この中には，AE および弾性波測定，測地学的
測定および電気的測定などが挙げられるだろう。

⑤ 監視（制度的管理）を伴わない閉鎖後期間
この期間では回収可能性に関連するモニタリングが行

われることはないだろう。

Ⅴ．おわりに

処分事業の実施段階における可逆性・回収可能性
（R&R）が各国で取り上げられ，議論が行われるなど関
心が高まっている。第 2 回の解説では，回収可能性の技
術的側面について，各国の取り組み状況をまとめた
EC/EURATOM の回収可能性協調行動プロジェクトの
成果 1）を中心に解説した。回収可能性協調行動プロジェ
クトは特に可逆性と回収可能性を明確に分けて取り扱っ
ていないので，回収可能性の枠の中に，前回解説した可
逆性に関わる議論も一緒に取り扱われている。

回収可能性協調行動プロジェクト以降約十年間が経過
し，各国で回収可能性に関わる技術開発，処分場の設
計，法規制の策定など新たな動きがあった。しかしなが
ら，筆者は回収可能性協調行動プロジェクトで得られた
技術的課題は現時点でも有効であるものと考えている。

回収可能性を理解するためには，各国の処分場の地質
環境や設計がどのようなものになっているかの理解が必
要である。本稿では紙面の都合上，詳しく紹介すること
が出来なかったので，ぜひ回収可能性協調行動プロジェ
クトの報告書 1）のほか，経済産業省資源エネルギー庁，

「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について
（2013 年 2 月）」および処分概念に関する各国の報告書な
どを参考にされたい。

－参 考 文 献－
1） EC, Concerted Action on the Retrievability of Long-lived 

Radioactive Waste in Deep Underground Repositories, 
EUR19145 EN, （2000）.
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Reversibility（R&R）Questionnaire Issued to NEA Member 
Countries in May 2008（2010）.

3） OECD/NEA, Reversibility and Retrievability（R&R）for the 
Deep Disposal of High-level Radioactive Waste and Spent 
Fuel, （2011）.

4） PEBS， ESDRED， MoDeRn プロジェクトの成果は各々以下
のウェブサイトで見ることができる．
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en.html#Start，http://www.esdred.info/index.htm，
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Ⅰ．中国の特徴は「三」か？

我々日本人には，中国は特異な国に見える。中国では
車が行き交う道のど真ん中で堂々とけんかをする。危な
いし，公共交通の妨げになる。しかも，けんかの仕方は
相手に背を向け，聴衆に向かって相手はこう悪いやつだ
と罵り，味方を募る。孫子の兵法か諸国三分割の計か，
敵対する二者が第三者の援助を求めて戦う。おかしいと
筆者は思うが，しかし，世界の常識は中国的である。裁
判では陪審員制度が採られ，市民運動家が敵対者をネッ
ト社会で攻撃する。競争と市場原理の「三」が民主主義な
のかもしれないし，闘争を進化させる構造かもしれな
い。中国人は「二」の時はけんかをしないと言う。中国で
は「三」がよく出る。三国志や貨比三家（三社を比較して
購入），三つの代表（共産党は生産，文化，国益を代表す
る），三字経（「人之初，性本善，性相近，習相遠」で始ま
る児童用道徳読本）等である。

中国の原子力には以下の特徴がある。
⑴　原子力は 1％程度しかなく発展の余地が大
⑵　核国防能力の維持と経済発展を同時達成
⑶　軍転民＝軍事技術の民用平和利用政策
　　自力国産化政策の原点
⑷　規制と推進を分離，政府行政と企業を分離
　　競争発展体制を作った（1998 年の改革）
⑸　技術導入⇒国産化⇒輸出の三段階戦略
⑹　国産化はまず国内製造化し，次に中国知財権化
⑺　原子力発電と核燃料生産の一体発展
⑻　将来のアジアの燃料供給センターを目指す
⑼　 三歩走：加圧水型炉⇒高速炉リサイクル⇒核融合

三段発展戦略で無限のエネルギーを獲得

世界の原子力事情
第1回 福島事故後の中国の原子力開発 6）

日中科学技術交流協会　永崎 隆雄

中国は世界一のエネルギー消費大国で，日本の 6 倍を消費し，エネルギー源は石炭に 70％
も過度依存であり，PM2.5 問題などの厳しい環境問題に直面，水力，風力，原子力等の非化石
エネルギーの導入を加速している。原子力は割合が 1％程度と少なく，急拡大中であったがそ
の矢先，東電事故が発生。中国はどのような進路を採ったのだろうか？

⑽　世界最進の第 3+ 世代炉で安全と経済性を強化
⑾　三大事業者，三大設備メーカの競争体制
日本の場合は自国知財化での独自輸出より，日米連携

輸出や濃縮の 3 分の 2 輸入のような和の道がとられる。
中国のメーカは日本の 3 大メーカのように多種の部品

の製造を集約化し，全体をまとめる設計エンジニアリン
グ機能を持ってない。中国では原子力発電の設計エンジ
ニアリング機能は原子力発電会社側にある。原子力輸出
をやっているのは，日本では東芝，日立，三菱の3大メー
カで，中国では原子力発電事業会社が輸出を請け負う。

三事業者や三社体制というのは諸葛孔明の諸国三分割
の計に似ていて，今も魏（北京）と呉（上海・広東）と蜀

（四川）の国の影が残っている。また，三歩走は弁証法の
正反合の発展メカニズムに似ている。

日本は集団主義で争いを避け，個の突出を嫌う大和の
「一」が特徴のように見える。

Ⅱ．原子力発電状況 1）

2012 年の原子力発電量は世界 6 位で，米，仏，露，
韓，独に続く 930 億 kWh である。

事故後，原子力発電上位 15 カ国の原子力の稼働率と
基数は日本とドイツを除きほとんど落ちてはいない。中
国は高稼働を維持している。（第 1図）

中国の 2012 年の全電力設備容量は 1,144 百万 kW で
あるが，原子力は 2013 年 6 月で全体の僅か 1.3％しかな
く，大いに発展余地があり，建設中と計画中が世界一の
規模になっている。

日本の約 50％に当たる 25 百万 kW（20 基）が，今後の
3 年間で運転を開始する。急激過ぎて規制能力等が追い
つかない。そのため，2016 年から 2020 年までの 5 ヵ年
計画では，運転に入るのは 1,800 万 kW に減速し，更に
内陸部の新設は 2016 年以降に延期している。（第 2図）

もっとも長期的に 2050 年に日本の約 8 倍の 400 百万

Current Trends in Nuclear Energy（1）；China Nuclear Power 
Development after Fukushima Accident：Takao NAGASAKI.
　（2013 年 8 月 30 日 受理）
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第 1表　中国の原子力発電の技術世代

第 1図　主要国の原子力発電の稼働率と基数

第 2図　中国の原子力の現状と開発計画

kW という膨大な開発計画は変更していない。人口が日
本の 10 倍であるので，2050 年にようやく日本と同じ原
子力比率になるに過ぎない。

中国の原子力発電炉の技術レベルについては現在，運
転実績と価格の安さから古い第2＋世代炉が32基運転・
建設されている（第 1表）。しかし，将来，400 百万 kW

（約 400 基）もの大量導入を考えた場合には，第 2 世代炉
の基準では炉心溶融が 40 年間で約 1 回起こる確率にな
る。そのため第 2＋世代炉の新設を中止し，事故確率を
100 分の 1 に低減する第 3＋世代炉の建設を強化し最新
鋭設備で事故を克服しようとしている。

第 3＋世代炉の導入では，中国は東芝ウェスチングハ
ウス社製 AP1000 やフランス製の EPR1700 を世界に先
駆け建設中であり，世界の先端を走っている。計画中の
AP1000 は 28 基が計画されている。

更に核拡散抵抗性が良く，エネルギー資源持続性が良
く，環境負荷が少ない第 4 世代の高速炉とか高温ガスも
建設する計画である。

原子力発電所の立地は沿海経済発展地域に建設中と運
転中のものがある。内陸のものは福島事故を踏まえ，
2015 年以降に建設が延期された。

Ⅲ．核燃料サイクル状況 1）

核工業集団公司は国防核工業の民用転用を担当し，核
燃料生産を独占的に行っている。この立地は軍事工業
だったため，経済合理性からは遠い内陸部の攻撃されに
くい場所に分散配置されている。

中国と日本の核燃料サイクルを比較すると第 2表の
ようになる。原子力発電の規模は建設中まで入れると日
本と中国は大体，世界の 10％位の同一規模である。

核燃料工業について，中国は原則，国産化している。
ただ，ウラン資源は不足しており，輸入に依存して来て
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いる。
日本は，採鉱・製錬，転換を輸入し，濃縮は 3 分の 2

輸入になっている。
中国は急速な原子力発電拡大に対応し，2020 年時点

（日本と同規模の 58 百万 kW 運転）のウラン燃料需要の
50％を供給する製錬・転換・濃縮・再転換・加工の集合
工場を核工業集団と中広核集団の共同投資 370 億元

（6,300 億円）で広東省鶴山サイトに計画し，今年 7 月に
公聴にかけた。結果，反対運動のため，2013 年 7 月 14
日に本計画を取り下げた。

従来には見られない当局の公衆参画・民衆重視・市場
重視の姿勢が見られ，核工業集団独占事業が開放され，
中国広核集団が核工業部門に参入し，内陸奥地の立地か
ら経済発展地域への立地に変わった。中国広核集団（元
広東核電集団）CGNPC も核工業集団の 45％出資会社か
ら，国資委 82％，広東省 10％（元 45％），中国核工業集
団 8％（元 45％）になり，核工業集団の影響が減った。

遅れているバックエンドの部分についても建設を強化
する。

高レベル廃棄物処分は国（環境保護部）と各事業者の共
同責任事業で中核清原環境技術工程公司が担当し，実施
する。立地はゴビ砂漠の北山地域に絞られている。

日本の日本原子力研究開発機構の幌延や東海のエント
リーとかクオリティのような実験施設を今後建設する計
画がある。日本のような中央と地方の対立はなく，地方
政府は支援義務がある。中央と地方政府は一体である。

Ⅳ．福島事故対策重視の原子力計画 2, 3）

福島事故後の中国の原子力計画は原子力発電所と核燃
料サイクルの安全強化や情報公開・公衆参画を重視して
推進する方針に変わった。

原子力安全計画と原子力中長期計画は 2011 年 12 月環
境保護部を通過し，2012 年 5 月 31 日には国務院で原則
承認され，2012 年 6 月 15 日に公表され，公聴にかけら
れ，2012 年 10 月 24 日公布された。それと共に停止し
ていた新規建設の審査が解除された。2013 年 1 月 1 日
にはエネルギー発展第 12 次 5 カ年計画が公布された。

原子力中長期計画の内容は 2015 年までに 798 億元（1
兆円）を投入し，事故を防ぐ以下の建設を行い，2020 年
までに完成させる計画になっている。予防投資は事後処
置よりはるかに経済的で，未来発展指向である。

1．原子力安全中長期計画の概要
⑴ 　原子力発電所の耐震・津波対策や第 3 世代炉基準

適応改善で 2020 年までに国際先進安全レベルに到
達させて，放射性物質の大量放出を実質ゼロ化する。

　・炉心損傷確率（CDF）＜ 10-6/ 炉年
　・ 大規模初期放射性物質放出確率（LERF）＜ 10-7/

炉年
⑵ 　2015 年までに核燃料工業と原子力発電の発展速

度を適合させ，中低レベル廃棄物処分場を完成さ
せ，2020 年までに高レベル廃棄物処分の最終設計
を完成させ，地下実験室建設を完了させる。

⑶ 　緊急時指揮所，モニタリング網，技術支援能力を
建設し，支援物資装備を充実し，2020 年までに完成。

⑷ 　安全監督技術開発基地を建設，2020年までに完成。
⑸ 　2015 年までに再処理試験工場の成果を商業工場

へ反映させ，2020 年までに商業工場を建設する。
⑹ 　大型第 3＋世代軽水炉 CAP1400 とモジュール式

高温ガス炉 HTR-PM の実証プロジェクトを立ち上
げ，高速炉実証プロジェクトを立ち上げる。

2．エネルギー発展第 12次計画の概要
⑴ 　内陸部の原子力発電建設を延期し，沿海側に実証

済み原子炉を少数建設する。原子力発電の建設リズ
ムをゆっくりと秩序よく調和させる。

⑵　 新規建設は第 3＋世代基準で行う。
⑶ 　再処理技術領域を重点に技術実証を加速して，早

期に商業プラントを建設する。
⑷ 　機器・設備の国産化を達成させる。近代的な原子

力発電産業体系の原子力発電強国を樹立する。
⑸ 　高温ガス炉や商業高速増殖炉と小型炉など新技術

を積極開発。具体的には重点実証プロジェクトと重
大科技研究プロジェクトを立ち上げる。

第 2表　日中核燃料サイクル比較表
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⑹ 　国際協力を深化させる。具体的には引進来，走出
去（輸入導入と輸出）を強化する 。

Ⅴ．輸出戦略

中国の原子力の海外展開は，フランス，ドイツ，英
国，日本，アルゼンチン，パキスタン，韓国，カナダ，
ロシア，米国，豪州等 25 カ国と原子力平和利用協定を
締結し，積極的に進めており，わが国の 2 倍の国と協力
している。

原子力輸出も下記のように積極的に進めている。
⑴ 　パキスタンにはチャシュマに 5 基ほど輸出してお

り，既に 2 基は運転中で，2 基は建設中である。更
に，2030 年までに 8 百万 kW の建設計画があり，
中国が受注する確率が大きい。

⑵ 　アルゼンチンでは中国エネルギー局と原子力協力
協定を 2012 年 6 月締結し，中国資金でアトーチャ
に ACP1000 を建設する共同研究を進め，また，南
米全体の原子力の共同開発施策をどうすればいいか
の共同調査の協力を進めている。

⑶ 　トルコでもイグネアーダに東芝ウェスチング等と
連合し，また独自でも建設に協力する原子力平和利
用協定を締結している。

⑷ 　英国では英エネルギー社にアレバと共同で投資
し，ヒンクリーポイントとサイズウェルに EPR を
4 基建設する。ホリゾン社の原子力発電所は日立・
GE に負けた。

⑸　イランには研究炉 4 基を輸出している。
⑹ 　南アフリカは福島事故で第 2 世代炉 CPR1000 の

輸出が不採用となり，ACPR1000 を開発輸出する
可能性がある。

Ⅵ．新型炉開発 4, 5）

1．4つの重点実証プロジェクト
（１）自主知財権のある先進加圧水型炉
・ CAP1400（国家核電技術公司）2014 年 4 月，石島湾 

着工：AP1000 を大型化し，自主知財権化する。
・ACP1000（核工業集団）：福清 5，6 号
・ ACPR1000（中国広核集団）：2014 年末，紅沿河，

防城港，寧徳
（２）モジュール式の小型軽水炉ACP100（第 3図）
中核新エネルギー有限会社が運営し，2013 年，漳州

1，2 号を着工，3 年後の 2016 年に運開予定。12 万 kW
の発電のみならず，毎時 504t の蒸気を供給でき，日産
14.4 万 t の海水を淡水化でき，燃料は 2 年間ごとに交換
し，途上国（南）が途上国（南）に協力する南南協力の切り
札である。

（３） 20 万 kWモジュール式高温ガス炉HTR=PM 
（第 4図）

清華大学の実験炉 HTR10（出力 1 万 kW，2000 年 12
月臨界）の運転実績に基づき，2006 年 12 月 25 日，プロ
ジェクトを正式に開始

・事業主体：華能山東石島湾核電有限公司
・ 出資者： ①中国核工業建設集団公司，②中国華能集

団公司，③清華大学
・総投資額：30 億元（480 億円）
・自主開発知的財産権：清華大学
・建設開始：2012 年 12 月 21 日
・わが国からは炉の石墨材を輸出
・ 世界例： 南ア（PBMR），米ロ（GT-MHR），米国ア

イ ダ ホ 国 立 研 究 所 の 次 世 代 炉 計 画
（NGNP），日本の原子力研究開発機構の
HTTR，韓国の HTGR 計画など

・ 第 4 世代炉のガス冷却高速炉や超高温ガス冷却炉
VHTR 開発へとつながる炉である。

（４） 中国高速増殖炉実証プラントCDFR600（第5図）
人口の多い中国はウラン消費を大幅に有効活用できる

高速増殖炉の開発を行っている。北京の原子能科学研究
院では熱出力 6.5 万 kWt の高速炉の実験炉 CEFR を運
転しており，2009 年には臨界に達し，2010 年 6 月には
送電に成功し，2012 年には 75％出力運転を達成し，

第 3図　ACP100 の受動安全系

第 4図　高温ガス炉 HTR-PM
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2014 年 4 月には全出力運転の予定である。これらの実
績を踏まえ，2017 年に電気出力 60 万 kW の BN600 型
高速増殖炉の詳細設計を終え，2023 年より運転を開始
する計画である。2030 年には 100 万 kW の商業プラン
トを運転開始する計画である。

安全性はわが国同様，冷却材にはナトリウムが使われ
るが，ナトリウムは高温になっても水のように圧力が上
がらず，東電事故のように格納容器の高圧破損は起らな
い。原子炉のある 1 次系では水を使わないので，水とナ
トリウムの爆発的反応も起らない。冷却停止による炉温
度上昇時は負の反応度があるため，反応が低下し，急激
な暴走は起らない。重力落下式の制御棒で電源喪失時で
も反応を停止できる。燃料の崩壊熱も液体ナトリウムの
自然対流空冷で除熱できる（第 5図）。また，炉心溶融
物は炉容器下部に受を設置し，冷却するので環境への放
射性物質放出が防げる。過酷事故の結果を緩和する閉じ
込め機能を備えている。炉心損傷確率 CDF は第 3 世代
炉と同じ 10-6/ 炉年以下，大規模初期放射性物質放出確
率 LERF も 10-8/ 炉年以下である。

2．重大科技研究プロジェクト
中国には 3,600 万 t もの大量の希土類資源があり，そ

の中に 2 ～ 3％，すなわち 72 ～ 100 万 t ものトリウム
が含まれると推定される。そのため，米国オークリッジ
研究所が開発しているトリウム溶融塩炉が重大科技研究
プロジェクトとして取り上げられた。科学院上海応用物
理研は米国オークリッジ研究所と協力し，2020 年まで
に 2MW の溶融塩トリウム燃料炉とフッ化物塩冷却高温
炉の 2 つの実験炉を建設する計画である。後者は DOE，
清華大学，科学院の共同研究である。

Ⅶ．中国の課題と考察

中国の課題は以下が挙げられる。
（１）多炉型，多種技術，多種標準で複雑
原因は導入路線で，際限なく導入し，国産化できず，

日本に負け，韓国に負けている。
（２）開発能力不足
自主知財権がなく，独自の事故分析や核計算ができな

いなどである。個人の独創性を奨励したが，個人主義の
ため，実用性のある技術に集団で育てることができにく
く，無用の論文が作られた。
（３）安全や環境の軽視
規制能力と原子力発電発展速度が不整合で，環境保護

が強化されず，環境モニタリング体系が不整備で，情報
公開と公衆参加が不整備で，人材が欠乏し，能力育成投
資が不足している。
（４）集団協調性の欠乏
無秩序な我先の原発建設提案が横行し，緊急時の職責

が不明確で，支援体制が不備であるといったお互いに協
力しない体質がある。

これらは個人競争が激しい中国社会にあって，国有企
業の幹部の評価基準が経済実績評価主義であり，コスト
がかかる開発などせず，模倣・導入で手っ取り早く成果
を上げ，また安全とか環境とか高コストのものを後回し
にしたことが原因であると考えられる。この背景は倒産
しない国有企業による過剰生産と利益減少，開発や安全
対策や賃金に資金が回らないことにある。

この解決には国有企業幹部の評価を経済性と安全性と
環境の同時成立に置くことが必要とされている。この和
の道を第 3 世代炉の技術で市場原理の「三」，すなわち民
主の中で追及していくことを期待したい。
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